
法務省行政事業レビュー推進チーム

法務省行政事業レビュー

外部有識者点検対象事業資料



（単位：百万円）

1 0001 民事基本法制の整備 80 69 民事局 1

2 0002
司法書士試験等国家試験の
実施

40 38 民事局 11

3 0003 刑事基本法制の整備 59 55 刑事局 19

4 0008 法教育の推進 14 14 
大臣官房
司法法制部

27

5 0009 法務に関する調査研究 34 38 
法務総合研究
所

37

6 0018 矯正の企画調整の実施 108 161 矯正局 45

7 0022
社会復帰に必要な刑務所作
業の実施

4,398 4,219 矯正局 53

8 0031
自立更生促進センターの運
営

120 118 保護局 61

9 0037
公安情報電算機処理システ
ムの整備・運用

158 146 公安調査庁 69

10 0054
人権関係情報提供活動等の
委託等

234 305 人権擁護局 77

11 0057 出入国管理業務の実施 4,415 5,131 入国管理局 101

12 0061
バイオメトリクスシステム
の維持・管理

5,377 4,132 入国管理局 121

13 0066
開発途上国に対する法制度
整備支援の推進

121 123 
法務総合研究
所

133

14 0070 刑事情報連携データベース 84 376 
大臣官房
秘書課

145

資料
ページ

事業
番号

事　　業　　名
平成２６年度
補正後予算額

平成27年度外部有識者点検対象事業

事業所管
部局

平成２７年度
当初予算額



（ ）

-

達成度 ％

100％

目標値

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

達成度 ％ 100％ 100％

定量的な目標が設定できない理由

定量的な成果目標 成果指標 単位

-

目標最終年度

0

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　 民事基本法の内容を国民にとって分かりやすいものとするとともに，近年の社会・経済システムの急激な変化に適切に対処するため，外国の法制・実務
について調査・研究を実施し，法整備を行う。
　 また，外国において我が国の法令が容易にかつ正確に理解されるため，法令の外国語訳を行う。

目標最終年度

0 0

69

0

24年度 25年度

-

代替目標 代替指標 単位 24年度 25年度 26年度

課題検討数（法案準備数）
件

成果実績

目標値

目標値

-

26年度

--

-

16

民事基本法制の整備に当たっての課題を適切に検討する。

各年度において，民事基本法制の整備に当たっての課題を適切に検討し
ている。

定性的な成果目標と24～26年度の達成状況・実績

18 17

- 年度

-

-

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　国民生活や企業活動の基本的枠組みを定め，私法秩序の根幹を成す民事基本法を社会・経済情勢の変化に応じて適切に整備するため，以下の施策を
実施し，民事基本法整備の円滑化を図ろうとするものである。

前年度から繰越し 0 0

事業番号

民事基本法制の整備 担当部局庁 民事局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 総務課
総務課長
佐藤　達文

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
基本法制の維持及び整備
Ⅰ-1-(1)社会経済情勢に対応した基本法制の整備

主要経費

27年度

0

0

0 0 0 0

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

平成18年3月23日付け「法令外国語訳・実施推進検討会
議」最終報告を前提とする翻訳整備計画等

実施方法

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

0

0

65

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 71

その他の事項経費

実績 件

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

代替目標

終了予定なし

18 17 16

-

　国民生活や企業活動の基本的枠組みを定め，私法秩序の根幹
を成す民事基本法の社会・経済情勢の変化に応じた適切な整備
を目的とする事業であり，目標にどの程度貢献したかを数値化す
ることは困難であるため，定量的な成果目標を設定することはで

きない。

翌年度へ繰越し 0

計

80

主要政策・施策

平成２７年度行政事業レビューシート 法務省

執行額

77 71 80 69 0

52 69

執行率（％） 84% 73% 86%

　定量的な成果目標及び
成果実績を定めることは困
難であるため，以下を成果
目標とする。
○民事基本法の整備に当
たっての課題を適切に検討
する。

不明
事業終了

（予定）年度

代替指標 単位 24年度 25年度 26年度
目標最終年度

　定量的な成果目標及び
成果実績を定めることは困
難であるため，以下を成果
目標とする。
○民事基本法の整備に当
たっての課題を適切に検討
する。

法制審への諮問及び提出
法案の件数

実績 件 2 7 3

100％

件

年度

2 7 3 -

達成度 ％ 100％ 100％

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

0001

年度-

77

-

- - - -

チェック

1



3,444千円／509頁

当初見込み

件

千円単位当たり
コスト

算出根拠 25年度

計算式

件

9

2

単位 24年度 25年度 26年度

-

27年度見込

6

　X（予算執行額）÷Y（民事基本法令の外国語訳頁数）

26年度

27年度活動見込

19

3

　X/Y

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

調査研究の実施件数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

職員旅費 2

単位当たり
コスト

4 2 4

-7

単位

2 2

2

計 69 0

通信運搬費

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）
雑役務費

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度

2

印刷製本費

活動実績

活動指標

1,204千円／195頁 3,508千円／392頁

24年度

費　目

27年度活動見込

民事基本法令の外国語訳数
活動実績 頁 509 195 392

当初見込み 頁 459 195 334 294

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

外国語文献の翻訳数
活動実績 件 1 1 2

当初見込み 件 1 1 2 0

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

　X（予算執行額）÷Y（調査研究の実施件数）

単位当たり
コスト 千円 4,992 2,802 3,256 -

計算式 　X/Y 19,967千円/4 5,603千円／2 13,022千円/4 -

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

　X（予算執行額）÷Y（外国語文献の翻訳件数）

単位当たり
コスト 千円 1,930 7,348 8,083 -

計算式 　X/Y 1,930千円/1件 7,348千円/1件 16,165千円/2件 -

10

消耗品費

賃金等 34

2



関
連
事
業

評価に関する説明

刑事基本法制の整備

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○ 　代替指標により，事業の妥当性の検証を行っている。

　本事業の整備のために必要なものに限定している。

法務省刑事局

事業名所管府省・部局名 事業番号

○

　民事基本法制に関する整備を対象としており，適切な役
割分担となっている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

                                     -

　見込みに見合った実績を上げている。

　社会・経済情勢の変化に応じた適切な民事基本法制の
立法・改正が行われている。

　単価等の見直しを行っている。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

　民事基本法制の立法・改正が，社会や経済に与える影
響は非常に大きい。
　法務省の所管する民事基本法制を整備する事業であ
り，地方自治体，民間等に委ねることはできない。

○

○

‐

‐

  本事業は，「事業の目的」に示すとおり極めて重要な施策であることから，引き続き，事業を円滑に継続していく必要があるが，各要求事項
について緊急性等を精査していくこととする。

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

　民事基本法制の立法・改正が，社会や経済に与える影
響は非常に大きい。

　一般競争入札を実施することにより，コスト削減に努め
ている。

                                     -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

○

改善の
方向性

　調査研究や外国語文献の翻訳に係る単価・数量については，市場動向，過去の調達実績や類似調達事案等を踏まえ，これを適切に予算
へ反映させることにより，一層の経費の節減を図っていくこととする。

                                     -

　各種契約の締結に当たっては，業務の内容等を踏まえ
た上で，原則，一般競争契約の方式により実施している。

                                     -

国
費
投
入
の
必

要
性

事業所管部局による点検・改善

3



0001

平成24年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成26年度

0015平成22年度

平成25年度

0015

0001

平成23年度 0014

外部有識者の所見

4



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

【一般競争契約・随意契約】

法務省

69百万円

Ａ 株式会社エァクレーレンほか

69百万円

・民事法改正のための調査研究委託
・法令外国語訳委託等

・民事法改正のための調査研究委託
・法令外国語訳委託等

5



雑役務費
民事調停制度に関する外国語文献等の翻
訳業務

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.株式会社エァクレーレン E.

金　額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

12

金　額
(百万円）

雑役務費 会社法等の法令翻訳業務 4

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 16 計 0

C. G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

チェック

6



支出先上位１０者リスト
A.

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

3
一般財団法人比較法研究セン
ター（一般競争入札）

1
株式会社エァクレーレン（一般
競争入札）

民事調停制度に関する外国語文献等の翻訳業務 12 2 96％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2
株式会社エァクレーレン（一般
競争入札）

会社法等の法令翻訳業務 4 2 62.8％

2 88.2％

公益社団法人商事法務研究
会（一般競争入札）

各国の相続制度に関する調査研究業務委託 4 3 97.1％

個人A 非常勤職員（立法作業に伴う事務補助）の雇用 4 - -

6

7

4
一般財団法人比較法研究セン
ター（一般競争入札）

供託制度に関する外国法制等の調査研究業務 3 2 94.5％

5
一般財団法人比較法研究セン
ター（一般競争入札）

役員報酬の在り方に関する会社法上の論点の調査研究業務委託 2 2 83.6％

各国の離婚後の親権制度に関する調査研究業務委託 4

個人B 非常勤職員（立法作業に伴う事務補助）の雇用 4 - -

有限会社Ｄ・Ｙ・Ｋ（一般競争入
札）

ハーグ条約に係る逐条解説等の翻訳業務 3 3 55.9％

8

9

10

11

個人C 非常勤職員（立法作業に伴う事務補助）の雇用 3 - -

非常勤職員（立法作業に伴う事務補助）の雇用 3 - -

個人G 非常勤職員（立法作業に伴う事務補助）の雇用 3 - -13

個人D 非常勤職員（立法作業に伴う事務補助）の雇用 3 - -

12 個人E

チェック

7
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法 律 案 作 成

広 報 ・ 周 知

外
国
語
文
献
の
翻
訳

法
令
翻
訳

グ
ロ
ー
バ

ル
化
す

る
世

界
で
，

我
が

国
の

法
令
が

容
易

に
か

つ
正

確
に
理

解
さ
れ

る
こ
と
は

極
め

て
重
要

外
国
の

法
制
や
実
際

の
運
用
状
況
を
踏
ま

え
て
，
専
門
家
の

視
点

に
よ
り
総

合
的

か
つ

詳
細
な

調
査
研
究
を

実
施

法 律 成 立

事 前 の 資 料 収 集 ・ 資 料 作 成

調
査
研
究
委
託
の
実
施

基
本
法
の
内
容
が
国
民
に
と
っ
て
分
か
り
に
く
い

グ
ロ
ー
バ
ル
化
な
ど
，
社
会
・
経
済
シ
ス
テ
ム
が
急
激
に
変
化

分
か

り
や

す
い
司

法
の

実
現

の
た
め
，
分

か
り
や

す
い
基

本
法

の
整

備
は

必
要

不
可

欠
経

済
活

性
化

，
対

日
投

資
促

進
の

た
め
，
基

本
法

の
整

備
が

急
務

私
法
秩
序
の
根
幹
を
成
す
民
事
基
本
法
制
は
，
国
民
の
社
会
・
経
済
上
の
要
請
に
適
切
に
こ
た
え
，
国
民
生
活
の
安
定
等
に
不
可
欠
な
基
盤
形
成
と
し
て
極
め
て
重
要

民
事

基
本

法
制

整
備

の
円

滑
化

は
喫

緊
の

重
要
課

題

法
整
備
の
流
れ

9
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（ ）

42

-

- - - -

0002

年度-

9

諸謝金

賃金等 4

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

X（予算執行額）／Y（司法書士試験等の受験者数）

単位当たり
コスト 　円 1,052 1,032 1,140 -

計算式 　　X/Y
３９百万円／37,075
人

３６百万円／34,868
円

３６百万円／31,584
円

-

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

平成２７年度行政事業レビューシート 法務省

執行額

42 40 40 38 0

36 36

執行率（％） 93% 90% 90%

　定量的な成果目標及び
成果実績を定めることは困
難であるため，以下を成果
目標とする。
○司法書士試験等を適切
に実施する。

昭和２６年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

4 4 4

4

印刷製本費

活動実績

活動指標

-

　司法書士法等の規定に基づき，登記等の手続について代理を
する能力を有するかどうかについて，適正かつ円滑に実施し，的
確な者を認定することが成果目標であり，定量的な成果目標を設

定することはできない。

翌年度へ繰越し 0

計

費　目

40

主要政策・施策

実績 回

34,135 30,497

11

計 38 0

通信運搬費

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）
その他

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

司法書士試験等の受験者数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

委員手当 4

37,075 34,868 31,584

0 0 0 0

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

司法書士法（昭和25年法律第197号）第６条第１項
土地家屋調査士法（昭和25年法律第228号）第６条第１
項等

関係する計画、
通知等

-

実施方法

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

0

0

39

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 40

その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　司法書士試験，土地家屋調査士試験，司法書士簡裁訴訟代理等能力認定考査及び土地家屋調査士民間紛争解決手続代理能力認定手続は，司法書
士及び土地家屋調査士の認定，簡裁訴訟代理等関係業務及び民間紛争解決手続代理関係業務を行うに当たり，必要な知識及び能力を有するかどうか
を判定することを目的とする。

前年度から繰越し 0 0

事業番号

司法書士試験等国家試験の実施 担当部局庁 民事局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 総務課
総務課長
佐藤　達文

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
基本法制の維持及び整備
Ⅰ-1-(1)社会経済情勢に対応した基本法制の整備

主要経費

27年度

0

0

-

6

39,206

-

-

4

27年度活動見込

　司法書士試験等を適切に実施する。

　各年度において，司法書士試験等を適切に実施している。

定性的な成果目標と24～26年度の達成状況・実績

4 4

- 年度

--

人

代替目標 代替指標 単位 24年度 25年度 26年度

試験の実施回数 回

成果実績

目標値

36,760

目標値

単位

-

24年度 25年度 26年度

26年度成果指標 単位

-

目標最終年度

0

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　司法書士試験，土地家屋調査士試験，司法書士簡裁訴訟代理等能力認定考査及び土地家屋調査士民間紛争解決手続代理能力認定手続の実施

目標最終年度

0 0

38 -

0

24年度 25年度

-

-

達成度 ％

100％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

当初見込み

人

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

達成度 ％ 100％ 100％

定量的な目標が設定できない理由

定量的な成果目標

チェック
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事業所管部局による点検・改善

　ほとんどの調達を一般競争入札により行っている。

受験手数料は，本事業に係る経費等を考慮の上，政令
で定められており，受益者との負担関係は妥当と考えて
いる。

国
費
投
入
の
必
要
性

外部有識者の所見

改善の
方向性

　印刷製本及び通信運搬における単価・数量については，市場動向，過去の調査調達実績や類似調達事案等を踏まえ，これを適切に予算
に反映させることにより，一層の経費の節減を図っていくこととする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　-

0018平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

0018

0002

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度 0017

受益者との負担関係は妥当であるか。

○
関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

　受験者数が多く，国民経済に与える影響・効果は大き
い。また，法律により年１回以上の実施が義務付けられて
いる。

　一般競争入札を実施することにより，コスト削減に努め
ている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　-

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

　本事業は，事業の目的に示すとおり極めて重要な施策であることから，引き続き事業を円滑に継続していく必要があるが，各要求事項に
ついて緊急性等を精査していくこととする。

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成26年度

点検結果

0002

平成24年度

　試験の目的が異なるため，それぞれの担当部局におい
て実施している。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

　　　　　　　　　　　　　　　　　-

　おおむね見込みに見合った実績を上げている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　-

　受験者数の動向を反映している。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

　受験者数が多く，国民経済に与える影響・効果は大き
い。また，法律により年１回以上の実施が義務付けられて
いる。

　法律により実施が義務付けられた国家資格であり，試
験の出題・採点・合否の決定等については，国が実施す
べき事業である。

○

○

‐

○

関
連
事
業

評価に関する説明

司法試験の実施

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○ 　代替指標により，事業の妥当性の検証を行っている。

　本事業の実施のために必要なものに限定している。

法務省大臣官房人事課

事業名所管府省・部局名 事業番号

‐

12



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

（注） 端数処理の関係から，一部整合しない場合がある。また，他頁の表とも，端数処理の関係から一部整合しない場合

がある。

・司法書士試験等実施に伴う問題集・答案用紙
等の印刷業務委託契約，採点業務委託契約等

【一般競争入札・随意契約】

Ａ 共同印刷株式会社ほか
36百万円

・司法書士試験等実施に伴う問題
集・答案用紙等の印刷業務委託契
約，採点業務委託契約等

法務省
36百万円

13



印刷製本費
平成26年度司法書士試験における試験問
題等印刷等請負業務

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.共同印刷株式会社 E.

金　額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

5

金　額
(百万円）

印刷製本費
平成26年度土地家屋調査士試験における
試験問題等印刷等請負業務

2

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 7 計 0

C. G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

チェック
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支出先上位１０者リスト
A.

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

3
日本通運株式会社（一般競争
入札）

1
共同印刷株式会社（一般競争
入札）

平成26年度司法書士試験における試験問題等印刷等請負業務 5 2 97.5％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2
共同印刷株式会社（一般競争
入札）

平成26年度土地家屋調査士試験における試験問題等印刷等請負業務 2 1 98.6％

1 99.1％

三陽メディア株式会社（小額随
契）

司法書士試験受験案内書印刷製本請負業務 1 少額随契 -

司法書士試験委員A
・司法書士試験委員会に対する会議出席手当及び旅費
・司法書士試験問題作成等に対する謝金ほか

1 - -

6

7

4 個人 非常勤職員（司法書士試験等実施の事務補助）の雇用等 4 - -

5
日本情報産業株式会社（一般
競争入札）

平成26年度司法書士試験及び土地家屋調査士試験の採点処理及び成績
通知書作成等業務委託

3 1 95.5％

平成26年度司法書士試験及び土地家屋調査士試験の試験問題等の搬送
業務

6

司法書士試験委員B
・司法書士試験委員会に対する会議出席手当及び旅費
・司法書士試験問題作成等に対する謝金ほか

0.5 - -

司法書士試験委員C
・司法書士試験委員会に対する会議出席手当及び旅費
・司法書士試験問題作成等に対する謝金ほか

0.4 - -

8

9

10

11

土地家屋調査士試験委員A
・土地家屋調査士試験委員会に対する会議出席手当及び旅費
・土地家屋調査士試験問題作成等に対する謝金ほか

0.4 - -

土地家屋調査士試験委員B
・土地家屋調査士試験委員会に対する会議出席手当及び旅費
・土地家屋調査士試験問題作成等に対する謝金ほか

0.4 - -

チェック
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筆 記 試 験 ・ 口 述 試 験 の 実 施

採 点 ・ 合 格 発 表

試
験

問
題

の
印

刷

合
格
証
明

書
の

交
付

試 験 問 題 の 作 成

試
験

問
題

の
検

討

こ
れ
ら
の
士
業
者
の
業
務
の
適
正
化
を
図
る
こ
と
に
よ
り
，
登
記
，
供
託
及
び
訴
訟
等
に
関
す
る
手
続
の
適

正
か
つ
円
滑
な
実
施
に
資
し
，
も
っ
て
国
民
の
権
利
の
保
護
・
明
確
化
に
寄
与

業
務

を
適

正
に

行
う

こ
と

が
で

き
る

知
識

・
能

力
を

有
す

る
者

を
選

抜
す

る
た

め
に

司
法

書
士

試
験

等
の

各
種

試
験

等
を

適
正

か
つ

円
滑

に
実

施
す

る
こ

と
が

必
要

各
種

試
験

等
の

流
れ

司
法
書
士
試
験
等
国
家
試
験
の
実
施

司
法

書
士

の
業

務
土

地
家

屋
調

査
士

の
業

務

・
権
利
に
関
す
る
登
記
又
は
供
託

に
関
す
る
手
続
の
代
理

・
裁
判
所
等
に
提
出
す
る
書
類
の

作
成

・
簡
裁
訴
訟
代
理
等
関
係
業
務
の

実
施

等

・
不
動
産
表
示
登
記
に
必
要
な
土
地
・
家
屋
の
調
査
・
測
量

・
不
動
産
の
表
示
に
関
す
る
登
記
の
申
請
手
続
の
代
理

・
筆
界
特
定
手
続
の
代
理

・
民
間
紛
争
解
決
手
続
代
理
関
係
業
務
の
実
施

等

答
案
の
採

点
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（ ）

-

-

42

　 0003

年度

16

諸謝金

庁費 36

-

-

-

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

37,774（円／件）
（X）予算執行額　46,198,000円

（Ｙ）法制審への諮問，法改正等法律の整備，法令協議
及び罰則の定めのある条例報告件数　1,223件

単位当たり
コスト 円/件 54,393 52,755 37,774 -

計算式 　　Ｘ/Ｙ
33,669,000
/619

39,619,000
/751

46,198,000
/1,223 -

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

法制審への諮問，法改正等法律の整備，法令協議・罰
則の定めのある条例報告の件数

活動実績 件 619 751 1,223

当初見込み - - - - -

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

-

年度

平成２７年度行政事業レビューシート 法務省

執行額

42 46 59 55 0

40 46

執行率（％） 81% 87% 78%

所管法令について所要の
見直し・検討を実施してい
る。

不明
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

74 78 79

2

職員旅費

活動実績

活動指標

本事業は，刑法等における処罰規定の構成要件や刑の見直し等
を行い，法整備を行うことを目的としており，どの程度目標を達成
したか数値化することは困難であるため，定量的な成果目標を設

定することはできない。

翌年度へ繰越し 0

計

費　目

59

主要政策・施策

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算

内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

協議会・検討会・研究会等の開催回数及び調査研究の
実施件数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

（項）基本法制整備費 -

12 12 27

計 55 0

0 0 0 -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
刑法，刑事訴訟法等

関係する計画、
通知等

-

実施方法

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

0

0

34

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 46

その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　民事・刑事の基本法制を整備することにより，我が国にとって緊急の重要課題である治安対策について，時宜を得た対応を行うことを目的としている。

前年度から繰越し 0 0

事業番号

刑事基本法制の整備 担当部局庁 刑事局 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 総務課 総務課長　伊藤栄二

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
基本法制の維持及び整備
Ⅰ-１-⑴社会経済情勢に対応した基本法制の整備

主要経費

27年度

0

-

委員等旅費

成果指標 単位 24年度 25年度 26年度

27年度活動見込

刑法等における処罰規定の構成要件や刑の見直し等を行うことを目標と
し，刑事基本法制について所要の法整備が適切に実施されている。

定性的な成果目標と24～26年度の達成状況・実績

代替指標

目標最終年度

- -

成果実績 - - - -

- -

単位 24年度 25年度 26年度

所管法令の件数
-

目標最終年度

-

目標値 - - - - -

目標値

単位 24年度 25年度 26年度

-

実績 件

-

達成度 - -

-

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

代替目標

0

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　近年の犯罪情勢に適切に対処するため，刑法等における処罰規定の構成要件や刑の見直し，新たな処罰規定の要否，その内容についての検証を行
い，所要の法整備を行う。
　また，捜査手法や公判手続及び犯罪収益規制の在り方について検討を行い，所要の法整備を行う。

0 -

55

％ -

0

当初見込み

件

達成度 ％ - -

定量的な目標が設定できない理由

-- -

1

チェック
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事業所管部局による点検・改善

　事務処理に必要な複写機保守料等役務やトナーの調達
については，法務本省の調達部署において，他部局のも
のと一括して一般競争契約を行っている。

国
費
投
入
の
必
要
性

平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

32

3

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度 29

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

　同上

　使途を事業実施のために必要なものに限定している上，
コスト削減に努めており，妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

　旅費については，ICカードを積極的に活用するなど，旅費マニュアルを適切に運用することにより，執行額の削減が図られている。また，調達
している物品等についても，積極的に競争入札を実施するなどして，執行額の削減が図られている。

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成26年度

点検結果

3

平成24年度

　当局は刑事法を担当しているところ，民事法を担当する
民事局と適切に役割分担がなされている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

　使途を事業実施のために必要なものに限定している上，
低コストで実施できている。

　整備された機器等は十分活用されている。

　コスト削減について，検討を重ねている。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

　刑法等における処罰規定の構成要件や刑の見直し，新
たな処罰規定の要否，その内容についての検証を行い，
所要の法整備を行うものであり，国が実施すべき事業であ
る。

　同上

○

○

‐

31

　費目・使途は事業目的に対し，必要なものに限定されて
いる。

法務省民事局

事業名

1

所管府省・部局名 事業番号

○

○

　平成２６年度行政事業レビューシート事業番号0016「検察の再生に向けた取組みの実施」から組み替えたため，平成２６年度から予算額及び執行額が増加して
いる。

‐

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

　本年度についても，旅費マニュアルに沿った適切な執行や，市場動向・過去の調達実績や類似調達事案等を踏まえた物品調達を励行し，更
なる経費の節減に努めることとする。
　さらに，調査研究の内容を精査し，優先順位の高い研究内容及び渡航先を絞ることによって，更なる経費の節減に努めるとともに，平成２８
年度予算に反映させることとする。

　不要の理由は，旅費等の執行計画の変更にあるもので
ある。

関
連
事
業

評価に関する説明

民事基本法制の整備

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか

20



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

【諸謝金の支給】

法務省
４６百万円

  ・事務処理に必要な消耗品等の購
入及び役務の契約

  ・事務補佐員の賃金の支払

  ・職員旅費

  ・検討会等の協力者に対する謝金

【一般競争入札・随意契約】 【賃金等の支給】 【旅費の支給】

Ａ.第一法規株式会社ほか

２４百万円

Ｂ.職員

６百万円

Ｃ.個人

１４百万円

Ｄ.税務署ほか

２百万円

・事務処理に必要な消耗品等
の購入及び役務の契約

・事務補佐員の賃金の支
払

・職員旅費 ・検討会等の協力者に対
する謝金及び謝金に対す
る源泉徴収

21



計 0.2 計 0

謝金 謝金に対する源泉徴収 0.2

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

D.税務署 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2 計 0

C.職員 G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

旅費 旅費 2

計 3 計 0

賃金 賃金支払等 3

計 3 計 0

B.職員 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

役務 役務（法情報検索データベース利用）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.第一法規株式会社 E.
金　額

(百万円）
費　目 使　途費　目 使　途

3

チェック
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支出先上位１０者リスト
A.一般競争入札，随意契約

B.賃金等

C.旅費の支給

D.諸謝金の支給

10 個人I 会議出席者謝金 0.1 - -

8 個人G 会議出席者謝金 0.1 - -

9 個人H 会議出席者謝金 0.1 - -

6 個人E 会議出席者謝金 0.1 - -

7 個人F 会議出席者謝金 0.1 - -

4 個人C 会議出席者謝金 0.1 - -

5 個人D 会議出席者謝金 0.1 - -

2 個人A 会議出席者謝金 0.2 - -

3 個人B 会議出席者謝金 0.2 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 税務署 謝金に対する源泉徴収 0.2 - -

9 職員Ｈ 職員旅費 0.5 - -

10 職員Ｉ 職員旅費 0.5 - -

7 職員Ｆ 職員旅費 0.6 - -

8 職員Ｇ 職員旅費 0.6 - -

5 職員Ｄ 職員旅費 0.9 - -

6 職員Ｅ 職員旅費 0.6 - -

3 職員Ｃ 職員旅費 1 - -

4 名鉄観光サービス株式会社 職員旅費 1 - -

1 職員Ａ 職員旅費 2 - -

2 職員Ｂ 職員旅費 1 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 職員Ａ 賃金 3 - -

2 職員Ｂ 賃金 3 - -

コニカミノルタビジネスソリュー
ションズ株式会社

役務（複写機保守料） 0.7 1 100％

8

9

10 株式会社サンポー 物品購入（書庫） 0.5 随意契約 -

レクシスネクシス・ジャパン株
式会社

役務（外国法律文献等検索用データベース利用） 2 随意契約 -

5 富士ゼロックス株式会社 役務（複写機保守料） 2 4 71.5％

印刷製本（法案） 3

株式会社エレクトロニック・ライ
ブラリー

役務（地上デジタルテレビ放送のクリッピング業務） 0.8 随意契約 -

2 独立行政法人国立印刷局 印刷製本（法案） 3 随意契約 -

随意契約 -

株式会社第一文真堂 物品購入（コピー用紙） 1 2 99.2％

ＪＡＰＡＮＥＥＤＳ　ＬＩＭＩＴＥＤ 役務（通訳料） 1 随意契約 -

6

7

4

3 株式会社和幸印刷

1 第一法規株式会社 役務（法情報検索データベース利用料） 3 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック

23



24



 
 

  

  

25



26



（ ）

単位

4

実績 校

％

100％

目標最終年度
24年度 25年度 26年度

27年度活動見込

- 20,816

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

- 年度

当初見込み

回

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

達成度 ％ - 100％

定量的な成果目標 成果指標 単位

-

回

代替目標 代替指標

定量的な目標が設定できない理由

法教育教材の配布数 校

成果実績

0

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

法曹関係者，学者，教育関係者等の有識者で構成する法教育推進協議会及び法教育広報部会（以下「協議会等」という。）を実施し，協議会等において報
告された法教育に関する最新の情報，協議の状況等を情報提供すること及び法教育の意義についての理解を広め，法教育の実践が拡大するよう，広報
活動，法教育に関する支援活動・助言等を行うことにより，法教育の更なる普及・充実を図る。

目標最終年度

0 0

14

0

-

達成度

24年度 25年度

- -

目標値

4

目標値

単位

-

24年度 25年度 26年度

26年度

10,493

4

国民一人ひとりが，法や司法の役割を十分に認識し，法やルールにのっ
とった紛争の適正な解決を図る力を身に付けるとともに，裁判員制度を始

めとする司法の国民的基盤確立を図るため，法教育を推進する。

定性的な成果目標と24～26年度の達成状況・実績

--

-

4

-

主な増減理由

協議会等の開催回数

27年度当初予算 28年度要求

16

その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国民一人ひとりが，法や司法の役割を十分に認識し，法やルールにのっとった紛争の適正な解決を図る力を身に付けるとともに，裁判員制度を始めとする
司法の国民的基盤確立を図るため，法教育を推進する。

前年度から繰越し 0 0

事業番号

法教育の推進 担当部局庁 大臣官房司法法制部 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 司法法制課
司法法制課長
西山卓爾

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
司法制度改革の成果の定着に向けた取組（法教育の推進）
Ⅰ－2－(4)（0008）

主要経費

27年度

0

0

0 0 0 0

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

司法制度改革推進計画（平成14年3月19日閣議決定）

実施方法

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

0

0

5

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算

12

計 14.4 0

庁費

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内

訳

（
単
位
：
百
万
円

）

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

諸謝金 1

6 5 7

終了予定なし

- 20,816 10,493

0.8

委員等旅費

活動実績

活動指標

-

協議会等において，法教育の発展に向けた協議や情報交換を行
うとともに，法教育に関する広報活動，協力，支援等を行うことによ
り，法教育の更なる発展を図ることを目的としている事業であるた

め，数値で定量的な成果を示すことが困難である。

翌年度へ繰越し 0

計

費　目

14

主要政策・施策

平成２７年度行政事業レビューシート 法務省

執行額

6 16 14 14 0

12 9

執行率（％） 83% 75% 64%

小学校等の学習指導要領
に記載されている，法に関
する教育を実施するための
参考となる資料を配布する

不明
事業終了

（予定）年度

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

協議会等の開催に係る執行経費／協議会等の開催回
数

単位当たり
コスト 千円 272 198 219 -

計算式 　千円/回 1,632/6 992/5 1,538/7 -

0.6

職員旅費

　 0008

年度-

6

-

- - - -

チェック
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国民一人ひとりが法や司法の役割を十分に認識し，裁判
員制度を始めとする司法の国民的基盤確立を図ることを目
的としている事業であるところ，これまでも法教育授業を実
施するなどして法教育の推進に向けた成果を挙げてきてい
るものの，未だ学校現場等では必ずしも十分に浸透してい
るとは言い難い現状もうかがえることから，これまで以上に
法教育の更なる普及・充実に向けた取組が必要である。

広く国民一般を対象としている事業の目的に照らし，国が
積極的に助言・支援等を行う必要性がある事業である。

司法制度改革の成果の定着に向けた取組みとして，法教
育の推進は必要かつ適正な事業であり，政策体系の中で
優先度の高い事業である。

支出先の選定に当たっては一般競争入札を行うなど，競
争性を確保し適切に選定している。

単位当たりのコストについては，費用対効果を最大限に挙
げるべく，効果的な協議会等の開催に努めてきた結果であ
り，妥当なものである。

費目・使途については，いずれも事業目的に真に必要なも
のに限定されている。

適切な予算執行を図るため，一般競争入札等を実施した
結果に基づくものであり妥当である。

協議会等の開催に当たっては，協議事項等について，重
要性及び必要性等を十分に検討した上で開催するように
努めるなど，協議会等の効率化に向けた工夫を行ってい
る。

協議会等において，法教育授業のノウハウや問題点，法
曹関係者・教育関係者との連携の重要性等について，協
議や情報交換等を行っており，法教育の推進に資する有
用な情報を共有し，活用できる最も効果的な手段・方法と
考えられる。

協議会等の開催については，協議事項の突発的発生や開
催の必要性等により，見込みと実績に差が生じることはや
むを得ないものであるが，おおむね見込みに見合ったもの
と判断できる。

関
連
事
業

評価に関する説明

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ‐

事業名所管府省・部局名 事業番号

‐

外部有識者の所見

改善の
方向性

法教育の推進に資するため，引き続き，重要性及び必要性等を十分に検討した上で協議事項等を決定し，効果的な協議会等の開催を実現す
るように努めるとともに，予算執行においては，より一層効率的な執行に努めてまいりたい。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

○

○

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

‐

本件事業は，必要性，効率性，有効性のいずれも満たしている。
協議会等の開催に当たっては，協議事項等について，重要性及び必要性等を十分に検討した上で開催するように努めており，効果的かつ充
実した協議会等が開催されている。

点
検
・
改
善
結

果

行政事業レビュー推進チームの所見

点検結果

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

28



0008

平成24年度 0008平成22年度

平成25年度

0008

0009

平成23年度 0008

関連する過去のレビューシートの事業番号

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成26年度
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※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

法務省

９百万円

〔法教育推進経費〕

Ａ 法教育推進協議会委員等ほか

２百万円

【諸謝金・旅費の支給】

【旅費の支給】

Ｂ 職員

０百万円

【一般競争入札・随意契約】

Ｃ 株式会社坂東印刷ほか

８百万円

法教育推進協議会委員等の会議
出席に対する諸謝金・旅費等

法教育実践状況に関する調査研究
委託費，法教育教材印刷製本費

法教育推進に関わる打合せ等へ出
席するための旅費

30



費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.法教育推進協議会委員等 E.
金　額

(百万円）
費　目 使　途費　目 使　途

金　額
(百万円）

B.職員 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C.株式会社坂東印刷 G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

印刷製本費 法教育教材印刷製本費 5

計 0 計 0

計 5 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

チェック
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支出先上位１０者リスト
A.

B

C

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

3 個人Ｃ

1 個人Ａ 法教育推進協議会等の会議出席に対する諸謝金・旅費等 0.3 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 個人Ｂ 法教育推進協議会等の会議出席に対する諸謝金・旅費等 0.2 - -

- -

個人Ｆ 法教育推進協議会等の会議出席に対する諸謝金・旅費等 0.1 - -

麹町税務署 謝金の源泉徴収 0.1 -

個人Ｄ 法教育推進協議会等の会議出席に対する諸謝金・旅費等 0.1 - -

5 個人Ｅ 法教育推進協議会等の会議出席に対する諸謝金・旅費等 0.1 - -

法教育推進協議会等の会議出席に対する諸謝金・旅費等 0.2

個人Ｇ 法教育推進協議会等の会議出席に対する諸謝金・旅費等 0.1 - -

-

6

7

4

個人Ｈ 法教育推進協議会等の会議出席に対する諸謝金・旅費等 0 - -

8

9

10 個人Ｉ 法教育推進協議会等の会議出席に対する諸謝金・旅費等 0 - -

2 職員Ｂ 旅費 0 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 職員Ａ 旅費 0 - -

4 職員Ｄ 旅費 0 - -

3 職員Ｃ 旅費 0 - -

1 株式会社坂東印刷 法教育教材印刷製本等委託費 5 5 70.6％

2
株式会社エデュケーショナル
ネットワーク

法教育の実践状況に関する調査研究委託費 2 5 68.8％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5 アテネ株式会社 法教育マスコットキャラクター表彰状作成 0 随意契約 -

6 株式会社オオニシ 法教育マスコットキャラクター法務大臣表彰式写真 0 随意契約 -

3 敷島印刷株式会社 法教育マスコットキャラクター投票用ポスター等印刷ほか 0.3 随意契約 -

4 株式会社会議録研究所 会議用速記録作成 0 随意契約 -

7 株式会社福本園 会議用飲料水 0 随意契約 -

チェック
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（ ）

31

132

120 120 120 120

　 0009

年度-

0

職員旅費

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

年度執行額／調査研究（犯罪白書・研究部報告）に係
る個別研究の実施数

単位当たり
コスト 円 48,986 100,977 93,023 91,787

計算式 円/本 29,000,000/592 31,000,000/307 32,000,000/344 38,000,000/414

平成２７年度行政事業レビューシート 法務省

執行額

31 33 34 38 0

31 32

執行率（％） 94% 94% 94%

昭和３４年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

4

委員等旅費

活動実績

活動指標

本

翌年度へ繰越し -

計

費　目

34

科学技術・イノベーション、子ども・若者育成支援、障害
者施策、犯罪被害者等施策

主要政策・施策

426 414

32

計 38 0

試験研究費

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

調査研究（犯罪白書・研究部報告）に係る個別研究の実
施数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

諸謝金 2

592 307 344

- - - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

法務省設置法第４条第６号
法務省組織令第６１条，第６２条第１項第１号

関係する計画、
通知等

犯罪に強い社会の実現のための行動計画２００８
犯罪被害者基本計画（平成１７年１２月）

実施方法

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

-

-

29

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 33

その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

検察，裁判，矯正及び更生保護の各分野における諸政策の今日的課題に関して，各分野を横断する幅広い実証的調査・研究を実施し，刑事
政策の立案・実施等に資する基礎資料を提供する。

前年度から繰越し - -

事業番号

法務に関する調査研究 担当部局庁 法務総合研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 総務企画部総務課
総務企画部副部長
茂木　善樹

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
法務に関する調査研究
Ⅰ-3-(1)法務に関する調査研究

主要経費

27年度

-

-

調査研究の成果（犯罪白
書・研究部報告）が記事に
おいて利用（引用）された本
数

375

123

27年度活動見込

110％94.2％

本

成果実績

目標値

448

単位

102.5％

24年度 25年度 26年度

26年度成果指標 単位

本

-

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

経常研究として，犯罪の動向・犯罪者の処遇に関する調査・研究を行い，その成果を「犯罪白書」として発表する。特別研究として，法務本省の
各局が抱える刑事政策の課題に関する調査・研究を行い，その成果を「研究部報告」等として取りまとめる。

目標最終年度

- -

38

-

24年度 25年度

113毎年度，調査研究の成果
（犯罪白書・研究部報告）が
記事において利用（引用）さ
れた本数が１２０本以上とな
るようにする 達成度 ％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

当初見込み

本

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

チェック
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事業所管部局による点検・改善

予算の執行に当たっては，一般競争入札又は複数者から
見積を取得しての随意契約を実施して，競争性の確保に
努めている等，支出先の選定は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

外部有識者の所見

改善の
方向性

今後も時宜にかなった課題を選定するよう努め，調査・研究の内容，手法等を精査することとしたい。

0074平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

0071

0010

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度 0067

受益者との負担関係は妥当であるか。

‐
関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業は，国民の安全を守るため，有効な刑事政策を立
案，検討するための基礎資料の提供を目的とするもので
あって，政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業で
あり，また，優先度は高い。

上記のとおり競争性を確保するなどし，コスト等の水準の
適正を図っている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

本事業は，法務省関係部局において，諸施策を有効適切に実施するための基礎資料を提供することを目的とするものであり，優先度が高く，
研究課題の選定においても事業目的に必要なものに限定され，成果物も十分に活用されている。

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成26年度

点検結果

0009

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

活動実績は前年度に比して向上しており，見込みに見合っ
たものとなっている。

成果物については継続的に活用されている。

調達の内容や実施時期等により一括発注できる案件につ
いては可能な限り実施するなど，コスト削減や効率化を
図っている。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

本事業は，国民の安全を守るため，有効な刑事政策を立
案，検討するための基礎資料の提供を目的とするもので
あって，その目的は，国民や社会のニーズを的確に反映し
たものである。

本事業の性質上，その実証的な研究は，法務省以外の研
究機関での実施が著しく困難であるため，法務省で行う必
要性が高い事業である。

○

○

‐

‐

関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○
成果実績は前年度に比して向上しており，成果目標に見
合ったものとなっている。

予算の執行に当たっては，支出の妥当性，相当性を勘案
し，事業目的に必要なものに限定している。

事業名所管府省・部局名 事業番号

○
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※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

【一般競争・随意契約】 【諸謝金】 【委員等旅費】 【職員旅費】

法務総合研究所

32百万円

Ｄ　職員Aほか
3百万円

○研究評価検討
委員会に係る交
通費

○公務出張に係
る交通費等

Ａ　（社）新情報
センターほか

27百万円

Ｂ　麹町税務署
ほか

2百万円

Ｃ　研究評価検
討委員
0百万円

○再犯防止に関
する調査研究に
係る補助業務等

○犯罪白書研究会
に係る謝金等
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計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

D.職員A H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C.研究評価検討委員Ａ G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 8.7 計 0

B.麹町税務署 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費 調査票入力・集計・データ作成業務等 0.7

金　額
(百万円）

雑役務費
再犯防止に関する調査研究に係る補助業
務

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.一般社団法人新情報センター E.

金　額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

8

チェック
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支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

10 職員Ｉ 公務出張に係る交通費等 0.1 - -

8 職員Ｇ 公務出張に係る交通費等 0.1 - -

9 職員Ｈ 公務出張に係る交通費等 0.1 - -

6 職員Ｅ 公務出張に係る交通費等 0.2 - -

7 職員Ｆ 公務出張に係る交通費等 0.2 - -

4 職員Ｃ 公務出張に係る交通費等 0.5 - -

5 職員Ｄ 公務出張に係る交通費等 0.4 - -

2 名鉄観光サービス株式会社 旅費業務アウトソーシングによる代理受領 0.6 - -

3 職員Ｂ 公務出張に係る交通費等 0.5 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 職員A 公務出張に係る交通費等 0.7 - -

5 研究評価検討委員Ｅ 研究評価検討委員会出席に係る交通費 0 - -

3 研究評価検討委員Ｃ 研究評価検討委員会出席に係る交通費 0 - -

4 研究評価検討委員Ｄ 研究評価検討委員会出席に係る交通費 0 - -

1 研究評価検討委員Ａ 研究評価検討委員会出席に係る交通費 0 - -

2 研究評価検討委員Ｂ 研究評価検討委員会出席に係る交通費 0 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 個人H 研究会出席 0.1 - -

8 個人F 研究会出席 0.1 - -

9 個人G 研究会出席 0.1 - -

6
株式会社サイマル・インターナ
ショナル

通訳 0.1 - -

7 個人E 研究会出席 0.1 - -

4 個人Ｃ 研究会出席 0.1 - -

5 個人Ｄ 研究会出席 0.1 - -

3 個人Ｂ 研究会出席 0.1 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 麹町税務署 諸謝金に対する源泉徴収 0.2 - -

2 個人Ａ 研究会出席 0.1 - -

株式会社モリイチ
（少額随契）

ＳＰＳＳライセンス購入費等 0.6 随意契約 -

新日鉄住金ソリューションズ株
式会社（性質随契）

犯罪白書ＨＴＭＬコンテンツアップロード作業等 1 随意契約 -

8

9

10

11

株式会社日本翻訳センター
（少額随契）

外国語文献翻訳作業 0.7 随意契約 -

株式会社キタジマ
（一般競争入札）

２０１３年版犯罪白書英文資料及び研究部報告印刷業務 3 5 81.7％

5
日本アイ・ビー・エム株式会社
（性質随契）

ＳＰＳＳ（統計ソフト）研修 3 随意契約 -

平成２６年度版犯罪白書印刷業務 4

朝日梱包株式会社
（一般競争入札）

印刷物梱包発送業務 1 2 91.1％

2
一般社団法人新情報センター
（少額随契）

調査票入力・集計・データ作成業務等 0.7 随意契約 -

2 98.9％

株式会社極東書店
（性質随契）

外国法律文献等検索システム利用料 1 随意契約 -

丸善株式会社
（性質随契）

外国雑誌等購入費 1 随意契約 -

6

7

4

3
日経印刷株式会社
（一般競争入札）

1
一般社団法人新情報センター
（一般競争入札）

再犯防止に関する調査研究に係る補助業務 8 1 99.9％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック
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研究の流れ

　　○研究部資料
　　○ホームページ

○　沿革

　　 昭和３４年４月　法務総合研究所に研究部門（研究１，２部）設置

　　 平成１０年４月　研究部門が法務省浦安総合センターに移転

　　  同  １３年４月　研究１部と２部を統合し，研究部に改組

○　所掌事務

                          

　研究部は，犯罪の防止・抑制に有用な施策の立案や法務省の業務に資するよう，犯罪動向や

犯罪者の処遇等について，各種統計資料の分析，実態調査，海外情報の収集等の幅広い調査・

研究を行い，その成果を取りまとめて公表しています。

治安回復のための施策や実務に役立つ研究

 (2)  犯罪の予防，刑罰の効果並びに矯正保護の技術及び効果に関する実証的研究を行う
　　こと。

※研究評価検討委員会は，法務総合研究所で実施する研究を適正に評価するために設置された学識経
　験者等で組織された委員会です。

○犯罪白書（和文・英文）
○研究部報告

 (1)　刑事政策に関し，総合的な調査及び研究の企画及び立案，関係諸科学の基本的研究
    及び研究の成果に基づく総合的対策に関する調査及び研究を行うこと。

○各種統計資料分析

○実態調査

○文献研究

○海外情報の収集等

テーマの選定

研究成果

成果の公表

※研 究 評 価
検討委員会

研究部
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（ ）

152

6.2

6 6 6 10

　 0018

年度27

8

諸謝金・褒賞品費

民間資金等活用事業調査
費

64

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

実績額／矯正施設の視察委員会年間延べ開催回数
（委員は4名から10名で構成）　（円／回）

単位当たり
コスト 円 60,027 60,690 66,416 79,200

計算式 千円/回 28,753/479 28,949/477 31,747/478 67,954/858

- - -

27年度活動見込

　矯正施設の医師を目指す医学生に対する支援を行う。
（医学生に対する学費の補助件数）

活動実績 件 1 3 3

当初見込み - - - - -

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

　ＰＦＩ事業等について，諸問題を解決しつつ運営の適正
化を図る。

活動実績 - - - -

当初見込み - -

平成２７年度行政事業レビューシート 法務省

執行額

148 104 108 161 0

89 70

執行率（％） 80% 86% 65%

不明
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

3

職員旅費・委員等旅費

活動実績

活動指標

回

翌年度へ繰越し 0

計

費　目

108

主要政策・施策

77 176

11

計 161 0

庁費

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）貸費生貸与金

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

　矯正の企画調整機能として，刑事施設及び少年施設
の視察委員会を実施する。
（実施延べ施設数）

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

委員手当 68

77 77 77

0 0 0

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律等

関係する計画、
通知等

-

実施方法

▲ 4

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

0

0

119

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 104

その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　矯正施設に対する本省の企画調整機能として，①各刑事施設，少年院及び少年鑑別所の視察委員会の円滑な運営を図る，②矯正施設の
医師を目指す医学生に対する支援を行う，③ＰＦＩ事業等の官民協働運営事業の安定的な運用を図ることを目的としている。

前年度から繰越し 0 0

事業番号

矯正の企画調整の実施 担当部局庁 矯正局 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 総務課 総務課長　大橋　哲

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
矯正処遇の適正な実施
Ⅱ-5-(1)矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制の整備

主要経費

27年度

0

視察委員会の実施回数

7

77

6.2

27年度活動見込

103.3％103.3％

施設

成果実績

目標値

77

単位

103.3％

24年度 25年度 26年度

26年度成果指標 単位

回

0

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　①刑務所，少年刑務所，拘置所の各刑事施設には，刑事施設の運営の透明性を確保し，国民に理解され，支えられる刑事施設を維持する
ことを目的として，地域住民や外部有識者等を構成員とする，刑事施設視察委員会が設置されている。また，各少年院及び少年鑑別所におい
ても，新法の施行により，本年度から刑事施設と同様に視察委員会が設置される予定である。
　②矯正施設の医師を確保することを目的として，「矯正医官修学資金貸与法」に基づき，大学卒業後に矯正施設の医療に従事する意思のあ
る医学生に対する学費の補助を行っている。
　③刑事施設で実施しているＰＦI事業等について，事業運営を行うことによって生じる事業者とのリスク分担などに関する諸問題を解決し，運
営の適正化を図っている。

目標最終年度

0

161

0

24年度 25年度

6.2　刑事施設の運営の透明性
を確保し，国民に理解され，
支えられる矯正施設を維持
するため，刑事施設1施設
当たり年間6回，少年施設
においては年間4回適正に
開催する。

達成度 ％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

当初見込み

施設

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

チェック
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事業所管部局による点検・改善

　同上

国
費
投
入
の
必

要
性

外部有識者の所見

改善の
方向性

　矯正施設の医師不足は深刻であることから，引き続き，矯正医官の確保に向けての検討を図る。
　ＰＦＩ事業は，引き続き，高度で専門的な知識を有する企業等から金融・企業経営等の専門的知識の支援を受け，内容の充実を図る。

　委員のうち地方公共団体職員等が委員等手当の受取を
辞退する場合等の不支給が要因である。

0046平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

0047

0023

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度 0043

受益者との負担関係は妥当であるか。

‐
関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

　同上

　同上

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

　刑事施設視察委員会は，各刑事施設の収容規模等によって10名以内の委員で構成され，刑事施設の運営の透明性を確保等するため，刑
事施設の視察，委員会の開催，被収容者との面接等がなされており，委員会からの意見を受け，改善が必要な場合は各刑事施設の長が適切
な措置を講じており，平成26年度は，576件の意見に基づき，393件（速報値）の改善措置を講じるとともに，その他の意見についても対応を検
討している。
　なお，各少年院及び少年鑑別所においても，新法の施行により，本年度から刑事施設と同様に7名以内の委員で構成される視察委員会を設
置予定である。
　矯正施設の医師不足は深刻である中，平成25年度は新たに修学生となった者が1名おり，引き続き，矯正医官の確保に向けて検討する余地
がある。
　ＰＦＩ事業は，今後も安定した事業運営をする必要があることから，高度で専門的な知識を有する企業等から金融・企業経営等の専門的知識
の支援を受けているものである。

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成26年度

点検結果

0019

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

　同上

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

　矯正施設の適正な運用等に資するための事業である。

　同上

○

○

‐

‐

関
連
事
業

評価に関する説明

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○
　刑事施設の適正な運営のために開催される刑事施設視
察委員会を年6回計画し，達成している。

　同上

事業名所管府省・部局名 事業番号

‐
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※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

【委員手当の支給】

法務省（矯正局）

70百万円

刑事施設視察委員会の運営，矯正施設におけ
る医師の確保，ＰＦＩ事業推進，のための各
種調査，国際会議開催の実施等

Ａ．矯正施設

（77庁）

36百万円

【本省からの予算配分】

刑事施設視察委員
会の運営及び日韓
武道大会運営に係
る業務委託

Ｇ．個人

33百万円

刑事施設視察委員会
の委員への手当・旅
費

Ｂ．個人

2百万円

【修学医官貸与金】

矯正施設の医師を確
保するための「矯正
医官修学資金貸与
法」に基づく，医科
大学生への学費の貸

与

Ｃ．個人

0百万円

【旅費の支給】

日韓武道大会

内国旅行等

【一般競争契約】

Ｆ．みずほ
総合研究所
株式会社

30百万円

民間資金等活
用事業運営に
関する調査費
用等

Ｈ．株式会社
日本旅行

3百万円

【一般競争契約】

日韓武道大会運営に
係る業務委託

Ｄ．個人

1百万円

【謝金の支給】

民間競争入札
事業者選定委
員会等

Ｅ．三賞
株式会社

1百万円

【随意契約】

法務大臣表彰
等に係る褒賞
品費
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計 0 計 3

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

D.個人 H.株式会社日本旅行

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

その他 日韓武道大会運営に係る業務委託 3

計 0 計 0

C.個人 G. 個人

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 30

外部委託
民間資金等活用事業運営に関する調査費
等

30

計 36 計 0

B.個人 F.みずほ総合研究所株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

- 各会計機関への予算配布

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A. E.三賞株式会社
金　額

(百万円）
費　目 使　途費　目 使　途

36

チェック
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支出先上位１０者リスト

B

C

D

E

F

G

H

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 株式会社日本旅行 日韓武道大会運営に係る業務委託 3 3 99.6％

9 個人Ｉ 刑事施設視察委員会への手当等の支給 0.1 - -

10 個人Ｊ 刑事施設視察委員会への手当等の支給 0.1 - -

7 個人Ｇ 刑事施設視察委員会への手当等の支給 0.1 - -

8 個人Ｈ 刑事施設視察委員会への手当等の支給 0.1 - -

5 個人Ｅ 刑事施設視察委員会への手当等の支給 0.1 - -

6 個人Ｆ 刑事施設視察委員会への手当等の支給 0.1 - -

3 個人Ｃ 刑事施設視察委員会への手当等の支給 0.1 - -

4 個人Ｄ 刑事施設視察委員会への手当等の支給 0.1 - -

1 個人Ａ 刑事施設視察委員会への手当等の支給 0.1 - -

2 個人Ｂ 刑事施設視察委員会への手当等の支給 0.1 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 みずほ総合研究所株式会社 ＰＦＩ方式による刑事施設の運営事業等に関するモニタリング業務 30 2 56.4％

3 株式会社船倉 矯正局長表彰等に係る褒賞品の支給 0.1 随意契約 -

1 三賞株式会社 法務大臣表彰等に係る褒賞品の支給 0.4 随意契約 -

2 公益財団法人矯正協会 矯正局長表彰等に係る褒賞品の支給 0.3 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 個人Ｊ 専門家会議謝金 0.1 - -

8 個人Ｈ 専門家会議謝金 0.1 - -

9 個人Ｉ 専門家会議謝金 0.1 - -

6 個人Ｆ 専門家会議謝金 0.1 - -

7 個人Ｇ 専門家会議謝金 0.1 - -

4 個人Ｄ 民間競争入札等事業者選定等謝金 0.1 - -

5 個人Ｅ 専門家会議謝金 0.1 - -

2 個人Ｂ 民間競争入札等事業者選定等謝金 0.1 - -

3 個人Ｃ 民間競争入札等事業者選定等謝金 0.1 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人Ａ 民間競争入札等事業者選定等謝金 0.1 - -

7 個人Ｇ 日韓矯正職員親善武道大会等内国旅費 0.1

5 個人Ｅ 日韓矯正職員親善武道大会等内国旅費 0.1

6 個人Ｆ 日韓矯正職員親善武道大会等内国旅費 0.1

3 個人Ｃ 日韓矯正職員親善武道大会等内国旅費 0.1 - -

4 個人Ｄ 日韓矯正職員親善武道大会等内国旅費 0.1

1 個人Ａ 日韓矯正職員親善武道大会等内国旅費 0.1 - -

2 個人Ｂ 日韓矯正職員親善武道大会等内国旅費 0.1 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 個人Ｃ 医科大生への学費貸与 0.6 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人Ａ 医科大生への学費貸与 0.6 - -

2 個人Ｂ 医科大生への学費貸与 0.6 - -

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック
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民間のシンクタンクとアドバイザリー契約を締結

将来，矯正施設の医師として勤務し，矯
正医療に従事しようとする医学生に対し
て修学金を貸与し，矯正施設の職員の充
実に資することを目的とした制度

財務モニタリング

目 的

刑事施設の運営の透明性を確保し，国民に理解され，支えられる刑事施設を維持することを目的
として，刑務所，少年刑務所及び拘置所の各刑事施設に設置
 刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律第７条

本年６月１日からの新法の施行で設置を明記・・・施設の規模等に応じて７名以内で組織

少年院・少年鑑別所においても設置

大学卒業後，一
定期間勤務を継
続した場合返還
債務の免除

矯正施設においては視察委員会から提出された意見に対し改善措置の検討

視察委員会の設置

● 視察委員会の業務

アドバイザーの活用

加古川刑務所静岡刑務所 笠松刑務所島根あさひセンター美祢センター

喜連川センター 播磨センター

黒羽刑務所 大阪拘置所

岩国刑務所 高知刑務所 府中刑務所 立川拘置所

国際法務
総合センター

運営事業モニタリング 新たな事業モデルの検討 その他専門的業務

矯正医官修学金貸与制度

医学生

申 請

修学金貸与
法務省

矯正医官
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（ ）

4,554

-

- - - -

　 0022

年度

2,074

作業業務旅費

賠償償還及払戻金 1

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

実績額／施設数
（百万円／施設数）

単位当たり
コスト 百万円 57 61 56 -

計算式 百万円／施設 4,355/77 4,681/77 4,304/77 -

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

平成２７年度行政事業レビューシート 法務省

執行額

4,471 4,780 4,398 4,219 0

4,681 4,304

執行率（％） 97% 98% 98%

　刑法で義務付けられてい
る所定の作業の実施，矯正
処遇として就労に有利な作
業に従事させ，技術を習得
させる。

不明
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

- - -

116

作業諸費

活動実績

活動指標

-

　刑務作業については，刑法で義務付けられたものであり，受刑
者の勤労意欲の向上等を目標に実施している事業であることか

ら，定量的な成果目標を示すことができない。

翌年度へ繰越し 0

計

費　目

4,326

主要政策・施策

実績 -

77 77

98

計 4,219 0

作業場等借料・原材料費

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

被収容者作業死傷手当

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

　刑法で義務付けられている所定の作業の実施，矯正
処遇として就労に有利な作業に従事させ，技術を習得さ
せている。

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

被収容者作業報奨金・諸謝
金 1,919

77 77 77

0 0 0

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律等

関係する計画、
通知等

犯罪に強い社会の実現のための行動計画2008
「世界一安全な日本」創造戦略
再犯防止に向けた総合対策

実施方法

▲ 83

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

0

0

4,355

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 4,459

その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　懲役刑は，刑法において，「刑事施設に拘置して所定の作業を行わせる。」と定められており，刑務所，少年刑務所などの刑事施設において，懲役受刑
者を釈放後の就労に有利な刑務作業に従事させ，技術を習得させることを目的としている。

前年度から繰越し 0 0

事業番号

社会復帰に必要な刑務所作業の実施 担当部局庁 矯正局 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 総務課 総務課長　大橋　哲

事業名

会計区分 一般会計、東日本大震災復興特別会計 政策・施策名
矯正処遇の適正な実施
Ⅱ-5-(1)矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制の整備
Ⅱ-5-(2)矯正施設における収容環境の維持及び適正な処遇の実施

主要経費

27年度

321

-

11

77

-

-

-

27年度活動見込

刑法で義務付けられている所定の作業の実施，矯正処遇として就労に有
利な作業に従事させ，技術を習得させる。

定性的な成果目標と24～26年度の達成状況・実績

- -

年度

--

施設

代替目標 代替指標 単位 24年度 25年度 26年度

- -

成果実績

目標値

77

目標値

単位

-

24年度 25年度 26年度

26年度成果指標 単位

-

目標最終年度

0

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　刑務所，少年刑務所等の刑事施設に収容された懲役受刑者は，刑法が定める「所定の作業」を行う義務を負っており，刑務作業は，規則正しい勤労生
活の維持，規律ある生活態度のかん養，勤労意欲の向上，職業的な知識や技能の習得など，矯正処遇の根幹となる事業である上，民間企業からの受注
によって得た作業収入は，国家財政に少なからず寄与している。

目標最終年度

72

4,219

0

24年度 25年度

-

-

達成度 ％

-

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

当初見込み

施設

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

達成度 ％ - -

定量的な目標が設定できない理由

定量的な成果目標

チェック
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事業所管部局による点検・改善

　懲役刑を執行する上で必要不可欠である主要機械等の
購入や，受刑者の出所後当面の生活費となる作業報奨金
等の経費として支出されている。

国
費
投
入
の
必
要
性

外部有識者の所見

改善の
方向性

　各施設の実情を踏まえた刑務作業量を確保し，引き続き，競争入札の実施による効率的な予算執行に努めるとともに，就業見込み人員につ
いて精査を行うなどして経費の削減を図る。

0042-1，2平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

0043

0029

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度 復興-0006　0039

受益者との負担関係は妥当であるか。

‐
関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

　刑務作業の実施は刑法に規定する懲役刑そのものであ
る。また，刑務作業によって得られた作業収入は，国家財
政に少なからず寄与している。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

　刑務作業は，各施設の実情を踏まえて作業量を確保しており，厳しい予算事情の中，競争入札の実施による効率的な予算執行に努めてい
るほか，作業指導者に対する謝金の執行，作業運営等に係る会議の開催，刑務作業を民間に広く周知するための活動など，各施設の実情に
合わせた効率的な予算執行を行っている。

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成26年度

点検結果

0023

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

　同上

　同上

‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

　刑務作業の実施は刑法に規定する懲役刑であるところ，
受刑者の勤労意欲を向上させ，出所後の社会復帰を目的
に実施している事業であることから，国民や社会のニーズ
を的確に反映している。

　同上

○

○

‐

‐

関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○
　刑事施設で懲役刑を受刑させ，出所後の社会生活に向
けた勤労意欲の向上，職業的な知識や技能の習得などの
取組を実施している。

　懲役刑を執行する上で必要不可欠である主要機械等の
購入や，受刑者の出所後当面の生活費となる作業報奨金
等の経費として支出されている。

事業名所管府省・部局名 事業番号

○
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※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

法務省

4,304百万円

懲役刑の本質的要素としての「所定の
作業」を実施するための備品の購入，
技術指導に必要な謝金，作業に従事し
た受刑者に支給する報奨金等の予算の
地方配分

Ａ．矯正施設（77庁）

4,304百万円

【本省からの予算配分】

懲役刑の本質的要素としての「所定の
作業」を実施するための備品の購入，
技術指導に必要な謝金，作業に従事し
た受刑者に支給する報奨金等

Ｂ．協和機工株
式会社ほか
2,208百万円

【一般競争契約】
【随意契約】

刑務作業の実施
に必要な主要機
械の購入等

Ｆ．全国酪農業協
同組合連合会ほか

85百万円

【一般競争契約】
【随意契約】

刑務作業の実施
に必要な原材料
の購入

Ｄ．職員

110百万円

【旅費の支給】

刑務作業の運営
に係る会議，指
導力向上のため
の旅費

Ｅ．財団法人日本科
学技術振興財団ほか

10百万円

【会場借料】

刑務作業製品の販
売等に係る会場を
確保するための借
料

【作業報奨金等の支給】

Ｇ．個人

1,886百万円

刑務作業に従事
した受刑者及び
作業によって負
傷した受刑者に
支給

Ｃ．個人

5百万円

【諸謝金の支給】

刑務作業の技術
向上に必要な指
導のための謝金
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計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

D.職員Ａ H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 2

C.個人 G. 個人

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

その他 受刑者に対する作業報奨金 2

計 53 計 9

物品購入 集塵排気装置の購入 53 物品購入 飼料等の購入 9

計 4,304 計 7

B.協和機工株式会社 F.全国酪農業協同組合連合会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

会場借料 7- 各会計機関への予算配布

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A. E.財団法人日本科学技術振興財団
金　額

(百万円）
費　目 使　途費　目 使　途

4,304 その他

チェック
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支出先上位１０者リスト
B

C

D

E

F

10 平林物産株式会社 種等の購入 1 随意契約 -

8 サツラク農業協同組合 肥料等の購入 1 随意契約 -

9
北海道コスモグリーン株式会
社

肥料等の購入 1 随意契約 -

6 美保産業株式会社 培養土等の購入 1 随意契約 -

7 佐藤産業株式会社 培養土等の購入 1 随意契約 -

4 吉川産業株式会社 飼料等の購入 2 2 98％

5 ＭＰアグロ株式会社 農業用薬剤等の購入 2 随意契約 -

2 株式会社ササキ種苗 肥料等の購入 6 3 96.2％

3 有限会社旭川農園 肥料等の購入 3 3 92.5％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 全国酪農業協同組合連合会 飼料等の購入 9 2 98％

3 興和株式会社 矯正展（地方）開催に係る会場借料 0.1 随意契約 -

1
財団法人日本科学技術振興財
団

全国矯正展会場使用料 7 公募 -

2
株式会社コンベンションリン
ゲージ

矯正展（地方）開催に係る会場借料 1 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 職員Ｊ 刑務作業の運営に必要な会議等に係る旅費 0.2 - -

8 職員Ｈ 刑務作業の運営に必要な会議等に係る旅費 0.3 - -

9 職員Ｉ 刑務作業の運営に必要な会議等に係る旅費 0.3 - -

6 職員Ｆ 刑務作業の運営に必要な会議等に係る旅費 0.3 - -

7 職員Ｇ 刑務作業の運営に必要な会議等に係る旅費 0.3 - -

4 職員Ｄ 刑務作業の運営に必要な会議等に係る旅費 0.3 - -

5 職員Ｅ 刑務作業の運営に必要な会議等に係る旅費 0.3 - -

2 職員Ｂ 刑務作業の運営に必要な会議等に係る旅費 0.3 - -

3 職員Ｃ 刑務作業の運営に必要な会議等に係る旅費 0.3 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 職員Ａ 刑務作業の運営に必要な会議等に係る旅費 0.3 - -

9 個人Ｉ 被収容者の作業指導に係る指導謝金 0.4 - -

10 個人Ｊ 被収容者の作業指導に係る指導謝金 0.4 - -

7 個人Ｇ 被収容者の作業指導に係る指導謝金 0.4 - -

8 個人Ｈ 被収容者の作業指導に係る指導謝金 0.4 - -

5 個人Ｅ 被収容者の作業指導に係る指導謝金 0.4 - -

6 個人Ｆ 被収容者の作業指導に係る指導謝金 0.4 - -

3 個人Ｃ 被収容者の作業指導に係る指導謝金 0.4 - -

4 個人Ｄ 被収容者の作業指導に係る指導謝金 0.4 - -

1 個人Ａ 被収容者の作業指導に係る指導謝金 0.7 - -

2 個人Ｂ 被収容者の作業指導に係る指導謝金 0.5 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 伊並産業株式会社 溶接機器の購入 12 2 89.2％

8 北越商事株式会社 印刷機器の購入 12 3 90.9％

9
株式会社日本パーカーライジ
ング

塗装機器の購入 12 2 82.8％

6 株式会社大東機工 木材加工機器の購入 16 2 86.5％

7 大三商会株式会社 洋裁機器の購入 13 随意契約 -

4 神姫産業株式会社 金属加工機器の購入 25 2 88％

5 ミズタニ機販株式会社 ベンディングローラーの購入 23 1 86.5％

3
近江ユニキャリア販売株式会
社

フォークリフトバッテリー等の購入 30 2 85.5％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 協和機工株式会社 集塵排気装置の購入 53 3 87.7％

2 株式会社やくしん 金属加工機器の購入 48 5 81.6％
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G

9 個人Ｉ 刑務作業に従事した受刑者に対する作業報奨金 1 - -

10 個人Ｊ 刑務作業に従事した受刑者に対する作業報奨金 1 - -

7 個人Ｇ 刑務作業に従事した受刑者に対する作業報奨金 1 - -

8 個人Ｈ 刑務作業に従事した受刑者に対する作業報奨金 1 - -

5 個人Ｅ 刑務作業に従事した受刑者に対する作業報奨金 1 - -

6 個人Ｆ 刑務作業に従事した受刑者に対する作業報奨金 1 - -

3 個人Ｃ 刑務作業に従事した受刑者に対する作業報奨金 2 - -

4 個人Ｄ 刑務作業に従事した受刑者に対する作業報奨金 1 - -

1 個人Ａ 刑務作業に従事した受刑者に対する作業報奨金 2 - -

2 個人Ｂ 刑務作業に従事した受刑者に対する作業報奨金 2 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック
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１．規則正しい勤労生活を維持させ，規律ある生活態度を習得させること。
２．共同作業を通じて望ましい社会共同生活への順応性を養うこと。
３．勤労意欲を養成すること。
４．職業的な技能及び知識を付与すること。
５．与えられた作業目標の達成を通じて忍耐力ないし集中力を養うこと。

受刑者の改善更生を促進

【 生産作業 】
物品を製作する作業及び労務を提供する作業
・金属・洋裁・木工，農業等の業種を実施
・就業人員：約39,000人 (H27.3月末）
・全国で約2,200社の企業と契約

刑務作業の意義

刑務作業の機能

刑務作業の種類

 我が国の自由刑の中心である懲役刑の本質的要素である「所定の作業」を具体化するもの
 受刑者の改善更生上，重要な機能を有する処遇方策
 受刑者処遇の基本をなすもの

１．刑法第１２条第２項
「所定の作業」の実施

２．受刑者の改善更生
３．集団管理の方策
４．国家財政への寄与
（Ｈ26年度歳入 約41億円）

刑務作業の意義

【 社会貢献作業 】
・社会に貢献していることを

受刑者が実感することで改
善更生及び円滑な社会復帰
に資する作業

・無償で実施
・通学路等の除雪作業や植生

保全のための除草作業など
15件実施

(H27.3月末)

【 自営作業 】
刑事施設内における炊事，洗濯等

の経理作業，建物等の修繕等の営繕
作業
・炊事，洗濯，理髪，営繕等の作業
・就業人員：約8,800人(H27.3月末)

洋 裁

金 属

木 工

農 業

洗 濯 炊 事 調 理
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（ ）

平成３２年までにセンター退
所者のうち就労に至った者
の割合を８０％にする

達成度 ％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

当初見込み

日

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

％

0

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　刑務所出所者等に対し，宿泊場所（保護観察所に附設）を提供して，保護観察官による濃密な指導監督や手厚い就労支援等を実施するもの。
　なお，特定の問題性に応じた重点的・専門的な社会内処遇を実施する「自立更生促進センター」が福島県及び福岡県に，主として農業等の職業訓練を行
う「就業支援センター」が北海道及び茨城県に設置されている。

目標最終年度

0 0

118

0

24年度 25年度

72

日

成果実績

目標値

11,315

単位

94.9％

24年度 25年度 26年度

26年度

78％94.7％

72.2

27年度活動見込

センター退所者のうち就労
に至った者の割合

6

11,315

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　刑務所出所者等の再犯防止と改善更生を図り，安全・安心な国や地域づくりを推進するため，保護観察所に配置された保護観察官による濃密な指導監
督や手厚い就労支援等を行うことを目的としている。

前年度から繰越し 0 0

事業番号

自立更生促進センターの運営 担当部局庁 保護局 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 観察課 処遇企画官　押切　久遠

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
更生保護活動の適切な実施
Ⅱ-6-(1)保護観察対象者等の改善更生等

主要経費

27年度

0

0

0 0 0 0

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

更生保護法（平成１９年法律第８８号）第２９条第１号ほ
か

関係する計画、
通知等

「「世界一安全な日本」創造戦略」等

実施方法

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

0

0

104

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 126

その他の事項経費

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

センター入所者の延べ滞在日数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

諸謝金 2

7,066 7,158 7,786

11,315 11,315

92

計 118.2 0

更生保護業務庁費

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）
更生保護委託費

終了予定なし

8

帰住援護旅費

活動実績

活動指標

％

翌年度へ繰越し 0

計

費　目

120

子ども・若者育成支援主要政策・施策

平成２７年度行政事業レビューシート 法務省

執行額

155 126 120 118 0

106 116

執行率（％） 67% 84% 97%

平成１９年度
事業終了

（予定）年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

執行額／延べ日数

単位当たり
コスト 円 14,718 14,809 14,899 10,429

計算式
　　執行額/
日数

104百万円/7,066件 106百万円/7,158件 116百万円/7,786件 118百万円/11,315件

0.2

更生保護業務旅費等

保護観察所入所者食糧費 10

　 0031

年度32

155

60.7

76 76.1 77.8 80

チェック
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関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか △
活動実績は見込みを下回ったものの，入所者の適切な処
遇に努めている。

費目・使途については，本事業の目的に即したものに限定
されている。

事業名所管府省・部局名 事業番号

○

0032

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

○

△

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

同上

同上

協議会を開催する等して処遇内容の共有化を図っている。

一般競争入札を実施することにより，競争性の確保やコス
ト削減に努めている。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

刑務所出所者等に対し，国が直接宿泊場所を提供するとと
もに指導監督・就労支援等を行うことから，国が実施するも
のであり，かつ優先度が高い事業である。

同上

○

○

○

‐

関連する過去のレビューシートの事業番号

　本事業は，刑務所出所者等の再犯防止及び改善更生を図るため，保護観察官による濃密な指導監督及び手厚い就労支援を行っており，極
めて重要な事業である。本事業の予算執行に当たっては，旅費についてＩＣカードを積極的に活用するなど，旅費マニュアルを適切に運用する
ことにより，執行額の削減が図るとともに，調達している物品等についても，市場動向・過去の調達実績や類似調達事案等を踏まえた物品調
達を励行し，更なる経費の節減に努めている。

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成26年度

点検結果

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

同上

同上

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

0053平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

0052

0040

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度 0048

受益者との負担関係は妥当であるか。

‐

外部有識者の所見

改善の
方向性

　本事業については，職員の出張頻度等について，更に精査し，見直しを図る。また，一般競争入札を実施することによって競争性の確保やコ
スト削減に努め，一層の経費縮減を図るよう努める。

一般競争入札を実施することにより，競争性の確保やコス
ト削減に努めている。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善
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※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

（注）

【委託費の支給】

Ｇ．（株）沼田開発公社
3百万円

保護観察対象者等の職業訓練
を委託した場合に支払う委託費

　端数処理の関係から，一部整合しない場合がある。また，他頁の表とも，端数処理の関係から一部整合しない場合がある。

Ｄ．協力者等
2百万円

Ｅ．職員等
6百万円

Ｆ．日本ビルシステム（株）等
102百万円

自立更生促進センターの業務遂
行に協力する者に対する謝金等

自立更生促進センターの業務遂
行のために必要な旅費等

自立更生促進センターの業務遂
行に必要な役務費等

自立更生促進センターの業務遂
行に協力する者に対する謝金等

自立更生促進センターの業務遂
行に必要な使用料等

自立更生促進センターの業務遂
行に必要な経費の執行

【諸謝金の支給】 【旅費の支給】 【一般競争契約等】

法務省
120百万円

・自立更生促進センターの業務遂行に必

要な経費の執行

・自立更生促進センターの業務遂行に必

要な予算の地方配賦

【諸謝金の支給】 【随意契約】 【予算配賦】

Ａ．ＮＰＯ法人国際プレゼンテーション協
会等

0.0百万円

Ｂ．沼田町会計管理者等
3百万円

Ｃ.北海道地方更生保護委員会
ほか３庁
116百万円
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費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.ＮＰＯ法人国際プレゼンテーション協会 E.職員Ａ
金　額

(百万円）
費　目 使　途費　目 使　途

金　額
(百万円）

B.沼田町会計管理者 F.株式会社日本ビルシステム

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

使用料 就農支援実習農場の使用料 3 雑役務費 センター給食業務の委託料 6

計 0 計 0

食糧費 入所者の食糧費 3

C.北海道地方更生保護委員会 G.株式会社沼田開発公社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

予算配賦 会計機関への予算配賦 37 委託費 職業訓練の委託費 3

計 3 計 9

計 37 計 3

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

D.個人Ａ H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

チェック
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支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

E

F

G

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

3 個人Ｂ

1
ＮＰＯ法人国際プレゼンテー
ション協会

センター業務の協力者に対する謝金 0 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 個人Ａ センター業務の協力者に対する謝金 0 - -

- -

4 麹町税務署 所得税の納付 0 - -

センター業務の協力者に対する謝金 0

2 株式会社福田印刷 就業支援センターパンフレット印刷費 0.1 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 沼田町会計管理者 就農支援実習農場の使用料 3 随意契約 -

1 北海道地方更生保護委員会 会計機関への予算配賦 37 - -

2 九州地方更生保護委員会 会計機関への予算配賦 28 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5 四国地方更生保護委員会 会計機関への予算配賦 0 - -

6 中国地方更生保護委員会 会計機関への予算配賦 0 - -

3 東北地方更生保護委員会 会計機関への予算配賦 28 - -

4 関東地方更生保護委員会 会計機関への予算配賦 23 - -

7 近畿地方更生保護委員会 会計機関への予算配賦 0 - -

8 中部地方更生保護委員会 会計機関への予算配賦 0 - -

2 個人Ｂ センター業務の協力者に対する謝金 0.3 - -

3 健和会大手町病院 医療謝金 0.2 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人Ａ センター業務の協力者に対する謝金 8 - -

6 個人Ｅ センター業務の協力者に対する謝金 0.1 - -

7 個人Ｆ センター業務の協力者に対する謝金 0.1 - -

4 個人Ｃ センター業務の協力者に対する謝金 0.2 - -

5 個人Ｄ センター業務の協力者に対する謝金 0.1 - -

8 個人Ｇ センター業務の協力者に対する謝金 0.1 - -

9 個人Ｈ センター業務の協力者に対する謝金 0.1 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 職員Ｃ 自立更生促進センターの業務遂行のために必要な旅費 0.1 - -

4 職員Ｄ 自立更生促進センターの業務遂行のために必要な旅費 0.1 - -

1 職員Ａ 自立更生促進センターの業務遂行のために必要な旅費 0.1 - -

2 職員Ｂ 自立更生促進センターの業務遂行のために必要な旅費 0.1 - -

7 職員Ｇ 自立更生促進センターの業務遂行のために必要な旅費 0.1 - -

8 職員Ｈ 自立更生促進センターの業務遂行のために必要な旅費 0.1 - -

5 職員Ｅ 自立更生促進センターの業務遂行のために必要な旅費 0.1 - -

6 職員Ｆ 自立更生促進センターの業務遂行のために必要な旅費 0.1 - -

9 職員Ｉ 自立更生促進センターの業務遂行のために必要な旅費 0.1 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 株式会社日本ビルシステム センター給食業務の委託費 9 1 94％

4 新日本給食株式会社 センター給食業務の委託費 7 1 90％

5 株式会社日京クリエイト センター給食業務の委託費 6 3 93.4％

2 キョウワセキュリオン株式会社 警備業務の委託費 8 3 64.9％

3 朝日警備保障株式会社 警備業務の委託費 7 4 95％

8 個人Ａ 賃金職員の雇上経費 2 - -

9 東北電力株式会社 電気料 2 随意契約 -

6 富士産業株式会社 センター給食業務の委託費 6 2 86％

7 東京電力株式会社 電気料 2 随意契約 -

10 厚生労働省年金局 社会保険料 2 - -

1 株式会社沼田開発公社 職業訓練の委託費 3 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

チェック
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●
民

間
の

更
生

保
護

施
設

で
は

受
入

れ
困

難
な

刑
務

所
出

所
者

等
を

受
入

れ
一

時
的

な
住

居
を

提
供

●
保

護
観

察
官

が
直

接
、

濃
密

な
指

導
監

督
と

手
厚

い
就

労
支

援
を

実
施

◎
茨

城
就

業
支

援
セ

ン
タ

ー
(
茨

城
県

ひ
た

ち
な

か
市

)
○
平
成
２
１
年
９
月
に
開
所

○
成
人
男
子
１
２
人
の
定
員

・
将

来
農

業
に

従
事

す
る

意
思

の
あ
る

仮
釈
放

者
及

び
満

期
釈

放
者

等

○
農
業
訓
練
を
実
施

・
農

林
水

産
省

及
び

厚
生

労
働

省
と
連
携
し
，

県
内
の

農
業

者
等

に
公

共
職

業
訓
練
と
し
て

委
託

◎
沼

田
町

就
業

支
援

セ
ン

タ
ー

（
北

海
道

沼
田

町
）

○
平
成
１
９
年
１
０
月
に
開
所

○
男
子
１
２
人
の
定
員

・
主
に

少
年

院
仮

退
院

者

○
農
業
訓
練
を
実
施

・
沼
田

町
の

農
場

に
委

託

就
業

支
援

セ
ン

タ
ー

主
と

し
て
農

業
等

の
職

業
訓

練
を

実
施

◎
福

島
自

立
更

生
促

進
セ

ン
タ

ー
（

福
島

市
）

○
平
成
２
２
年
８
月
に
開
所

○
成
人
男
子
２
０
人
の
定
員
（
仮
釈
放
者
）

○
入
所
者
の
問
題
性
に
応
じ
た
指
導

再
犯
防
止
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施

○
手
厚
い
就
労
支
援

協
力
雇
用
主
，
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
活
用

◎
北

九
州

自
立

更
生

促
進

セ
ン

タ
ー

（
北

九
州

市
）

○
平
成
２
１
年
６
月
に
開
所

○
成
人
男
子
１
４
人
の
定
員

（
仮
釈

放
者

）

○
入
所
者
の
問
題
性
に
応
じ
た
指
導

再
犯
防
止
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施

○
手
厚
い
就
労
支
援

協
力
雇
用
主
，
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
活
用

○
ダ
ル
ク
等
と
連
携
し
た
薬
物
依
存
回
復
訓
練
の
実
施

自
立

更
生

促
進

セ
ン

タ
ー

特
定
の
問
題
性
に
応
じ
た
重

点
的

・
専

門
的

な
処

遇
を

実
施

自
立
更
生
促
進
セ
ン
タ
ー
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（ ）

稼働率100％

達成度 ％

当初見込み

人

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

％

0

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　当該システムは，本庁と地方支分部局間のオンライン化により，収集・分析した情報を迅速に集約・データベース化して一元的・総合的に共有・管理する
ものであり，本件事業は，システムの運用に必要な機器等の賃借及び保守の委託等に関するものである。

目標最終年度

0 0

146

0

24年度 25年度

100

-

成果実績

目標値

-

単位

99.9％

24年度 25年度 26年度

26年度

100％100％

99.9

27年度活動見込

稼働率

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　当庁の基幹システムである公安情報電算機処理システムの安定的・効率的な整備運用を図る。

前年度から繰越し 0 0

事業番号

公安情報電算機処理システムの整備・運用 担当部局庁 公安調査庁 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 総務部総務課
総務課長
木下　雅博

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名

破壊的団体等の規制に関する調査等を通じた公共の安全の
確保を図るための業務の実施
Ⅱ-7-(1)破壊的団体等の規制に関する調査等を通じた公共
の安全の確保を図るための業務の実施

主要経費

27年度

0

0

0 0 0 0

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

破壊活動防止法　第27条
無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律
第５条，第７条，第29条

関係する計画、
通知等

世界最先端ＩＴ国家創造宣言

実施方法

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

0

0

144

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 124

その他の事項経費

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

利用者数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

(目)団体等調査業務庁費 146

1,441 1,461 1,459

- -

計 146 0

平
成
2
7
・
2
8
年

度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

終了予定なし

活動実績

活動指標

％

翌年度へ繰越し 0

計

費　目

158

主要政策・施策

平成２７年度行政事業レビューシート 法務省

執行額

121 124 158 146 0

123 154

執行率（％） 119% 99% 97%

昭和６２年度
事業終了

（予定）年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

Ｘ　年間執行額（円）／Ｙ　年間システム利用者（人）

単位当たり
コスト 円 100,083.9 83,991 105,273.8 -

計算式 x/y 144,220,965/1,441 122,710,826/1,461 153,594,466/1,459 -

　 0037

年度

121

100

100 100 100 100
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関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○
本システムの安定的な稼働を達成できており，成果目標に
見合ったものとなっている。

費目・使途については，事業目的を達成するために必要な
ものに限定して執行をしている。

事業名所管府省・部局名 事業番号

○

38

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

公安調査官は，調査・分析業務を行うに当たり，本システ
ムを日常的に使用しており，十分に活用されている。

一括調達や国庫債務負担行為を活用した複数年契約等を
推進するなどしてコストの削減に取り組んでいる。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

破壊的団体等の規制に関する調査等を円滑に遂行する上
で不可欠な当庁の基幹システムを安定的・効率的に整備・
運用することは，国際テロ等の脅威が高まる中で，治安に
対する国民や社会のニーズを的確に反映している。

公共の安全確保に関する業務については，国の責任にお
いて実施すべきものであり，地方自治体への移管や民間
等への委託には馴染まない。

○

○

‐

‐

関連する過去のレビューシートの事業番号

　上記のとおり，事業の効率性及び有効性についてはおおむね評価できるものと考える。

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成26年度

点検結果

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本システムは当庁の基幹システムであり，本事業は破壊
的団体等の規制に関する調査等を円滑に遂行する上で，
必要かつ適切な事業であり，優先度も高い。

一括調達や国庫債務負担行為を活用した複数年契約等を
推進するなどしてコストの削減に取り組んでおり，単位当た
りコストは妥当である。なお，前年度と比較し，単位当たり
コストが増加している理由は，一部購入整備した端末の更
新に当たり，平成２５年度末にリース契約としたことに伴
い，平成２６年度から新たに年間分のリース料が発生等し
たためである。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

78平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

75

48

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度 71

受益者との負担関係は妥当であるか。

‐

外部有識者の所見

改善の
方向性

　　本事業では，物品の賃借や役務の提供契約について，本庁において一括調達を実施するとともに，システム機器の賃貸借契約について
は，国庫債務負担行為を活用し，複数年契約とすることでコストの削減を図っている。引き続き，保守状況の実績等を踏まえ，保守条件や工
数・単価など仕様を更に精査し，契約内容の見直しを進める。

物品等の調達に当たっては，仕様等の見直しにより広く応
札者を募るなどして，競争性を確保するとともに，会計法令
に従い，適正な手続により支出先を選定している。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善
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※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

公安調査庁
154百万円

公安情報電算機処理システムの整備・運
用事業に必要な物品の賃貸借及び保守
役務の契約等

【一般競争入札・随意契約】

Ａ．株式会社ＪＥＣＣほか
154百万円

サーバ，パソコン端末及びプリンタ等の賃
貸借並びに保守・運用支援の役務の契
約等

71



物品賃借料 システム機器

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.株式会社ＪＥＣＣ E.

金　額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

71

金　額
(百万円）

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 71 計 0

C. G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

チェック
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支出先上位１０者リスト
A.

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

3
株式会社ＪＥＣＣ（平成２５年度
に一般競争入札を実施）

1
株式会社ＪＥＣＣ（平成２４年度
に一般競争入札を実施）

システム機器賃借（サーバ等）（国庫債務負担行為） 44 1 97.5％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2
株式会社ＪＥＣＣ（平成２５年度
に一般競争入札を実施）

システム機器賃借（通信機器）（国庫債務負担行為） 12 1 99.3％

2 96.5％

東芝ソリューション株式会社 システム機器設定（パソコン） 8 随意契約 -

東芝ソリューション株式会社 システム機器設定（カード型パスワード生産機） 2 随意契約 -

6

7

4

東芝情報機器株式会社 システム機器修繕 0.2 随意契約 -

株式会社ＪＥＣＣ（平成２２年度
に一般競争入札を実施）

システム機器賃借（カード型パスワード生成機）（国庫債務負担行為）

27

1 96.8％

5 東芝ソリューション株式会社 システム保守・運用支援 23 1 99.7％

11

東芝ソリューション株式会社 システム機器設定（プリンタ） 1 随意契約 -

システム機器賃借（パソコン）（国庫債務負担行為）

4

株式会社大塚商会 ソフトウェアライセンス利用料 3 98.6％

8

9

10

11

東銀リース株式会社（平成２２
年度に一般競争入札を実施）

システム機器賃借（パソコン等）（国庫債務負担行為） 17 8 55.7％

システム機器賃借（パソコン）（国庫債務負担行為） 1.6 5 92.9％

ＩＢＪＬ東芝リース株式会社 システム機器賃借（カード型パスワード生産機）（国庫債務負担行為） 0.8 2 90.1％

15

88.2％

東芝ＩＴサービス株式会社 システム機器修繕 0.6 随意契約 -

16

13

14

株式会社文祥堂 物品購入（トナーカートリッジ） 0.5

東銀リース株式会社（平成２１
年度に一般競争入札を実施）

システム機器賃借（プリンタ）（国庫債務負担行為） 0.3 5 16.4％

12

ＩＢＪＬ東芝リース株式会社 システム機器賃借（プリンタ）（国庫債務負担行為） 0.1 4

17

ＩＢＪＬ東芝リース株式会社

5 35.1％

チェック
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０
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公 安 調 査 庁

公安情報電算機処理システムの整備・運用

１ システム導入経緯

公安情報電算機処理システムは，調査対象団体に関する各種情報をリアルタイムで一

元的に管理し，調査・分析業務の迅速化，合理化，高度化を図り，さらに将来におけ

るこれらの団体の行動形態を予測し，的確な公安情報を政府や関係省庁に提供するな

ど，公共の安全と治安の維持に寄与するための手段として昭和62年度からの開発を経

て，平成２年度にセンターマシンを導入したものである。

なお，現在のセンターマシンは，平成25年３月にリプレースを実施したものである。

２ システム概要

本システムによって，全国の公安調査官が収集した情報や資料は，電子データ化され，

即時に本庁の担当部署に報告されており，こうした迅速な報告が，分析業務をより効果

的なものにするとともに，時宜にかなった情報活用を可能にしている。

また，収集・分析した各種情報は，単に本システムに蓄積されるだけでなく，センタ

ーマシンに登録してデータベース化されており，分析業務の基礎資料となっているほか，

公安調査局及び公安調査事務所に配備された端末からも情報を検索・閲覧できるため，

現場の公安調査官にとっては，調査業務における端緒情報の発見ツールともなっている

ことから，当庁の基幹システムとしての役割を果たしている。

３ 事業概要

本システムの安定的な運用に必要な機器等賃借，保守・運用支援の委託等を実施し，

さらに経年劣化や処理能力不足・機能の陳腐化に伴う障害の発生等による業務の停滞を

未然に防止するために必要な機能改修等を実施している。
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（ ）

231

5,120

- - 4,579 4,760

2,230

0054

年度27

27 年度

27 年度

27 年度

27 年度
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

達成度 ％ -

達成度 - 91％

139％

成果指標 単位 24年度 25年度 26年度

目標値 ％ -

目標最終年度

- 101％

平成27年度に人権問題に
関する理解・関心の深まっ
た者の割合90％以上とす
る。

（人権シンポジウムの実施
事業）
　人権問題に関する理解・
関心の深まった者の割合

成果実績 ％ 84.7 91.2 81.7

目標値 ％ - - 90 90

- 90 90

平成２７年度行政事業レビューシート 法務省

執行額

231 230 234 306 0

230 234

執行率（％） 100% 100% 100%

平成27年度にライブラリー
貸出数を過去３年平均値以
上とする。

（人権ライブラリー事業）
ライブラリー貸出数

成果実績 冊 2,144 1,943

目標値 冊 -

昭和６２年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

人

定量的な成果目標

翌年度へ繰越し 0

計

- 2,032 2,105

達成度 ％ -

234

高齢社会対策、子ども・若者育成支援、障害者施策、男
女共同参画、犯罪被害者等施策、ＩＴ戦略、女性活躍

主要政策・施策

196,130

達成度

0 0 0 -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
人権教育及び人権啓発の推進に関する法律第４条

関係する計画、
通知等

人権教育・啓発に関する基本計画（平成１４年３月閣議決
定，平成２３年４月一部変更）

実施方法

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

0

0

231

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 230

その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

日本国憲法の理念である「すべての国民に等しく基本的人権が尊重される社会」の実現のため，人権啓発に関する施策に係る事業を公益財団法人人権
教育啓発推進センター（以下「センター」という。）に委託して，民間団体としての特質を十分に生かした啓発活動を総合的に行い，人権尊重思想の普及高
揚を図り，国民に基本的人権について正しい認識を広めることを目的とする。

前年度から繰越し 0 0

事業番号

               人権関係情報提供活動等の委託等 担当部局庁 人権擁護局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負、補助

担当課室 人権啓発課
人権啓発課長
大橋光典

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名 人権の擁護　Ⅲ-10-(1)人権の擁護

主要経費

27年度

0

-

（人権ライブラリー事業）
ライブラリー来館者数

4,485

- 110％

単位 24年度 25年度 26年度
目標最終年度

回 189,923

単位 24年度 25年度 26年度
目標最終年度

％ 96.4 92.4 91.1

％ - -

平成27年度にライブラリー
ＨＰアクセス数を過去３年平
均値以上とする。

（人権ライブラリー事業）
ライブラリーＨＰアクセス数

成果実績

定量的な成果目標 成果指標

112％-

成果実績

目標値

-

26年度

定量的な成果目標 成果指標

平成27年度に研修全体に
満足した者の割合90％以
上とする。

（人権啓発指導者養成研修
の実施事業）
　研修全体に満足した者の
割合

成果実績

25年度

-

成果指標 単位

人

26年度
目標最終年度

0

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

①　人権尊重思想の普及高揚のため，主に以下の事業をセンターに委託している。
　・人権関係情報をセンターのデータベースに集約し，センターのホームページを通じて広く国民に提供する人権ライブラリー事業
　・国家公務員・地方公共団体職員が人権啓発を実施する上で必要な知識を習得するために実施する人権啓発指導者養成研修会
　・日常生活の身近なところで発生する様々な人権や，社会的関心の高い人権課題をテーマとした人権シンポジウム

②　人権教育・人権啓発のためのナショナルセンターとしてのセンターの実施体制面の充実を図る。

目標最終年度

0 -

306

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

％ -

183,103 215,365

目標値 回

0

- 154,882

24年度 25年度

4,676
平成27年度にライブラリー
来館者数を過去３年平均値
以上とする。

達成度 ％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 24年度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

チェック
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人権啓発活動等補助金

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

人権ライブラリー事業執行額（円）／｛来館者数＋ＨＰア
クセス件数｝（件）

単位当たり
コスト 円 252 270 239 -

計算式 円/件
49,043,413円
/194,599件

50,725,171円
/187,588件

52,673,631円
/220,485件

-

- - 202

27年度活動見込

（人権啓発指導者養成研修事業）
　研修参加人数

活動実績 人 942 858 760

当初見込み 人 - - - 853

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

（人権シンポジウム事業）
　シンポジウム１回あたり参加人数

活動実績 人 241 159 205

当初見込み 人 -

42

活動実績

活動指標

12,731,088円/858人 13,369,000円/760人

24年度

費　目

- 3,069

計 306 0

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

（人権ライブラリー事業）
　メールマガジンの購読者数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

人権啓発活動等委託費 264

単位当たり
コスト

2,621 3,049 3,537

-13,899

単位

円/人

-

27年度活動見込

-

27年度見込

14,838
人権啓発指導者養成研修の実施事業執行額（円）／研

修参加人数（人）

26年度

計算式

人

17,590

-

単位 24年度 25年度 26年度

13,093,072円/942人

当初見込み

人

円
単位当たり

コスト

算出根拠 25年度
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事業所管部局による点検・改善

基本計画においてセンターは人権教育・啓発のナショナル
センターとして位置づけられている。

センターの実施計画書における計画額を踏まえ委託額を
決定している。

国
費
投
入
の
必
要
性

外部有識者の所見

改善の
方向性

　今後もより多くの人に利用されるよう，センターのホームページの内容をさらに充実させ，人権に関する情報の発信源となるよう努めるものと
する。
　人権啓発指導者養成研修や人権シンポジウムについては，今後も社会情勢や国民の関心に応じた研修等を引続き実施する。
　人権啓発ビデオや教材等については，人権教室等で使用する人権擁護委員等の意見を踏まえて制作しているが，今後もニーズに応じたも
のとなるよう努めるものとする。
　その他，各事業の実施に当たっては，実施後にアンケート調査等による効果検証を行うとともに，センターの第三者評価委員会の評価結果
を踏まえるものとする。

0061-1，0061-2平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

67

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度 55

受益者との負担関係は妥当であるか。

○
関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

政策目的の達成のためには，民間団体としての特質を生
かした全国的規模で柔軟かつ効果的な啓発活動を国・地
方公共団体とともに優先的に行うことが必要であり，適切
な事業といえる。

単位あたりコストは，横ばいないし増加の傾向にあり，人権
ライブラリーについては，今後より多くの人に活用してもら
うよう，また人権啓発指導者養成研修には多くの人に参加
してもらうよう，工夫する必要がある。

国の会計手続に準じた形での競争入札を導入，実施して
おり，支出は合理的である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

　センターが委託事業を実施する上で行う調達については，国の会計手続に準じた形での競争入札を実施している。
　人権ライブラリー来館者数・貸出数及び同ライブラリーＨＰアクセス件数は，過去３年間において増加又は横ばいとなっている。
　人権啓発指導者養成研修実施事業及び人権シンポジウム実施事業においては，参加者の満足度等はおおむね90％を超えており，質の高
い研修等が実施されている。

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成26年度

点検結果

56

平成24年度

人権啓発に関する施策に係る事業をセンターに委託して，
民間団体としての特質を十分に生かした啓発活動を総合
的に行っているところ，他府省においても関連する事業を
実施している場合には，適正な役割分担を行っている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

人権ライブラリー事業においては，他の手段・方法よりも現
在のホームページを併用した運営手段の方が，「広く国民
に人権に関する情報を提供し，人権尊重思想の普及高揚
の一助とする」という観点からは効果的かつ低コストで実施
できるものと考えられる。

人権ライブラリーについては，広く一般に活用されていると
まではいえないため，今後，人権情報ツールとして，より多
くの人にライブラリーを活用してもらうよう工夫をする必要
がある。

より多くの人にライブラリーを活用してもらうため，単位あた
りコストの削減に引き続き努めている。

△

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

法第４条において人権啓発に関する施策の策定・実施は
国の責務とされている。

人権尊重思想の普及高揚は国の責務であるとの認識の
下，国が民間団体に委託している事業である。

○

○

○

平成２２年行政事業レビュー公開プロセス実施
【レビューシート番号】0059
【事業名】人権関係情報提供活動等の充実強化
【評価結果】抜本的改善
【主なコメント】
・センターの契約についてなぜ随意契約がすべてなのか。
・事業の第三者評価ができる仕組みを組織内に構築すること。

○

関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○
ライブラリーの利用者は着実に増加しており，成果目標に
見合ったものとなっているといえる。

事業を実施する上で必要な経費のみを認めており，真に必
要なものに限定されている。

事業名所管府省・部局名 事業番号

△
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※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

【一般競争入札・随意契約ほか】 【随意契約】 【一般競争入札・随意契約ほか】【一般競争入札・随意契約ほか】

法務省

234百万円

官民一体となって国民の人権尊重思想の普及高揚を図るため，公益財団法人人権教育啓発推進セン

ターに各種人権関係の情報提供活動を委託し，また同センターの実施体制面の充実を図る。

A ．公益財団法人人権教育啓発推進センター

234百万円

B ．人権啓発活動等委託費

192百万円

【委託費，補助金】

C ．人権啓発活動等補助金

42百万円

多様な人権啓発主体が保有する人権関係情報を集約し，これをネットワー

クを通じ提供するとともに，総合的な人権啓発活動を推進するために，啓発

教材，啓発ビデオの作成，人権ライブラリー事業などを実施する。

人権教育・人権啓発のためのナショナルセンターとしての役割

を担う当該センターの活動に資するため，センターの実施体制

面の充実強化を図る。

【一般競争入札】

H．人権啓発ビデオの制

作

東映株式会社

8百万円

人権啓発ビデオの企画・

制作費

【随意契約ほか】

I ．人権啓発指導者養成研修

実施

メルパルク京都ほか
6百万円

研修会会場借料，テキスト・

修了証書印刷等，研修会講

師謝金

【随意契約ほか】

J．調査研究事業

株式会社野村総合

研究所ほか
11百万円

調査研究事業検討委員

会経費

D．人権啓発教材作成
株式会社電通テックほ
か

13百万円

人権啓発教材の制作

費，発送等

E．人権ライブラリー事
業

芝大門ビルほか
39百万円

ライブラリー室借料，インター

ネット通信費，雑誌等資料の

購入，賃金職員の雇用，人権

啓発資料審査会謝金

F．人権啓発活動総合推進

事業

株式会社朝日広告社ほか

59百万円

G．震災に伴う人権擁護

活動事業

株式会社読売広告社ほ

か

15百万円

人権シンポジウム事業

（大阪），人権週間におけ

る新聞広告，Jリーグとの

イベントタイアップ事業

人権啓発シンポジウム事

業（いわき・東京）

Ｋ．物件費等

芝大門ビル

32百万円

センター事務室等借料，賃金

職員の雇用，消耗品の購入，

旅費等の一部補助

【補助金】【委託費】
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計 6.2 計 8

雑役務費
人権啓発教材（テキスト及びビデオ）の企
画・制作費

6.2

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

D.株式会社電通テック H.東映株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費 人権啓発ビデオ制作費 8

計 42 計 10.2

人件費補助 職員人件費補助 10 雑役務費 人権シンポジウム 新聞折込費 0.2

C.人権啓発活動等補助金 G. 株式会社読売広告社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

物件費補助 センター事務室賃料，賃金職員等補助 32 雑役務費
人権シンポジウム参加者募集広告及び人
権シンポジウム採録記事等の企画・制作・
掲載料等

10

計 192 計 28

賃金 人権ライブラリー事業 4

謝金 審査会，研究会講師，パネリスト謝金 2

3旅費 講師等旅費，フェスティバル打合せ経費

外部委託 人権ライブラリー施設借料ほか 150 雑役務費
人権啓発総合推進に関する広報等の企画・
制作費等

28

計 234 計 28

研究員手当 研究員 21

管理費 一般管理費 12

B.人権啓発活動等委託費 F.株式会社朝日広告社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

物件費補助 センター事務室賃料，賃金職員等補助 32

人権ライブラリー事業 4

旅費 講師等旅費，フェスティバル打合せ経費 3

賃金

人件費補助 職員人件費補助 10

研究員手当 研究員手当 21

金　額
(百万円）

人権ライブラリー施設借料 28外部委託 人権ライブラリー施設借料ほか

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.公益財団法人人権教育啓発推進センター E.芝大門ビル
金　額

(百万円）
費　目 使　途費　目 使　途

150 借料

謝金 審査会，研究会講師，パネリスト謝金 2

管理費 一般管理費 12

チェック
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支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

E

F

G

9 東京手話通訳等派遣センター 人権シンポジム（いわき）手話通訳者等派遣料 0.1 随意契約 -

10 有限会社オフィス・ラサ 人権シンポジウム（いわき）撮影・編集 0.1 随意契約 -

7 いわきﾛｺﾄﾞﾙﾕﾆｯﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 人権シンポジム（いわき）コンサート謝金 0.2 随意契約 -

8 株式会社セレスポ 人権シンポジウム（いわき）司会者派遣料 0.2 随意契約 -

5 株式会社万永 人権シンポジウム（いわき）撮影・編集費 0.2 随意契約 -

6 株式会社読売広告社 人権シンポジウム（大阪・いわき）参加者募集新聞折込費 0.2 随意契約 -

3 株式会社読売新聞社 人権シンポジウム（いわき）会場借料 1 随意契約 -

4 株式会社美巧社 人権シンポジウム（いわき）チラシ印刷料 0.8 随意契約 -

1 株式会社読売広告社 人権シンポジウム（大阪・いわき）参加者募集広報等 10 6 98.6％

2 有限会社ソニックプロジェクト 人権シンポジウム（いわき）会場運営スタッフ請負業務等 1 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 株式会社アローフィールド 人権シンポジウム（大阪）日英同時通訳者派遣料 0.2 随意契約 -

8 株式会社美巧社 人権シンポジウム（大阪）資料印刷費 0.2 随意契約 -

9 株式会社万永 人権シンポジウム（大阪）撮影・編集費 0.2 随意契約 -

6 株式会社桜映画社 人権作文朗読ビデオの企画・制作 0.9 随意契約 -

7 株式会社朝日広告社 人権啓発総合推進に関する広報等 広報用映像素材制作費 0.7 随意契約 -

4 株式会社桜映画社 人権作文朗読ビデオの企画・制作 7 2 100％

5 株式会社毎日ビルディング 人権シンポジウム（大阪）会場借料 1 随意契約 -

2 株式会社電通 イベントタイアップ事業新聞等広告制作・掲載 11 4 100％

3 株式会社読売連合広告社 人権シンポジウム（大阪・いわき）参加者募集広報等 9 6 98.6％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 株式会社朝日広告社 人権啓発総合推進に関する広報等の企画・制作費 28 2 -

9
株式会社富士通マーケティン
グ

スマイルネット登録用マクロ修正費 0.4 随意契約 -

10 アトリエエム株式会社 人権ライブラリー用ＤＶＤ購入費 0.3 随意契約 -

7
社会福祉法人青森県コロニー
協会

人権ライブラリーニュースレター印刷費 0.4 随意契約 -

8 ＪＡ三井リース株式会社 人権ライブラリー用大型ディスプレイ借料 0.4 随意契約 -

5 第一企業株式会社 人権ライブラリー施設清掃費 0.6 随意契約 -

6 株式会社ブレインテック 図書管理ソフト年間保守料 0.5 随意契約 -

3 株式会社ビットアイル 人権ライブラリーサーバー借料 0.9 随意契約 -

4
カンタムソリューションズ株式
会社

人権ライブラリーニュースレター発送費 0.7 随意契約 -

1 芝大門ビル 人権ライブラリー施設借料等 28 随意契約 -

2
キーウェアソリューションズ株
式会社

人権ライブラリーホームページレンタルサーバーアップグレード作業費 3 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

6
カンタムソリューションズ株式
会社

発送費 0.3 随意契約 -

4 株式会社坂東印刷 人権啓発教材テキストの印刷 0.5 随意契約 -

5
カンタムソリューションズ株式
会社

発送費 0.4 随意契約 -

2 東映株式会社 人権啓発教材ビデオの企画・制作費 5 7 34.8％

3 東映株式会社 人権啓発教材ビデオの企画・制作費 0.9 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 株式会社電通テック 人権啓発教材テキスト・ビデオの企画・制作費 6 5 71.2％

1
公益財団法人人権教育啓発推
進センター

人権啓発活動等補助金 42 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
公益財団法人人権教育啓発推
進センター

人権啓発活動等委託費
192 随意契約 -

1
公益財団法人人権教育啓発推
進センター

人権啓発活動等委託費・補助金
234 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

82



H

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 東映株式会社 人権啓発ビデオ制作費 8 9 85.3％

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック
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別紙２

人権啓発指導者養成研修会会場借料 2

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I.メルパルク京都 M.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

借料

計 2 計 0

雑役務費 「人権に関する調査研究報告書」作成 11

J.株式会社野村総合研究所 N.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 11 計 0

借料 事務室借料等 25

K.芝大門ビル O.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 25 計 0

L. P.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0
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別紙３I

J

K

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 公益財団法人日本消防協会 国家公務員等研修会（前期）会場借料 1 随意契約 -

2
株式会社世界貿易センタービ
ルディング

人権啓発指導者養成研修会（東京）会場借料 1 随意契約 -

1 メルパルク京都 人権啓発指導者養成研修会（京都）会場借料 2 随意契約 -

6 東京反訳株式会社 国家公務員等研修会（前期）テープ反訳料 0.3 随意契約 -

5 株式会社大應 人権啓発指導者養成研修会テキスト等印刷費 0.3 随意契約 -

4 株式会社ＴＣフォーラム 人権啓発指導者養成研修会（名古屋）会場借料 1 随意契約 -

9 東京手話通訳等派遣センター 国家公務員等研修会（前期）要約筆記者派遣料 0.1 随意契約 -

8
ディーエムソリューションズ株
式会社

人権啓発指導者養成研修会受講者推薦案内文書発送費 0.1 随意契約 -

7 有限会社オフィス・ラサ 国家公務員等研修会アンケート集計作業 0.2 随意契約 -

10 ヤマト運輸株式会社 人権啓発指導者養成研修会（名古屋）資料送付料 0.1 随意契約 -

2 株式会社ワイ・ビー・シー 事務用消耗品購入費 0 随意契約 -

1 株式会社野村総合研究所 「人権に関する調査研究報告書」作成費 11 1 99.2％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 芝大門ビル 事務所等借料等 25 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

4 セコム株式会社 ＡＥＤ借料 0.1 随意契約 -

3 リコーリース株式会社 パソコン借料 0.6 随意契約 -

2 シャープファイナンス株式会社 電話機借料等 0.7 随意契約 -

85



86



人
権
関
係
情
報
提
供
活
動
等
の
委
託
等
に
つ
い
て

法
務

省
人

権
擁

護
局

資
料
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1

１
－

１
－

１
人

権
関

係
情

報
提

供
活

動
等

に
係

る
委

託

～
人

権
啓

発
活

動
中

央
委

託
事

業
～

国
が
行
う
人
権
啓
発
活
動
が
円
滑
に
実
施
で
き
る
よ
う
こ
れ
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
と
と
も

に
，
地
方
公
共
団
体
が
行
う
人
権
啓
発
活
動
を
側
面
か
ら
支
援
・
援
助
す
る
と
の
観
点
か

ら
，
人
権
啓
発
活
動
を
委
託
す
る
も
の

法
務
大
臣

（
公

財
）
人

権
教

育
啓

発
推

進
セ
ン
タ
ー

①
人

権
に

関
す

る
啓

発
教

材
の

作
成

②
人

権
に

関
す

る
情

報
・

資
料

の
収

集
提

供

③
人

権
に

関
す

る
講

演
会

等
の

開
催

④
人

権
に

関
す

る
啓

発
に

関
す

る
調

査
研

究

⑤
人

権
に

関
す

る
啓

発
指

導
者

養
成

研
修

会
の

実
施

⑥
人

権
啓

発
活

動
総

合
推

進
事

業
の

実
施

等

ナ
シ
ョ
ナ
ル

セ
ン
タ
ー

と
し
て
の

役
割

様
々

な
ノ
ウ
ハ

ウ
の

蓄
積

＋
報

告
，
資

料
提

出
要

求
，
実

地
調

査
，
監

査
等

委
託
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①
人

権
啓

発
教

材
の

作
成

人
権

教
室

や
企

業
研

修
等

に
お

い
て

使
用

す
る

た
め

，
同

和
問

題
を

テ
ー

マ
に

し
た

教
材

（
Ｄ

Ｖ
Ｄ

）
，

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
事

例
集

（
テ

キ
ス

ト
及

び
Ｄ

Ｖ
Ｄ

）
を

作
成

し
た

。

②
人

権
啓

発
ビ

デ
オ

の
制

作

人
権

教
室

や
企

業
研

修
等

に
お

い
て

使
用

す
る

た
め

，
性

的
マ

イ
ノ

リ
テ

ィ
の

人
権

を
題

材
と

し
た

ビ
デ

オ
を

制
作

し
た

。

③
人

権
ラ

イ
ブ

ラ
リ

ー
事

業
の

実
施

人
権

ラ
イ

ブ
ラ

リ
ー

Ｈ
Ｐ

の
運

営
，

人
権

啓
発

資
料

の
貸

出
，

ビ
デ

オ
の

定
期

上
映

会
，

読
み

語
り

等
を

行
っ

た
。

⑦
調

査
研

究
事

業
の

実
施

今
後

の
人

権
啓

発
活

動
を

実
施

・
推

進
す

る
上

で
，

有
効

か
つ

効
果

的
な

手
法

に
つ

い
て

研
究

し
，

報
告

書
を

作
成

し
た

。

⑤
人

権
に

関
す

る
国

家
公

務
員

等
研

修
会

の
実

施

国
家

公
務

員
等

に
日

常
業

務
を

適
切

に
執

行
す

る
上

で
，

人
権

へ
の

理
解

，
認

識
を

深
め

て
も

ら
う

こ
と

を
目

的
と

し
た

研
修

会
を

２
回

実
施

し
た

。

⑥
人

権
啓

発
総

合
推

進
事

業
の

実
施

人
権

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

（
震

災
分

２
回

を
含

む
３

回
）

，
Ｊ

リ
ー

グ
と

連
携

協
力

し
た

人
権

啓
発

活
動

，
い

っ
こ

く
堂

氏
を

起
用

し
た

広
報

活
動

（
デ

ジ
タ

ル
コ

ン
テ

ン
ツ

の
制

作
・

放
映

，
タ

イ
ア

ッ
プ

イ
ベ

ン
ト

の
開

催
等

）
を

実
施

し
た

。

平
成

２
６
年

度
事

業
概

要

１
－

１
－

２
平

成
２
６
年

度
人

権
啓

発
活

動
中

央
委

託
事

業
の

概
要

④
人

権
啓

発
指

導
者

養
成

研
修

会
の

実
施

地
方

自
治

体
職

員
が

指
導

者
と

し
て

活
躍

で
き

る
よ

う
育

成
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

た
研

修
会

を
３

回
実

施
し

た
。

4

資
料

２
・
３
参

照
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3

１
－

２
委

託
事

業
の

流
れ

人
権
教
育
・
啓

発
推
進
法
第
７
条
に
基
づ
き
策
定
さ

れ
た
基
本
計
画
に

お
い
て
，
人
権
セ
ン
タ
ー
に
つ
い
て

は
，
人
権
教
育
・

啓
発
活
動
を
総
合
的
に
行
う
ナ
シ
ョ

ナ
ル
セ
ン
タ
ー
と

し
て
の
役
割
を
果
た
す
た
め
に
，
事

業
の
よ
り
一
層
の

充
実
が
必
要
で
あ
る
旨
示
さ
れ
て
お

り
，
委
託
要
綱
に

よ
り
人
権
セ
ン
タ
ー
へ
の
委
託
を
実

施
す
る
こ
と
と
さ

れ
て
い
る
。

法
務

本
省

（
公

財
）
人

権
教

育
啓

発
推

進
セ
ン
タ
ー

④

①
②

③

①
委

託
申

入
れ

②
受

託
・

請
書

・
人

権
啓

発
活

動
実

施
計

画
書

・
人

権
啓

発
活

動
委

託
費

積
算

内
訳

書
・

人
権

啓
発

活
動

委
託

費
経

費
支

出
予

定
書

・
概

算
払

請
求

書

③
人

権
啓

発
活

動
中

央
委

託
費

の
交

付

④
委

託
事

業
の

実
施

⑤
事

業
報

告
及

び
収

支
決

算
・

人
権

啓
発

活
動

の
結

果
報

告
・

人
権

啓
発

活
動

委
託

費
清

算
書

・
人

権
啓

発
活

動
委

託
費

支
出

決
算

書
・

人
権

啓
発

活
動

取
得

備
品

一
覧

表

⑤
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4

２
（
公

財
）
人

権
教

育
啓

発
推

進
セ
ン
タ
ー
の

概
要

①

所
在
地

○
昭

和
6
2
年

1
0
月

，
同

和
問

題
に

関
す

る
啓

発
活

動
等

の
地

域
改

善
対

策
事

業
を

所
管

す
る

総
務

庁
（

現
総

務
省

）
所

管
の

財
団

法
人

地
域

改
善

啓
発

セ
ン

タ
ー

と
し

て
設

立

○
平

成
９

年
４

月
，

同
和

問
題

な
ど

幅
広

く
人

権
に

関
す

る
教

育
・

啓
発

活
動

を
所

管
す

る
法

務
省

，
総

務
庁

及
び

文
部

省
の

共
管

法
人

と
し

て
財

団
法

人
人

権
教

育
啓

発
推

進
セ

ン
タ

ー
に

改
組

・
改

称

○
平

成
1
4
年

４
月

，
地

域
改

善
対

策
特

定
事

業
に

係
る

国
の

財
政

上
の

特
別

措
置

に
関

す
る

法
律

の
失

効
に

伴
い

，
法

務
省

及
び

文
部

科
学

省
の

共
管

法
人

○
平

成
2
4
年

４
月

，
公

益
財

団
法

人
へ

の
移

行
に

伴
い

，
現

在
の

所
管

省
庁

は
，

内
閣

府

代
表
者

○
東

京
都

港
区

芝
大

門
２

－
1
0
－

1
2

沿
革

○
理

事
長

横
田

洋
三
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5

２
（
公

財
）
人

権
教

育
啓

発
推

進
セ
ン
タ
ー
の

概
要

②

事
業
目
的

○
中

立
公

正
な

立
場

か
ら

人
権

に
関

す
る

総
合

的
な

教
育

・
啓

発
及

び
普

及
等

を
行

い
，

基
本

的
人

権
の

擁
護

及
び

人
権

尊
重

意
識

の
醸

成
・

発
展

に
寄

与
す

る
こ

と
を

目
的

と
す

る
。

事
業
内
容

(
1
)
人
権
に
関
す
る
総
合
的
な
教
育
・
啓
発
及
び
普
及
事
業

(
2
)
 
人
権
に
関
す
る
情
報
収
集
及
び
提
供
事
業

(
3
)
人
権
に
関
す
る
調
査
及
び
研
究
事
業

(
4
)
 
人
権
に
関
す
る
研
修
事
業

(
5
)
 
人
権
教
育
・
啓
発
を
行
う
団
体
等
へ
の
支
援
事
業

(
6
)
人
権
教
育
・
啓
発
に
関
す
る
相
談
事
業

(
7
)
人
権
に
関
す
る
国
際
的
連
携
事
業

等
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H
8.

5
地

域
改

善
対

策
協

議
会
意

見
具
申

【
事

業
関

係
】

特
別

対
策

は
平

成
9年

3月
末
で
終
了
し
，
基
本
的
に
は
一
般
対
策
に
移
行

【
教

育
啓

発
関

係
】

人
権

教
育

・
人

権
啓

発
に
再

構
成

【
被

害
者

救
済

関
係

】

２
１
世
紀
に
ふ
さ
わ
し
い
人
権
侵
害
救
済
制
度
の
確
立
を
目
指
し
て
鋭
意
検
討

H
8.

5
地

域
改

善
対

策
協

議
会
意

見
具
申

【
事

業
関

係
】

特
別

対
策

は
平

成
9年

3月
末
で
終
了
し
，
基
本
的
に
は
一
般
対
策
に
移
行

【
教

育
啓

発
関

係
】

人
権

教
育

・
人

権
啓

発
に
再

構
成

【
被

害
者

救
済

関
係

】

２
１
世
紀
に
ふ
さ
わ
し
い
人
権
侵
害
救
済
制
度
の
確
立
を
目
指
し
て
鋭
意
検
討

S6
1.

12
地

域
改

善
対

策
協

議
会
の

意
見
具
申

⇒
同
和
問
題
の
啓
発
に
関
し
て
「
公
益

法
人
を
設

立
し
，
そ
の

法
人

が
情
報
の
迅
速

な
伝
達
や
え
せ
同
和
行
為
そ
の
他
同
和
問
題
に
関
す
る
相
談
活
動
並
び
に
同
和

問
題
に
関
す
る
調
査
研
究
及
び
研
修
等
の
事
業
を
実
施
す
る
。
」

S6
1.

12
地

域
改

善
対

策
協

議
会
の

意
見
具
申

⇒
同
和
問
題
の
啓
発
に
関
し
て
「
公
益

法
人
を
設

立
し
，
そ
の

法
人

が
情
報
の
迅
速

な
伝
達
や
え
せ
同
和
行
為
そ
の
他
同
和
問
題
に
関
す
る
相
談
活
動
並
び
に
同
和

問
題
に
関
す
る
調
査
研
究
及
び
研
修
等
の
事
業
を
実
施
す
る
。
」

H
8.

7
「
同

和
問

題
の

早
期
解

決
に
向

け
た
今

後
の
方

策
に
つ
い
て
」
閣

議
決

定

⇒
特

別
対

策
を
一

般
対

策
に
円
滑

に
移

行
さ
せ
る
。

⇒
同
和
問
題
に
関
す
る
差
別
意
識
の
解
消
に
向
け
た
教
育
及
び
啓
発
に
関
す
る

事
業

に
つ
い
て
，
人
権

教
育
・
人
権

啓
発
の

事
業
に
再
構

成
。

H
8.

7
「
同

和
問

題
の

早
期
解

決
に
向

け
た
今

後
の
方

策
に
つ
い
て
」
閣

議
決

定

⇒
特

別
対

策
を
一

般
対

策
に
円
滑

に
移

行
さ
せ
る
。

⇒
同
和
問
題
に
関
す
る
差
別
意
識
の
解
消
に
向
け
た
教
育
及
び
啓
発
に
関
す
る

事
業

に
つ
い
て
，
人
権

教
育
・
人
権

啓
発
の

事
業
に
再
構

成
。

S6
2.

10
.7

（
財

）
地

域
改

善
啓

発
セ
ン
タ
ー
設

立

⇒
公
益
法
人
に
お
い
て
，
同
和

問
題
に
関

す
る
正

し
い
知

識
の
普

及
，
啓

発
の

各
主
体
相
互
間
の
情
報
流
通
の
促
進
等
の
事
業
が
全
国
的
規
模
で
柔
軟
か
つ

効
果
的
に
行
わ
れ
る
こ
と
は
，
今
後
，
国
及
び
地
方
公
共
団
体
が
啓
発
事
業
を

推
進
し
て
い
く
上
で
，
極
め
て
有
意
義
で
あ
る
と
の
観
点
か
ら
設
立
さ
れ
た
。

⇒
旧
総
務
庁
が
セ
ン
タ
ー
に
対
し
て
同
和
問
題
に
関
す
る
啓
発
事
業
の
委
託
を

開
始
。

S6
2.

10
.7

（
財

）
地

域
改

善
啓

発
セ
ン
タ
ー
設

立

⇒
公
益
法
人
に
お
い
て
，
同
和

問
題
に
関

す
る
正

し
い
知

識
の
普

及
，
啓

発
の

各
主
体
相
互
間
の
情
報
流
通
の
促
進
等
の
事
業
が
全
国
的
規
模
で
柔
軟
か
つ

効
果
的
に
行
わ
れ
る
こ
と
は
，
今
後
，
国
及
び
地
方
公
共
団
体
が
啓
発
事
業
を

推
進
し
て
い
く
上
で
，
極
め
て
有
意
義
で
あ
る
と
の
観
点
か
ら
設
立
さ
れ
た
。

⇒
旧
総
務
庁
が
セ
ン
タ
ー
に
対
し
て
同
和
問
題
に
関
す
る
啓
発
事
業
の
委
託
を

開
始
。

H
9.

4.
1

（
財

）
人

権
教

育
啓

発
推

進
セ
ン
タ
ー
に
改

組
・
改

称

・
人
権
に
関
す
る
総
合
的
な
教
育

・
啓
発
及
び
広
報

・
人

権
に
関

す
る
教

育
・
啓

発
に
つ
い
て
，
調

査
，
研

究
，
情
報

収
集
・
提
供

及
び

国
際
的
連
携

⇒
法
務
省
が
セ
ン
タ
ー
に
対
し
て
人
権

啓
発
に
係

る
各

種
事

業
の

委
託
を
開

始
。

H
9.

4.
1

（
財

）
人

権
教

育
啓

発
推

進
セ
ン
タ
ー
に
改

組
・
改

称

・
人
権
に
関
す
る
総
合
的
な
教
育

・
啓
発
及
び
広
報

・
人

権
に
関

す
る
教

育
・
啓

発
に
つ
い
て
，
調

査
，
研

究
，
情
報

収
集
・
提
供

及
び

国
際
的
連
携

⇒
法
務
省
が
セ
ン
タ
ー
に
対
し
て
人
権

啓
発
に
係

る
各

種
事

業
の

委
託
を
開

始
。

S4
0.

8
同

和
対

策
審

議
会
答

申
S4

0.
8

同
和

対
策
審

議
会
答

申

S4
4.

7
同

和
対

策
事

業
特
別

措
置
法

の
施
行

⇒
国
の
同
和
対
策
事
業
が
開
始
さ
れ
る
。
（3

度
に
わ
た
る
特
別
措
置
法
）

S4
4.

7
同

和
対

策
事

業
特
別

措
置
法

の
施
行

⇒
国
の
同
和
対
策
事
業
が
開
始
さ
れ
る
。
（3

度
に
わ
た
る
特
別
措
置
法
）

※
当
初
の
所
管
は
，
総
務
庁
，
法
務
省
及
び
文
科
省

※
旧

総
務

庁
所
管

法
人

（
参

考
）

導
入

経
緯

①

8
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H
9.

3
人

権
擁

護
施

策
推

進
法
の

施
行

⇒
人

権
擁

護
推

進
審
議

会
設
置

【
審

議
事

項
】
①

人
権

教
育

・
啓

発
の

基
本

的
事

項

②
人

権
救

済
制

度
の

在
り
方

H
9.

3
人

権
擁

護
施

策
推

進
法
の

施
行

⇒
人

権
擁

護
推

進
審
議

会
設
置

【
審

議
事

項
】
①

人
権

教
育

・
啓

発
の

基
本

的
事

項

②
人

権
救

済
制

度
の

在
り
方

H
12

.1
2

人
権

教
育
・
啓
発

推
進
法

の
施
行

⇒
国
は
人
権
教
育
・
啓
発
に
関

す
る
基
本
的
な
計
画
を
策
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

H
12

.1
2

人
権

教
育
・
啓
発

推
進
法

の
施
行

⇒
国
は
人
権
教
育
・
啓
発
に
関

す
る
基
本
的
な
計
画
を
策
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

H
14

.3
地

対
財

特
法
の

失
効
（
総
務

庁
が
所

管
か
ら
外

れ
る
）

H
14

.3
地

対
財

特
法
の

失
効
（
総
務

庁
が
所

管
か
ら
外

れ
る
）

H
11

.7
人

権
擁

護
推

進
審

議
会

答
申

（
人

権
教

育
・
啓

発
の

基
本

的
事

項
）

⇒
人
権
セ
ン
タ
ー
は

「
中
立
公
正
な
立
場
で
，
民
間
団
体
と
し
て
の
特
質
を

生
か
し
た
人
権
教
育
・
啓
発
活
動
を
総
合
的
に
行
う
ナ
シ
ョ
ナ
ル
セ
ン
タ
ー
と

し
て
の

役
割

」が
期
待
さ
れ
て
い
る
。

H
11

.7
人

権
擁

護
推

進
審

議
会

答
申

（
人

権
教

育
・
啓

発
の

基
本

的
事

項
）

⇒
人
権
セ
ン
タ
ー
は

「
中
立
公
正
な
立
場
で
，
民
間
団
体
と
し
て
の
特
質
を

生
か
し
た
人
権
教
育
・
啓
発
活
動
を
総
合
的
に
行
う
ナ
シ
ョ
ナ
ル
セ
ン
タ
ー
と

し
て
の

役
割

」が
期
待
さ
れ
て
い
る
。

H
14

.3
人

権
教

育
・
啓

発
に
関

す
る
基

本
計

画
（
閣

議
決

定
）

「
民

間
団

体
と
し
て
の

特
質
を
生

か
し
た
人

権
教
育

・
啓

発
活
動

を
総
合

的
に
行
う
ナ
シ
ョ
ナ
ル
セ
ン
タ
ー
と
し
て
の
役
割
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
，

そ
の
役
割
を
十
分
に
果
た
す
た
め
，
組
織
・
機
構
の
整
備
充
実
，
人
権
課
題

に
関
す
る
専
門
的
知
識
を
有
す
る
ス
タ
ッ
フ
の
育
成
・
確
保
な
ど
同
セ
ン
タ
ー

の
機
能
の
充
実
を
図
る
と
と
も
に
，
人
権
ラ
イ
ブ
ラ
リ
ー
の
活
用
，
人
権
啓

発
指
導
者
養
成
研
修
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
や
人
権
教
育
・
啓
発
に
関
す
る
教
材
や

資
料
の
作
成
な
ど
，
同
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
実
施
し
て
い
る
事
業
の
よ
り
一

層
の

充
実

が
必

要
で
あ
る
。
」

H
14

.3
人

権
教

育
・
啓

発
に
関

す
る
基

本
計

画
（
閣

議
決

定
）

「
民

間
団

体
と
し
て
の

特
質
を
生

か
し
た
人

権
教
育

・
啓

発
活
動

を
総
合

的
に
行
う
ナ
シ
ョ
ナ
ル
セ
ン
タ
ー
と
し
て
の
役
割
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
，

そ
の
役
割
を
十
分
に
果
た
す
た
め
，
組
織
・
機
構
の
整
備
充
実
，
人
権
課
題

に
関
す
る
専
門
的
知
識
を
有
す
る
ス
タ
ッ
フ
の
育
成
・
確
保
な
ど
同
セ
ン
タ
ー

の
機
能
の
充
実
を
図
る
と
と
も
に
，
人
権
ラ
イ
ブ
ラ
リ
ー
の
活
用
，
人
権
啓

発
指
導
者
養
成
研
修
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
や
人
権
教
育
・
啓
発
に
関
す
る
教
材
や

資
料
の
作
成
な
ど
，
同
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
実
施
し
て
い
る
事
業
の
よ
り
一

層
の

充
実

が
必

要
で
あ
る
。
」

（
参

考
）

導
入

経
緯

②

H
24

.4
.1

（
公

財
）
人

権
教

育
啓

発
推

進
セ
ン
タ
ー
に
改

組
H

24
.4

.1
（
公

財
）
人

権
教

育
啓

発
推

進
セ
ン
タ
ー
に
改

組

※
所

管
官

庁
は
内

閣
府

9

94
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～
 違
い
を
認
め
、
共
に
生
き
る
 ～

人
権
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
 i
n 
大
阪

現
在
、日
本
に
は
20
0万
人
を
超
え
る
多
く
の
外
国
人
が
暮
ら
し
て
い
ま
す
が
、

言
語
や
宗
教
、文
化
、慣
習
等
の
違
い
か
ら
軋
轢
が
生
じ
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
。我
が
国
に
お
け
る

外
国
人
が
置
か
れ
て
い
る
実
情
や
多
文
化
共
生
社
会
実
現
へ
の
方
策
等
に
関
す
る
議
論
を
通
じ
、

「
真
の
多
文
化
共
生
社
会
」の
実
現
に
つ
い
て
考
え
ま
す
。

お
申
し
込
み
・
お
問
い
合
わ
せ

公
益
財
団
法
人
人
権
教
育
啓
発
推
進
セ
ン
タ
ー 「
人
権
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
 in
 大
阪
」事
務
局

T
E
L
03
-5
77
7-
18
02

FA
X
03
-5
77
7-
18
03
 

Eメ
ー
ル
ev
en
t2
01
4@
ji
nk
en
.o
r.j
p
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
ht
tp
:/
/w
w
w
.j
in
ke
n.
or
.j
p

主
催
：
法
務
省
／
全
国
人
権
擁
護
委
員
連
合
会
／
大
阪
法
務
局
／
大
阪
府
人
権
擁
護
委
員
連
合
会
／
公
益
財
団
法
人
人
権
教
育
啓
発
推
進
セ
ン
タ
ー
 　

後
援
：

主
催
：
法
務
省
／
全
国
人
権
擁
護
委
員
連
合
会
／
大
阪
法
務
局
／
大
阪
府
人
権
擁
護
委
員
連
合
会
／
公
益
財
団
法
人
人
権
教
育
啓
発
推
進
セ
ン
タ
ー
 　

後
援
：

パ
ネ
リ
ス
ト

山
梨
学
院
大
学
法
科
大
学
院
教
授
、

子
ど
も
の
権
利
条
約
総
合
研
究
所
副
代
表
荒
牧
 重
人

〈
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
〉

〈
資
料
展
示
〉

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

人
KE
N
あ
ゆ
み
ち
ゃ
ん

人
権
イ
メ
ー
ジ
キ
ャ
ラ
ク
タ
ー

人
KE
N
ま
も
る
君

20
14
年
11
月 １
５
日

土
日
 時

会
 場

定
 員

13
：
30
～
17
：
05
（
開
場
12
：
30
）

18
0名

（
事
前
申
込
制
／
先
着
順
）

（
大
阪
府
大
阪
市
北
区
梅
田
3-
4-
5 
毎
日
新
聞
ビ
ル
B1
F）

ht
tp
:/
/w
w
w
.m
ai
ni
ch
i.c
o.
jp
/o
va
l/

大
阪
府
／
大
阪
市
／
大
阪
府
市
長
会
／
大
阪
府
町
村
長
会
／
産
経
新
聞
社
／
朝
日
新
聞
大
阪
本
社
／
読
売
新
聞
社
／
毎
日
新
聞
社
／
日
本
経
済
新
聞
社
大
阪
本
社
／

共
同
通
信
社
大
阪
支
社
／
時
事
通
信
社
大
阪
支
社
／
Ｎ
Ｈ
Ｋ
大
阪
放
送
局
／
M
BS
／
朝
日
放
送
／
関
西
テ
レ
ビ
放
送
／
読
売
テ
レ
ビ
／
ラ
ジ
オ
大
阪
／
ラ
ジ
オ
関
西
／

FM
大
阪
／
FM
80
2／
FM
 C
O
CO
LO
 （
順
不
同
）

宮
島
　
喬

お
茶
の
水
女
子
大
学

名
誉
教
授

・
人
権
啓
発
資
料
、パ
ネ
ル
等
の
展
示
（
予
定
）

・
外
国
人
支
援
に
関
連
す
る
資
料
、パ
ネ
ル
等
の
展
示
（
予
定
）

松本
 フ
ァン
 ア
ル
ベル
ト

合
資
会
社
イ
デ
ア
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

代
表
取
締
役

加
藤
 紀
恵

特
定
非
営
利
活
動
法
人

国
際
交
流
ハ
ー
テ
ィ
港
南
台
会
長

【
電
車
】J
R「
大
阪
」駅
桜
橋
口
よ
り
徒
歩
約
8分

　
　
　
 J
R大
阪
環
状
線「
福
島
」駅
よ
り
徒
歩
約
5分

　
　
　
 阪
神
本
線「
梅
田
」駅
よ
り
徒
歩
約
8分

　
　
　
 地
下
鉄
四
つ
橋
線「
西
梅
田
」駅
徒
歩
約
8分

ア
ク
セ
ス

一
緒
に
考
え
て
み
ま
せ
ん
か
？

一
緒
に
考
え
て
み
ま
せ
ん
か
？

入
場

無
料

～
違
い
を
認
め
、
共
に
生
き
る
～

無
料

外
国
人
と
人
権

外
国
人
と
人
権

手
話
通
訳
・
パ
ソ
コ
ン
要
約
筆
記
・
同
時
通
訳（
英
語
の
み
）あ
り

Q
Rコ
ー
ド
か
ら
簡
単
応
募

オ
ー
バ
ル
ホ
ー
ル

2

41 オ
ー
バ
ル
ホ
ー
ル

（
毎
日
新
聞
ビ
ル
B1
F）

大
阪
駅

福
島
駅

梅
田
駅

西 梅 田 駅
大
阪
中
央

病
院

大
阪
中
央

病
院

阪
神
高
速

阪
神
高
速

阪 神 高 速阪 神 高 速

福
島
交
番

福
島
交
番

ロ
ー
ソ
ン

ロ
ー
ソ
ン

大
阪
中
央
郵
便
局

大
阪
中
央
郵
便
局

サ
ン
ク
ス

サ
ン
ク
ス

三
菱
東
京
UF
J銀
行

三
菱
東
京
UF
J銀
行

NT
Tテ
レ
パ
ー
ク
堂
島
第
一
ビ
ル

NT
Tテ
レ
パ
ー
ク
堂
島
第
一
ビ
ル

NT
Tテ
レ
パ
ー
ク
堂
島
第
２
ビ
ル

NT
Tテ
レ
パ
ー
ク
堂
島
第
２
ビ
ル

ハ
ー
ビ
ス
O
SA
KA

ハ
ー
ビ
ス
O
SA
KA

ハー
トン
ホテ
ル西
梅
田

ハー
トン
ホテ
ル西
梅
田

ホテ
ルモ
ント
レ大
阪

ホテ
ルモ
ント
レ大
阪

ロ
ー
ソ
ン

ロ
ー
ソ
ン

ロ
ー
レ
ル
タ
ワ
ー

サ
ン
ク
タ
ス
梅
田

ロ
ー
レ
ル
タ
ワ
ー

サ
ン
ク
タ
ス
梅
田JT
大
阪
ビ
ル

JT
大
阪
ビ
ル

新
出
入
橋
東
信
号

新
出
入
橋
東
信
号

梅
田
２
中
信
号

梅
田
２
中
信
号

桜
橋
信
号

桜
橋
信
号

〈
ト
ー
ク
シ
ョ
ー
〉

ロ
バ
ー
ト
 キ
ャ
ン
ベ
ル

日
本
文
学
研
究
者
、東
京
大
学
大
学
院
教
授

〈
ト
ー
ク
シ
ョ
ー
〉

ロ
バ
ー
ト
 キ
ャ
ン
ベ
ル

日
本
文
学
研
究
者
、東
京
大
学
大
学
院
教
授
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（ ）

-

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

目標最終年度
26年度

不法残留者数 人

57,333,818

目標値

単位

-

27年度活動見込

国民の安全・安心の確保のため水際対策を徹底しつつ，観光立国推進の
ため円滑な出入国審査を実施するとともに，不法滞在者対策も推進してい

く。

定性的な成果目標と24～26年度の達成状況・実績

当初見込み

人

達成度 ％ - -

定量的な目標が設定できない理由

人

代替目標 代替指標 単位 24年度 25年度

0

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・本邦に上陸する外国人の上陸審査，帰国する日本人の確認，出国する日本人・外国人の確認を行う。
・本邦に在留する外国人の在留資格の変更，在留期間の更新の許可，資格外活動の許可等を行う。
・本邦に不法に滞在する外国人の取り締まり及び退去強制手続を行う。
・本邦にある外国人が難民条約上の難民に該当するか否かの認定を行う。
・外国人登録証明書の調製業務を行う。(H24.7外国人登録法廃止に伴い終了。）

46 0

5,131

％ -

0

- -

24年度 25年度 26年度

45,109,398

-

出入国者数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

年度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　法令等に基づき，出入国の公正な管理を図るとともに，日本社会にとって望ましい外国人を受け入れ，日本社会にとって好ましくない外国人を拒むことを
目的とする。
　テロリストや犯罪者の入国阻止による「水際」での国民の安全・安心の確保，不法滞在者等を生まない社会の構築，共生社会の実現並びに円滑な出入
国を実施することによる我が国の国際交流の推進及び我が国の社会・経済の健全な発展を目指す。

前年度から繰越し 0 43

事業番号

出入国管理業務の実施 担当部局庁 入国管理局 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 総務課
総務課長
石岡　邦章

事業名

会計区分 一般会計、東日本大震災復興特別会計 政策・施策名
出入国の公正な管理
Ⅴ-12-(1)出入国の公正な管理

主要経費

27年度

▲ 6

0

0 0 0 0

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
出入国管理及び難民認定法

関係する計画、
通知等

・「日本再興戦略」改訂２０１４（平成26年6月24日）
・観光立国実現に向けたアクション・プログラム２０１５
（平成27年6月5日）
・「世界一安全な日本」創造戦略（平成25年12月10日）

実施方法

102

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

0

0

4,244

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 4,525

その他の事項経費

58,797,505 66,623,199

55,441,070 57,568,798 62,233,373

終了予定なし

62,009 59,061 60,007

活動実績

活動指標

当該事業は，出入国管理及び難民認定法に基づき，出入国審
査，退去強制手続及び難民認定手続などを行っている義務的な
事業であることから，定量的な目標を設定することは困難である。

翌年度へ繰越し ▲ 43

計

4,369

観光立国主要政策・施策

平成２７年度行政事業レビューシート 法務省

執行額

4,566 4,562 4,415 5,131 0

4,270 4,208

執行率（％） 93% 94% 95%

国民の安全・安心を確保す
るため，水際対策に万全を
期しつつ，不法滞在者対策
を推進していく。

昭和２５年度
事業終了

（予定）年度

成果指標 単位 24年度 25年度 26年度
目標最終年度

- -

成果実績 - - - -

目標値 - - - - -

達成度 - -

実績 人

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

　 0057

年度

4,507
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27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

1,039,615 857,768 915,204

当初見込み

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

在留資格関係件数
活動実績 件

計 5,131 0

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

諸謝金 188

件 1,313,172 1,230,921 800,064 868,278

411

庁費の類

費　目

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

退去強制手続件数
活動実績 件 48,866 35,506 32,016

当初見込み 件 54,427 49,875 33,922 33,007

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

難民認定申請処理件数
活動実績 件 2,198 2,642 3,169

当初見込み 件 1,986 1,777 2,283 3,669

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

外国人登録証明書調整件数
活動実績 件 253,937 - -

当初見込み 件 527,321 - - -

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

執行額／出入国管理業務取扱件数

単位当たり
コスト 円 75 73 67 76

計算式 百万円/件 4,244/56,785,686 4,270/58,464,714 4,208/63,183,762 5,131/67,528,153

4,532

旅費
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関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ‐

同上

事業名所管府省・部局名 事業番号

59,61

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

63,65平成22年度

平成25年度

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

出入国の公正な管理を目的とするものであるため，国が実
施すべき事業である。

同上

○

○

○

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位コストについて，減少傾向にあることから，適切な予算措置がなされている。
点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成26年度

点検結果

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

同上

同上

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

62,65

71,74

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度 58,61

受益者との負担関係は妥当であるか。

‐

外部有識者の所見

改善の
方向性

各業務の実施状況について，執行実績の分析・点検を行うこととし，必要に応じて見直しを行い，適切に予算に反映することとする。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

活動実績は，概ね見込みにあったものとなっている。

同上

同上

予算執行調査の結果を踏まえ，光熱水料を見直した。

○

一般競争入札を原則とし，競争性が確保されている。

国
費
投
入
の
必

要
性

事業所管部局による点検・改善
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※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

法務省

4,208百万円

Ｄ 東京入国管理局ほか10庁

3,722百万円

Ｆ 株式会社アバンセコー

ポレーションほか

173百万円

【本省から予算配分】

【諸謝金】

通訳・翻訳謝金 等

出入国管理業務に必要な物品の

購入，役務の契約 等

出入国管理業務に必要な物品

の購入，役務の契約等を本省契

約，地方局に予算配分

Ａ トッパンフォームズ株

式会社ほか

452百万円

【一般競争入札・随意契約】

各種出入国記録用紙印刷

費 等

Ｃ 名鉄観光サービス株式

会社ほか

16百万円

【旅費】

旅行チケット代

監査，指導旅費 等

Ｅ 新関西国際空港株式会

社 ほか

3,272百万円

【一般競争入札・随意契約】

空気調和・管理費

土地建物使用料 等

Ｇ 株式会社ワールドワイ

ド ほか

277百万円

【旅費】

旅行チケット代

審査，調査旅費 等

Ｂ 独立行政法人日本貿易

振興機構アジア経済研究所

ほか

【諸謝金】

翻訳・通訳謝金

調査・研究依頼謝金 等
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支出先上位１０者リスト
A.

印刷製本費 各種出入国記録用紙印刷費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.トッパンフォームズ株式会社 E.新関西国際空港株式会社

金　額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

129 雑役務費

金　額
(百万円）

空気調和料及び管理費等 137

土地建物借料 土地建物使用料 133

光熱水料 光熱水料 22

B.独立行政法人日本貿易振興機構アジア経済研究所 F.株式会社アバンセコーポレーション

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

諸謝金 調査・研究謝金 3 諸謝金 通訳・翻訳謝金 12

計 129 計 292

C.名鉄観光サービス株式会社 G. 株式会社ワールドワイド

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

旅費 旅費チケット代 3 旅費 旅費チケット代 22

計 3 計 12

計 3 計 22

D.東京入国管理局ほか10庁 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

1 トッパンフォームズ株式会社 各種出入国記録用紙の印刷 84 7 93.2％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 トッパンフォームズ株式会社 各種出入国記録用紙の印刷 45 7 99.3％

6 97.7％

末友印版工業株式会社 上陸許可証印等の購入 19 随意契約 -

株式会社キャリア 情報開示係補助業務に係る人材派遣 18 5

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

新陽株式会社 入国審査官等盛夏上衣等の製造 20 4 98％

5 広友物産株式会社 縦型出入国審査カウンターの製造等 19 2 98.6％

入国審査官等合服等の製造 24

株式会社武田商店 証票の製造 12 2 96.6％

89.5％

6

7

4

3 株式会社三幸

日本郵便株式会社 後納郵便料 11 随意契約 -

8

9

10

11

朝日梱包株式会社 梱包発送費 10 2 91.1％

独立行政法人国立印刷局 在留資格認定証明書等の印刷 9 随意契約 -

各会計機関への予算配分 3,722

計 3,722 計 0

チェック
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B

C

D

2 株式会社ジャパンプレミアム 翻訳謝金 2 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
独立行政法人日本貿易振興機
構アジア経済研究所

調査・研究依頼謝金 3 - -

4 株式会社エアクレーレン 翻訳謝金 1 - -

5 株式会社日本翻訳センター 翻訳謝金 0.8 - -

3 株式会社ホンヤク社 翻訳謝金 1 - -

8 個人Ｃ 出席依頼謝金 0.3 - -

9 個人Ｄ 出席依頼謝金 0.3 - -

6 個人Ａ 出席依頼謝金 0.3 - -

7 個人Ｂ 意見書作成依頼謝金 0.3 - -

10 個人Ｅ 出席依頼謝金 0.3 - -

1 名鉄観光サービス株式会社 旅行チケット代 3 - -

2 職員Ａ 第三国定住調査等に要した旅費 0.9 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5 職員Ｄ 船上審査に要した旅費 0.4 - -

6 職員Ｅ 第三国定住調査等に要した旅費 0.4 - -

3 職員Ｂ 第三国定住調査等に要した旅費 0.9 - -

4 職員Ｃ 第三国定住調査等に要した旅費 0.5 - -

9 職員Ｈ 第三国定住調査等に要した旅費 0.3 - -

10 職員Ｉ 船上審査に要した旅費 0.3 - -

7 職員Ｆ 監査・指導等に要した旅費 0.3 - -

8 職員Ｇ 船上審査に要した旅費 0.3 - -

2 大阪入国管理局 予算配分 602 - -

3 名古屋入国管理局 予算配分 498 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 東京入国管理局 予算配分 1,937 - -

6 西日本入国管理センター 予算配分 73 - -

7 仙台入国管理局 予算配分 70 - -

4 福岡入国管理局 予算配分 340 - -

5 札幌入国管理局 予算配分 85 - -

10 東日本入国管理センター 予算配分 20 - -

8 広島入国管理局 予算配分 55 - -

9 高松入国管理局 予算配分 29 - -
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E

F

G

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 新関西国際空港株式会社 LCCターミナル等光熱水料 22 随意契約 -

4 首都圏ビルサービス協同組合 東京局庁舎警備等業務委託 125 3 93.7％

1 新関西国際空港株式会社 LCCターミナル等空気調和料及び管理費等 137 随意契約 -

2 新関西国際空港株式会社 LCCターミナル等土地建物使用料 133 随意契約 -

7 成田国際空港株式会社 成田空港分庁舎土地建物使用料等 132 随意契約 -

8
東京ベイサイドビルサービス協
同組合

成田空港審査ブースコンシェルジュ業務委託 104 3 82％

5 首都圏ビルサービス協同組合 成田空港審査場警備監視等業務委託 65 2 99.5％

6 首都圏ビルサービス協同組合 羽田空港審査場警備監視等業務委託等 41 3 99.6％

11
福岡空港ビルディング株式会
社

土地建物使用料等 86 随意契約 -

12 三菱ＵＦＪ信託銀行 土地建物使用料 71 随意契約 -

9
東京国際空港ターミナル株式
会社

羽田空港専用部分維持管理料等 93 随意契約 -

10
オリックス・ファシリティーズ株
式会社

名古屋局庁舎設備維持管理業務委託等 89 5 74.8％

13 関西電力株式会社 電気使用料 62 1 94.5％

14 中部国際空港(株) 土地建物使用料等 55 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
株式会社アバンセコーポレー
ション

翻訳謝金 12 - -

4 個人Ｃ 通訳・翻訳謝金 3 - -

5 株式会社日本翻訳センター 翻訳謝金 3 - -

2 個人Ａ 通訳・翻訳謝金 4 - -

3 個人Ｂ 通訳・翻訳謝金 3 - -

8 個人Ｆ 通訳・翻訳謝金 2 - -

9 個人Ｇ 通訳・翻訳謝金 2 - -

6 個人Ｄ 通訳・翻訳謝金 2 - -

7 個人Ｅ 通訳・翻訳謝金 2 - -

10 個人Ｈ 通訳・翻訳謝金 2 - -

1 株式会社ワールドワイド 旅行チケット代 22 - -

2 九州旅客鉄道株式会社 旅行チケット代 20 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5 職員Ａ 摘発及び調査に要した旅費 1 - -

6 職員Ｂ 摘発及び調査に要した旅費 1 - -

3 有限会社ジーエストラベル 旅行チケット代 3 - -

4
有限会社アロースターインター
ナショナル

旅行チケット代 1 - -

9 職員Ｅ 摘発及び調査に要した旅費 1 - -

10 職員Ｆ 摘発及び調査に要した旅費 1 - -

7 職員Ｃ 摘発及び調査に要した旅費 1 - -

8 職員Ｄ 摘発及び調査に要した旅費 1 - -

チェック
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IMMIGRATION 2014

2

　
日
本
を
訪
れ
る
外
国
人
－
そ
の
数
は
一
日
約
３
万
人
に
及
び
ま
す
。
ま
た
，
そ
の
1.
5
倍
以
上
の
日
本
人
が

毎
日
海
外
へ
旅
立
っ
て
い
ま
す
。
日
本
に
滞
在
す
る
外
国
人
の
国
籍
も
世
界
の
ほ
と
ん
ど
の
国
に
及
び
，
私
た

ち
の
身
近
な
と
こ
ろ
で
外
国
人
と
の
か
か
わ
り
が
日
に
日
に
深
ま
っ
て
い
ま
す
。

　
い
ろ
い
ろ
な
国
の
人
が
日
本
を
訪
れ
生
活
す
る
こ
と
は
，
国
際
的
な
相
互
理
解
の
増
進
に
役
立
ち
，
国
際
社

会
の
中
に
あ
る
我
が
国
に
と
っ
て
益
々
重
要
な
意
味
を
持
つ
よ
う
に
な
っ
て
い
ま
す
。
外
国
人
を
円
滑
に
受
け

入
れ
ら
れ
る
よ
う
に
す
る
こ
と
は
日
本
社
会
に
と
っ
て
と
て
も
大
切
で
す
。
一
方
，
外
国
人
を
受
け
入
れ
る
に

当
た
っ
て
は
，
日
本
社
会
の
安
全
や
利
益
が
守
ら
れ
，
日
本
人
が
安
心
し
て
外
国
人
と
共
生
で
き
る
仕
組
み
の

強
化
が
社
会
の
要
請
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　「
世
界
の
中
の
日
本
」
で
あ
る
か
ら
こ
そ
「
日
本
の
中
の
世
界
」
で
あ
る
外
国
人
と
上
手
に
付
き
合
っ
て
い
き

た
い
も
の
で
す
。

　
出
入
国
管
理
は
，
こ
う
し
た
国
際
交
流
が
効
果
的
に
行
わ
れ
る
よ
う
，
国
内
で
の
摩
擦
や
好
ま
し
く
な
い
問

題
が
生
じ
な
い
よ
う
考
え
な
が
ら
実
施
し
て
い
く
行
政
で
あ
り
，
ま
さ
に
世
界
と
日
本
を
結
ぶ
役
割
を
果
た
し

て
い
ま
す
。

　
出
入
国
管
理
行
政
を
担
当
す
る
の
は
，法
務
省
の
入
国
管
理
局
と
そ
の
出
先
機
関
で
，一
般
に「
入
管
」又
は「
イ

ミ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
」
と
呼
ば
れ
て
い
ま
す
。

　
入
管
行
政
の
基
本
法
は
，「
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
」（
以
下
「
入
管
法
」
と
略
称
し
ま
す
。）
で
す
。

世
界
の
中
の
日
本
，

だ
か
ら
日
本
の
中
の
世
界
を
大
切
に
し
た
い
…

◆
 入
管
の
仕
事
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
4
～
1
4

 　
1
.す
べ
て
の
人
の
出
入
国
の
公
正
な
管
理
･･
･･
･･
･･
4

 　
2
.外
国
人
の
在
留
の
管
理
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
8

 　
3
.中
長
期
在
留
者
の
在
留
管
理
制
度
･･
･･
･･
･･
･･
1
0

 　
4
.外
国
人
の
退
去
強
制
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
1
2

 　
5
.難
民
の
認
定
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
1
4

◆
 近
年
の
出
入
国
管
理
政
策
･･
･･
･･
･･
･･
･1
5
～
2
1

 　
6
.特
別
永
住
者
証
明
書
，

　
　
  
在
留
カ
ー
ド
へ
の
切
替
え
案
内
･･
･･
･･
･･
･･
･･
1
5

 　
7
.自
動
化
ゲ
ー
ト
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
1
6

 　
8
.イ
ン
フ
ォ
メ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
･･
･･
･･
･･
･･
1
6

 　
9
.高
度
人
材
ポ
イ
ン
ト
制
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
1
7

 　
1
0
.人
身
取
引
対
策
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･
1
8

 　
1
1
.国
際
テ
ロ
対
策
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･
1
8

 　
1
2
.第
４
次
出
入
国
管
理
基
本
計
画
･･
･･
･･
･･
･･
･
1
9

 　
1
3
.入
管
法
が
変
わ
り
ま
す
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･
2
0

◆
 入
管
の
職
員
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･
2
2

◆
 入
管
の
機
構
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･･
･
2
3

IN
D
E
X

＜
写
真
＞
羽
田
空
港
（
提
供
：
東
京
国
際
空
港
タ
ー
ミ
ナ
ル
株
式
会
社
）
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1

4
入
管
の
仕
事
  
す
べ
て
の
人
の
出
入
国
の
公
正
な
管
理

す
べ
て
の
人
の
出
入
国
の

公
正
な
管
理

す べ て の 人 の 出 入 国 の 公 正 な 管 理

国
境
を
越
え
る
人
々
，そ
の
ス
ム
ー
ズ
な
移
動
の
た
め
に
…

　
国
際
化
時
代
の
中
で
，日
本
は
世
界
に
向
か
っ
て
で
き
る
限
り
扉
を
開
く
よ
う
に
し
て
い
ま
す
。と
は
言
っ
て
も
，外
国
人
が

何
ら
の
制
限
や
審
査
も
受
け
ず
に
自
由
に
日
本
に
入
国
し
，仕
事
に
つ
き
，生
活
し
て
よ
い
と
い
う
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。外

国
人
が
ど
の
よ
う
な
目
的
で
日
本
を
訪
れ
，ど
の
く
ら
い
滞
在
す
る
の
か
，そ
れ
が
日
本
人
の
生
活
を
お
び
や
か
す
こ
と
が
な

い
の
か
ど
う
か
な
ど
を
日
本
の
法
令
に
基
づ
い
て
判
断
し
，日
本
に
滞
在
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
ど
う
か
が
決
め
ら
れ
ま
す
。

こ
れ
を
行
う
入
国
管
理
の
仕
事
は
，人
の
交
流
が
活
発
に
な
れ
ば
な
る
ほ
ど
一
層
重
要
に
な
っ
て
き
て
い
ま
す
。正
当
な
目
的

を
も
っ
て
来
日
し
よ
う
と
す
る
人
が
ス
ム
ー
ズ
に
入
国
し
安
心
し
て
生
活
で
き
る
よ
う
に
す
る
と
と
も
に
，日
本
で
の
滞
在
を

認
め
て
は
な
ら
な
い
よ
う
な
外
国
人
か
ら
日
本
国
民
の
生
命
・
安
全
や
産
業
・
国
民
生
活
上
の
利
益
を
守
る
こ
と
も
，ま
た
入

管
の
仕
事
で
す
。

国
籍
・
地
域

入
国
者
数

構
成
比（
％
）

総
数

1
1
,2
5
5
,2
2
1
 人

1
0
0
.0
%

●
韓
国

2
,7
2
3
,0
8
4
 人

2
4
.2
%

●
台
湾

2
,2
4
5
,5
4
3
 人

2
0
.0
%

●
中
国

1
,6
0
4
,6
2
1
 人

1
4
.3
%

●
米
国

8
2
7
,6
5
4
 人

7
.4
%

●
中
国（
香
港
）

7
2
5
,3
9
1
 人

6
.4
%

●
タ
イ

4
7
7
,7
9
4
 人

4
.2
%

●
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

2
4
3
,2
2
2
 人

2
.2
%

●
フ
ィ
リ
ピ
ン

2
2
7
,0
3
5
 人

2
.0
%

●
英
国

1
9
6
,9
1
5
 人

1
.7
%

●
そ
の
他

1
,9
8
3
,9
6
2
 人

1
7
.6
%

（
注
） 
構
成
比（
％
）は
小
数
点
以
下
第
２
位
を
四
捨
五
入
し
，

小
数
点
以
下
第
１
位
ま
で
の
表
記
に
し
て
い
る
た
め
，

す
べ
て
の
構
成
比
を
足
し
た
場
合
，必
ず
し
も
そ
の

合
計
が
1
0
0
％
に
な
る
と
は
限
り
ま
せ
ん
。

国
籍
・
地
域
別
外
国
人
入
国
者
数
 （平

成
2
5
年
）

在
留
資
格
認
定
証
明
書

　
日
本
に
入
国
を
希
望
す
る
外
国
人
又
は
そ
の
代

理
人（
日
本
国
内
居
住
）は
，最
寄
り
の
地
方
入
国

管
理
局
へ
申
請
書
類
を
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
，

事
前
に
，在
留
資
格
の
認
定
を
受
け
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。こ
う
し
て
認
定
を
受
け
た
外
国
人
に
は

「
在
留
資
格
認
定
証
明
書
」が
交
付
さ
れ
ま
す
。査

証（
ビ
ザ
）発
給
申
請
の
際
，ま
た
，我
が
国
の
空
港

等
に
お
け
る
上
陸
審
査
の
際
に
，こ
の
証
明
書
を

提
出
す
れ
ば
，審
査
が
ス
ム
ー
ズ
に
な
り
ま
す
。

査
　
証

 
出
発
前
に
海
外
に
あ
る
日
本

の
大
使
館
や
領
事
館
で
取
得

す
る
も
の
で
，日
本
に
入
国
す

る
際
に
は
，原
則
と
し
て
そ
の

取
得
が
求
め
ら
れ
て
お
り
，外

国
人
の
持
っ
て
い
る
旅
券
が
有

効
で
あ
る
こ
と
の
確
認
と
，入

国
さ
せ
て
も
支
障
が
な
い
と
い

う
推
薦
の
意
味
が
あ
り
ま
す
。

査
証
免
除

　
短
期
間
の
滞
在
を
予
定
す
る

外
国
人
に
つ
い
て
は
国
際
移
動

の
円
滑
化
を
図
る
た
め
，国
と
国

と
の
間
で
相
互
に
査
証
を
免
除

す
る
取
決
め
を
結
ぶ
こ
と
が
あ
り

ま
す
。平
成
2
7
年
1
月
1
日
現
在

日
本
は
6
7
の
国
・
地
域
の
一
般

旅
券
所
持
者
に
対
す
る
査
証
免

除
措
置
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

上
陸
拒
否

　
日
本
に
入
国
し
よ
う
と

す
る
外
国
人
は
，上
陸
審

査
に
お
い
て
上
陸
の
た

め
の
条
件
を
満
た
し
て
い

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

こ
の
上
陸
の
た
め
の
条

件
を
満
た
し
て
い
な
い
場

合
に
は
，上
陸
が
拒
否
さ

れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
我
が
国
に
外
国
人
を
受
け
入
れ
る
に
当
た
っ
て
は
，国
際
社
会
に
お
け
る
我
が
国
の
役
割
や
，我
が
国
の
地
理
的
・
歴
史
的
な

背
景
な
ど
を
考
慮
し
，内
外
社
会
の
現
況
や
動
向
を
十
分
に
見
極
め
た
上
で
，そ
の
ル
ー
ル
づ
く
り
が
な
さ
れ
る
よ
う
，関
係
省

庁
や
関
係
団
体
と
の
協
議
・
意
見
交
換
が
重
ね
ら
れ
て
い
ま
す
。

外
国
人
の

入
国
の
審
査

日
本
の
出
入
国
港

へ
着
い
た
外
国
人

は
上
陸
の
申
請
を

行
い
ま
す
。こ
の
際
，

免
除
対
象
者
を
除

き
個
人
識
別
情
報

（
指
紋
及
び
顔
写

真
）を
提
供
し
ま
す
。

外
国
人
は
旅
券（
パ
ス
ポ
ー
ト
）と
査
証（
ビ
ザ
）を

持
っ
て
日
本
に
来
ま
す
。

日
本
の
玄
関
で
－

上
陸
審
査
を
待
つ
人
た
ち

自
動
化
ゲ
ー
ト

入
国
審
査
官
に
よ
る
上
陸
審
査

そ
の
他

1
7
.6
%

総
数

11
,2
55
,2
21
人

1
0
0
%

韓
国

2
4
.2
%

中
国

1
4
.3
%

台
湾

2
0
.0
%

米
国

7.
4
%

●
中
国（
香
港
） 
6
.4
%

●
タ
イ
 4
.2
%

●
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
 2
.2
%

●
フ
ィ
リ
ピ
ン
 2
.0
%

●
英
国
 1
.7
%
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5
入
管
の
仕
事
  
す
べ
て
の
人
の
出
入
国
の
公
正
な
管
理

す べ て の 人 の 出 入 国 の 公 正 な 管 理

外
国
人
入
国
者
，日
本
人
出
国
者
の
推
移

上
陸
許
可
証
印

在
留
資
格

　
入
国
の
際
に
外
国
人
の
入
国
・
在
留
の

目
的
に
応
じ
て
入
国
審
査
官
か
ら
与
え
ら

れ
る
資
格（
3
3
種
類
：
P
6「
在
留
資
格
一

覧
表
」を
参
照
）で
，外
国
人
は
こ
の
資
格

の
範
囲
内
で
活
動
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。

特
例
上
陸
許
可

　
航
空
機
や
船
舶
の
乗
員
又
は
乗
客
に
対
し
て
，一
定
の
条
件
の
下
に

簡
易
な
手
続
き
で
一
時
的
な
上
陸
を
許
可
す
る「
特
例
上
陸
許
可
」の
制

度
が
あ
り
ま
す
。「
特
例
上
陸
許
可
」に
は
寄
港
地
上
陸
許
可
，船
舶
観
光

上
陸
許
可
，通
過
上
陸
許
可
，乗
員
上
陸
許
可
，緊
急
上
陸
許
可
，遭
難
に

よ
る
上
陸
許
可
，一
時
庇
護
の
た
め
の
上
陸
許
可
が
あ
り
ま
す
。平
成

2
5
年
に
特
例
上
陸
の
許
可
を
受
け
た
外
国
人
は
約
2
1
7
万
人
で
す
。

在
留
期
間

　
そ
れ
ぞ
れ
の
在
留
資
格
ご
と
に
，在

留
で
き
る
期
間（
一
度
の
許
可
で
在
留

で
き
る
期
間
）が
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

こ
の
在
留
期
間
は
日
本
国
内
で
更
新

が
可
能
で
す
。

3
入
国
審
査
官
は
旅
券
，査
証
，そ
し
て
必
要
な
事
項
の
記
載
さ
れ
た
出

入
国
記
録
カ
ー
ド（
E
D
カ
ー
ド
と
呼
ば
れ
て
い
ま
す
。）
等
に
よ
っ
て
，

そ
の
外
国
人
の
上
陸
を
認
め
て
よ
い
か
ど
う
か
の
審
査
を
し
ま
す
。

旅
券・
査
証

ED
カ
ー
ド

4
外
国
人
の
旅
券
に
上
陸

許
可
の
証
印
を
し
ま
す
。

※
 成
田
空
港
，羽
田
空
港
，中
部
空
港

及
び
関
西
空
港
に
お
い
て
は
，上

陸
許
可
に
よ
っ
て
中
長
期
在
留
者

と
な
っ
た
方
に
は
在
留
カ
ー
ド
を

交
付
し
ま
す
。そ
の
他
の
出
入
国

港
で
は
，在
留
カ
ー
ド
を
後
日
交

付
す
る
旨
を
記
載
し
ま
す
。

こ
れ
で
正
式
に

日
本
へ
の
上
陸
が

許
可
さ
れ
た
こ
と

に
な
り
ま
す

日
本
人
出
国
者

外
国
人
入
国
者

単
位
：
万
人

平
成

10
年

平
成

11
年

平
成

12
年

平
成

13
年

平
成

14
年

平
成

15
年

平
成

16
年

平
成

17
年

平
成

18
年

平
成

19
年

平
成

20
年

平
成

21
年

平
成

22
年

平
成

23
年

平
成

24
年

平
成

25
年

1,
58
0.
6

45
5.
7 

1,
63
5.
8

49
0.
1

1,
78
1.
9

52
7.
2

1,
62
1.
6

52
8.
6

1,
65
2.
3

57
7.
2

1,
32
9.
6

57
2.
7

1,
68
3.
1

67
5.
7

1,
74
0.
4

74
5

1,
75
3.
5

81
0.
8

1,
72
9.
5

91
5.
2

1,
59
8.
7

91
4.
6

1,
54
4.
6

75
8.
1

1,
66
3.
7

94
4.
4

1,
69
9.
4

71
3.
5

1,
84
9.
1
1,
74
7.
3

91
7.
2

1,
12
5.
5

成
田
空
港
第
２
旅
客
タ
ー
ミ
ナ
ル

ビ
ル
か
ら
上
陸
し
た
こ
と
を
意
味

し
て
い
ま
す
。

（
中
長
期
在
留
者
と
な
っ
た
方
で
4
大

空
港（
成
田
・
羽
田
・
中
部
・
関
西
空
港
）

か
ら
入
国
し
た
方
に
対
し
て
交
付
さ

れ
ま
す
。）

在
留
期
間
9
0
日
を
許
可
さ
れ

観
光
，
商
用
，
親
族
訪
問
な
ど
，

短
期
間
日
本
に
滞
在
す
る
目
的
で

2
0
1
4
年
7
月
1
日
に

上
陸
許
可
証
印
（
シ
ー
ル
式
）

上
陸
許
可
証
印
（
押
印
式
）

在
留
カ
ー
ド

見
本

見
本

見
本

6
入
管
の
仕
事
  
す
べ
て
の
人
の
出
入
国
の
公
正
な
管
理

す
べ
て
の
人
の
出
入
国
の
公
正
な
管
理

す べ て の 人 の 出 入 国 の 公 正 な 管 理

在
留
資
格
一
覧
表

※
平
成
2
7
年
4
月
現
在

在
留
資
格

本
邦
に
お
い
て
行
う
こ
と
が
で
き
る
活
動

該
当
例

在
留
期
間

外
交

日
本
国
政
府
が
接
受
す
る
外
国
政
府
の
外
交
使
節
団
若
し
く
は
領
事
機
関
の
構
成
員
，条
約
若
し
く
は
国
際
慣
行
に

よ
り
外
交
使
節
と
同
様
の
特
権
及
び
免
除
を
受
け
る
者
又
は
こ
れ
ら
の
者
と
同
一
の
世
帯
に
属
す
る
家
族
の
構
成

員
と
し
て
の
活
動

外
国
政
府
の
大
使
，公
使
，総
領
事
，代
表
団
構

成
員
等
及
び
そ
の
家
族

外
交
活
動
の
期
間

公
用

日
本
国
政
府
の
承
認
し
た
外
国
政
府
若
し
く
は
国
際
機
関
の
公
務
に
従
事
す
る
者
又
は
そ
の
者
と
同
一
の
世
帯
に

属
す
る
家
族
の
構
成
員
と
し
て
の
活
動（
こ
の
表
の
外
交
の
項
に
掲
げ
る
活
動
を
除
く
。）

外
国
政
府
の
大
使
館
・
領
事
館
の
職
員
，国
際
機

関
等
か
ら
公
の
用
務
で
派
遣
さ
れ
る
者
等
及
び

そ
の
家
族

5
年
，3
年
，1
年
，3
月
，3
0
日

又
は
1
5
日

教
授

本
邦
の
大
学
若
し
く
は
こ
れ
に
準
ず
る
機
関
又
は
高
等
専
門
学
校
に
お
い
て
研
究
，研
究
の
指
導
又
は
教
育
を
す
る

活
動

大
学
教
授
等

5
年
，3
年
，1
年
又
は
3
月

芸
術

収
入
を
伴
う
音
楽
，美
術
，文
学
そ
の
他
の
芸
術
上
の
活
動（
こ
の
表
の
興
行
の
項
に
掲
げ
る
活
動
を
除
く
。）

作
曲
家
，画
家
，著
述
家
等

5
年
，3
年
，1
年
又
は
3
月

宗
教

外
国
の
宗
教
団
体
に
よ
り
本
邦
に
派
遣
さ
れ
た
宗
教
家
の
行
う
布
教
そ
の
他
の
宗
教
上
の
活
動

外
国
の
宗
教
団
体
か
ら
派
遣
さ
れ
る
宣
教
師
等

5
年
，3
年
，1
年
又
は
3
月

報
道

外
国
の
報
道
機
関
と
の
契
約
に
基
づ
い
て
行
う
取
材
そ
の
他
の
報
道
上
の
活
動

外
国
の
報
道
機
関
の
記
者
，カ
メ
ラ
マ
ン

5
年
，3
年
，1
年
又
は
3
月

高
度
専
門
職

１
号 　
高
度
の
専
門
的
な
能
力
を
有
す
る
人
材
と
し
て
法
務
省
令
で
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
者
が
行
う
次
の
イ
か

ら
ハ
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
活
動
で
あ
っ
て
，我
が
国
の
学
術
研
究
又
は
経
済
の
発
展
に
寄
与
す
る
こ
と

が
見
込
ま
れ
る
も
の

イ
　
法
務
大
臣
が
指
定
す
る
本
邦
の
公
私
の
機
関
と
の
契
約
に
基
づ
い
て
研
究
，研
究
の
指
導
若
し
く
は
教
育
を
す

る
活
動
又
は
当
該
活
動
と
併
せ
て
当
該
活
動
と
関
連
す
る
事
業
を
自
ら
経
営
し
若
し
く
は
当
該
機
関
以
外
の
本

邦
の
公
私
の
機
関
と
の
契
約
に
基
づ
い
て
研
究
，研
究
の
指
導
若
し
く
は
教
育
を
す
る
活
動

ロ
　
法
務
大
臣
が
指
定
す
る
本
邦
の
公
私
の
機
関
と
の
契
約
に
基
づ
い
て
自
然
科
学
若
し
く
は
人
文
科
学
の
分
野

に
属
す
る
知
識
若
し
く
は
技
術
を
要
す
る
業
務
に
従
事
す
る
活
動
又
は
当
該
活
動
と
併
せ
て
当
該
活
動
と
関
連

す
る
事
業
を
自
ら
経
営
す
る
活
動

ハ
　
法
務
大
臣
が
指
定
す
る
本
邦
の
公
私
の
機
関
に
お
い
て
貿
易
そ
の
他
の
事
業
の
経
営
を
行
い
若
し
く
は
当
該

事
業
の
管
理
に
従
事
す
る
活
動
又
は
当
該
活
動
と
併
せ
て
当
該
活
動
と
関
連
す
る
事
業
を
自
ら
経
営
す
る
活
動

２
号 　
１
号
に
掲
げ
る
活
動
を
行
っ
た
者
で
あ
っ
て
，そ
の
在
留
が
我
が
国
の
利
益
に
資
す
る
も
の
と
し
て
法
務
省
令

で
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
も
の
が
行
う
次
に
掲
げ
る
活
動

イ
　
本
邦
の
公
私
の
機
関
と
の
契
約
に
基
づ
い
て
研
究
，研
究
の
指
導
又
は
教
育
を
す
る
活
動

ロ
　
本
邦
の
公
私
の
機
関
と
の
契
約
に
基
づ
い
て
自
然
科
学
又
は
人
文
科
学
の
分
野
に
属
す
る
知
識
又
は
技
術
を

要
す
る
業
務
に
従
事
す
る
活
動

ハ
　
本
邦
の
公
私
の
機
関
に
お
い
て
貿
易
そ
の
他
の
事
業
の
経
営
を
行
い
又
は
当
該
事
業
の
管
理
に
従
事
す
る
活

動
ニ
　
２
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
の
い
ず
れ
か
の
活
動
と
併
せ
て
行
う
こ
の
表
の
教
授
，芸
術
，宗
教
，報
道
，法
律
・
会
計
業

務
，医
療
，教
育
，技
術
・
人
文
知
識
・
国
際
業
務
，興
行
，技
能
の
項
に
掲
げ
る
活
動（
２
号
の
イ
か
ら
ハ
ま
で
の
い

ず
れ
か
に
該
当
す
る
活
動
を
除
く
。）

ポ
イ
ン
ト
制
に
よ
る
高
度
人
材

１
号
は
５
年
，２
号
は
無
期
限

経
営
・
管
理

本
邦
に
お
い
て
貿
易
そ
の
他
の
事
業
の
経
営
を
行
い
又
は
当
該
事
業
の
管
理
に
従
事
す
る
活
動（
こ
の
表
の
法
律
・

会
計
業
務
の
項
に
掲
げ
る
資
格
を
有
し
な
け
れ
ば
法
律
上
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事
業
の
経
営

又
は
管
理
に
従
事
す
る
活
動
を
除
く
。）

企
業
等
の
経
営
者
・
管
理
者

５
年
，３
年
，１
年
，４
月
又
は
３
月

法
律
・

会
計
業
務

外
国
法
事
務
弁
護
士
，外
国
公
認
会
計
士
そ
の
他
法
律
上
資
格
を
有
す
る
者
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
法
律
又
は

会
計
に
係
る
業
務
に
従
事
す
る
活
動

弁
護
士
，公
認
会
計
士
等

5
年
，3
年
，1
年
又
は
3
月

医
療

医
師
，歯
科
医
師
そ
の
他
法
律
上
資
格
を
有
す
る
者
が
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
医
療
に
係
る
業
務
に
従
事
す
る
活

動
医
師
，歯
科
医
師
，看
護
師

5
年
，3
年
，1
年
又
は
3
月

研
究

本
邦
の
公
私
の
機
関
と
の
契
約
に
基
づ
い
て
研
究
を
行
う
業
務
に
従
事
す
る
活
動（
こ
の
表
の
教
授
の
項
に
掲
げ
る

活
動
を
除
く
。）

政
府
関
係
機
関
や
私
企
業
等
の
研
究
者

5
年
，3
年
，1
年
又
は
3
月

教
育

本
邦
の
小
学
校
，中
学
校
，高
等
学
校
，中
等
教
育
学
校
，特
別
支
援
学
校
，専
修
学
校
又
は
各
種
学
校
若
し
く
は
設

備
及
び
編
制
に
関
し
て
こ
れ
に
準
ず
る
教
育
機
関
に
お
い
て
語
学
教
育
そ
の
他
の
教
育
を
す
る
活
動

中
学
校
・
高
等
学
校
等
の
語
学
教
師
等

5
年
，3
年
，1
年
又
は
3
月

技
術
・

人
文
知
識
・

国
際
業
務

本
邦
の
公
私
の
機
関
と
の
契
約
に
基
づ
い
て
行
う
理
学
，工
学
そ
の
他
の
自
然
科
学
の
分
野
若
し
く
は
法
律
学
，経

済
学
，社
会
学
そ
の
他
の
人
文
科
学
の
分
野
に
属
す
る
技
術
若
し
く
は
知
識
を
要
す
る
業
務
又
は
外
国
の
文
化
に
基

盤
を
有
す
る
思
考
若
し
く
は
感
受
性
を
必
要
と
す
る
業
務
に
従
事
す
る
活
動（
こ
の
表
の
教
授
，芸
術
，報
道
，経
営
・

管
理
，法
律
・
会
計
業
務
，医
療
，研
究
，教
育
，企
業
内
転
勤
，興
行
の
項
に
掲
げ
る
活
動
を
除
く
。）

機
械
工
学
等
の
技
術
者
，通
訳
，デ
ザ
イ
ナ
ー
，私

企
業
の
語
学
教
師
，マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
業
務
従
事

者
等

５
年
，３
年
，１
年
又
は
３
月

企
業
内
転
勤

本
邦
に
本
店
，支
店
そ
の
他
の
事
業
所
の
あ
る
公
私
の
機
関
の
外
国
に
あ
る
事
業
所
の
職
員
が
本
邦
に
あ
る
事
業

所
に
期
間
を
定
め
て
転
勤
し
て
当
該
事
業
所
に
お
い
て
行
う
こ
の
表
の
技
術
・
人
文
知
識
・
国
際
業
務
の
項
に
掲
げ

る
活
動

外
国
の
事
業
所
か
ら
の
転
勤
者

5
年
，3
年
，1
年
又
は
3
月

興
行

演
劇
，演
芸
，演
奏
，ス
ポ
―
ツ
等
の
興
行
に
係
る
活
動
又
は
そ
の
他
の
芸
能
活
動（
こ
の
表
の
経
営
・
管
理
の
項
に

掲
げ
る
活
動
を
除
く
。）

俳
優
，歌
手
，ダ
ン
サ
ー
，プ
ロ
ス
ポ
ー
ツ
選
手
等
3
年
，1
年
，6
月
，3
月
又
は

1
5
日

技
能

本
邦
の
公
私
の
機
関
と
の
契
約
に
基
づ
い
て
行
う
産
業
上
の
特
殊
な
分
野
に
属
す
る
熟
練
し
た
技
能
を
要
す
る
業

務
に
従
事
す
る
活
動

外
国
料
理
の
調
理
師
，ス
ポ
ー
ツ
指
導
者
，航
空
機

の
操
縦
者
,貴
金
属
等
の
加
工
職
人
等

5
年
，3
年
，1
年
又
は
3
月

技
能
実
習

1
号
イ
　
本
邦
の
公
私
の
機
関
の
外
国
に
あ
る
事
業
所
の
職
員
又
は
本
邦
の
公
私
の
機
関
と
法
務
省
令
で
定
め
る
事
業

上
の
関
係
を
有
す
る
外
国
の
公
私
の
機
関
の
外
国
に
あ
る
事
業
所
の
職
員
が
こ
れ
ら
の
本
邦
の
公
私
の
機
関
と

の
雇
用
契
約
に
基
づ
い
て
当
該
機
関
の
本
邦
に
あ
る
事
業
所
の
業
務
に
従
事
し
て
行
う
技
能
等
の
修
得
を
す
る

活
動（
こ
れ
ら
の
職
員
が
こ
れ
ら
の
本
邦
の
公
私
の
機
関
の
本
邦
に
あ
る
事
業
所
に
受
け
入
れ
ら
れ
て
行
う
当
該

活
動
に
必
要
な
知
識
の
修
得
を
す
る
活
動
を
含
む
。）

ロ
　
法
務
省
令
で
定
め
る
要
件
に
適
合
す
る
営
利
を
目
的
と
し
な
い
団
体
に
よ
り
受
け
入
れ
ら
れ
て
行
う
知
識
の

修
得
及
び
当
該
団
体
の
策
定
し
た
計
画
に
基
づ
き
，当
該
団
体
の
責
任
及
び
監
理
の
下
に
本
邦
の
公
私
の
機
関

と
の
雇
用
契
約
に
基
づ
い
て
当
該
機
関
の
業
務
に
従
事
し
て
行
う
技
能
等
の
修
得
を
す
る
活
動

2
号
イ
　
1
号
イ
に
掲
げ
る
活
動
に
従
事
し
て
技
能
等
を
修
得
し
た
者
が
，当
該
技
能
等
に
習
熟
す
る
た
め
，法
務
大
臣

が
指
定
す
る
本
邦
の
公
私
の
機
関
と
の
雇
用
契
約
に
基
づ
い
て
当
該
機
関
に
お
い
て
当
該
技
能
等
を
要
す
る
業

務
に
従
事
す
る
活
動

ロ
　
1
号
ロ
に
掲
げ
る
活
動
に
従
事
し
て
技
能
等
を
修
得
し
た
者
が
，当
該
技
能
等
に
習
熟
す
る
た
め
，法
務
大
臣

が
指
定
す
る
本
邦
の
公
私
の
機
関
と
の
雇
用
契
約
に
基
づ
い
て
当
該
機
関
に
お
い
て
当
該
技
能
等
を
要
す
る
業

務
に
従
事
す
る
活
動（
法
務
省
令
で
定
め
る
要
件
に
適
合
す
る
営
利
を
目
的
と
し
な
い
団
体
の
責
任
及
び
監
理
の

下
に
当
該
業
務
に
従
事
す
る
も
の
に
限
る
。）

技
能
実
習
生

1
年
，6
月
又
は
法
務
大
臣
が

個
々
に
指
定
す
る
期
間（
1
年

を
超
え
な
い
範
囲
）
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管
の
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す
べ
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人
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公
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な
管
理

す べ て の 人 の 出 入 国 の 公 正 な 管 理

出
国
の
確
認

出
国
証
印
の

印
影

帰
国
証
印
の

印
影

帰
国
の
確
認

見
本

見
本

外
国
人
の
出
国
の
確
認

日
本
で
の
活

動
を
終
え
た

外
国
人
は
出

入
国
港
か
ら

出
国
し
ま
す
。

外
国
人
が
日
本
か
ら
出
国
す
る
と
き
は
，入
国
審
査
官

が
旅
券
に
出
国
の
証
印
を
し
ま
す
。こ
の
場
合
，刑
を
免

れ
よ
う
と
し
て
国
外
に
逃
亡
を
図
る
外
国
人
に
つ
い

て
は
，出
国
の
証
印
を
せ
ず
，一
定
の
時
間
出
国
の
確

認
を
留
保
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

日
本
人
の
出
国
の
確
認

日
本
人
が
海
外
に
出
か
け

る
と
き
に
は
，旅
券
の
発

給
を
受
け
，必
要
に
応
じ

て
渡
航
先
の
国
の
査
証
を

取
得
し
ま
す
。

入
国
審
査
官
は
，日
本
人
が
出
国
す
る
と

き
も
旅
券
を
確
認
し
，旅
券
に
証
印
を
し

て
い
ま
す
。

日
本
人
の
帰
国
の
確
認

帰
国
し
た
日
本
人
は
，再

び
入
国
審
査
官
に
旅
券

を
提
出
し
ま
す
。

入
国
審
査
官
は
，帰
国
の
事
実
を
確
認

し
，旅
券
に
証
印
を
し
て
帰
国
の
チ
ェ
ッ

ク
は
完
了
し
ま
す
。

在
留
資
格

本
邦
に
お
い
て
行
う
こ
と
が
で
き
る
活
動

該
当
例

在
留
期
間

文
化
活
動

収
入
を
伴
わ
な
い
学
術
上
若
し
く
は
芸
術
上
の
活
動
又
は
我
が
国
特
有
の
文
化
若
し
く
は
技
芸
に
つ
い
て
専
門
的

な
研
究
を
行
い
若
し
く
は
専
門
家
の
指
導
を
受
け
て
こ
れ
を
修
得
す
る
活
動（
こ
の
表
の
留
学
，研
修
の
項
に
掲
げ

る
活
動
を
除
く
。）

日
本
文
化
の
研
究
者
等

3
年
，1
年
，6
月
又
は
3
月

短
期
滞
在

本
邦
に
短
期
間
滞
在
し
て
行
う
観
光
，保
養
，ス
ポ
―
ツ
，親
族
の
訪
問
，見
学
，講
習
又
は
会
合
へ
の
参
加
，業
務
連

絡
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
似
す
る
活
動

観
光
客
，会
議
参
加
者
等

9
0
日
若
し
く
は
3
0
日
又
は

1
5
日
以
内
の
日
を
単
位
と
す

る
期
間

留
学

本
邦
の
大
学
，高
等
専
門
学
校
，高
等
学
校（
中
等
教
育
学
校
の
後
期
課
程
を
含
む
。）
若
し
く
は
特
別
支
援
学
校
の

高
等
部
，中
学
校（
中
等
教
育
学
校
の
前
期
課
程
を
含
む
。）
若
し
く
は
特
別
支
援
学
校
の
中
学
部
，小
学
校
若
し
く
は

特
別
支
援
学
校
の
小
学
部
，専
修
学
校
若
し
く
は
各
種
学
校
又
は
設
備
及
び
編
制
に
関
し
て
こ
れ
ら
に
準
ず
る
機
関

に
お
い
て
教
育
を
受
け
る
活
動

大
学
，短
期
大
学
，高
等
専
門
学
校
，高
等
学
校
，

中
学
校
及
び
小
学
校
等
の
学
生

4
年
3
月
，4
年
，3
年
3
月
，3

年
，2
年
3
月
，2
年
，1
年
3

月
，1
年
，6
月
又
は
3
月

研
修

本
邦
の
公
私
の
機
関
に
よ
り
受
け
入
れ
ら
れ
て
行
う
技
能
等
の
修
得
を
す
る
活
動（
こ
の
表
の
技
能
実
習
1
号
，留

学
の
項
に
掲
げ
る
活
動
を
除
く
。）

研
修
生

1
年
，6
月
又
は
3
月

家
族
滞
在

こ
の
表
の
教
授
か
ら
文
化
活
動
ま
で
の
在
留
資
格
を
も
っ
て
在
留
す
る
者（
技
能
実
習
を
除
く
。）
又
は
こ
の
表
の
留

学
の
在
留
資
格
を
も
っ
て
在
留
す
る
者
の
扶
養
を
受
け
る
配
偶
者
又
は
子
と
し
て
行
う
日
常
的
な
活
動

在
留
外
国
人
が
扶
養
す
る
配
偶
者
・
子

5
年
，4
年
3
月
，4
年
，3
年
3

月
，3
年
，2
年
3
月
，2
年
，1

年
3
月
，1
年
，6
月
又
は
3
月

特
定
活
動

法
務
大
臣
が
個
々
の
外
国
人
に
つ
い
て
特
に
指
定
す
る
活
動

外
交
官
等
の
家
事
使
用
人
，ワ
ー
キ
ン
グ
・
ホ
リ

デ
ー
，経
済
連
携
協
定
に
基
づ
く
外
国
人
看
護

師
・
介
護
福
祉
士
候
補
者
等

5
年
，4
年
，3
年
，2
年
，1
年
，

6
月
，3
月
又
は
法
務
大
臣
が

個
々
に
指
定
す
る
期
間（
5
年

を
超
え
な
い
範
囲
）

在
留
資
格

本
邦
に
お
い
て
有
す
る
身
分
又
は
地
位

該
当
例

在
留
期
間

永
住
者

法
務
大
臣
が
永
住
を
認
め
る
者

法
務
大
臣
か
ら
永
住
の
許
可
を
受
け
た
者（
入
管

特
例
法
の「
特
別
永
住
者
」を
除
く
。）

無
期
限

日
本
人
の

配
偶
者
等

日
本
人
の
配
偶
者
若
し
く
は
特
別
養
子
又
は
日
本
人
の
子
と
し
て
出
生
し
た
者

日
本
人
の
配
偶
者
・
子
・
特
別
養
子

5
年
，3
年
，1
年
又
は
6
月

永
住
者
の

配
偶
者
等

永
住
者
等
の
配
偶
者
又
は
永
住
者
等
の
子
と
し
て
本
邦
で
出
生
し
そ
の
後
引
き
続
き
本
邦
に
在
留
し
て
い
る
者

永
住
者
・
特
別
永
住
者
の
配
偶
者
及
び
本
邦
で

出
生
し
引
き
続
き
在
留
し
て
い
る
子

5
年
，3
年
，1
年
又
は
6
月

定
住
者

法
務
大
臣
が
特
別
な
理
由
を
考
慮
し
一
定
の
在
留
期
間
を
指
定
し
て
居
住
を
認
め
る
者

第
三
国
定
住
難
民
，日
系
3
世
，中
国
残
留
邦
人

等

5
年
，3
年
，1
年
，6
月
又
は
法

務
大
臣
が
個
々
に
指
定
す
る
期

間（
5
年
を
超
え
な
い
範
囲
）
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入
管
の
仕
事
  
外
国
人
の
在
留
の
管
理

外
国
人
の
在
留
の
管
理

外 国 人 の 在 留 の 管 理

正
し
い
在
留
で
E
N
J
O
Y
 J
A
P
A
N
…

　
日
本
に
在
留
す
る
外
国
人
は
，上
陸
の
と
き
に

決
定
さ
れ
た
在
留
資
格
と
在
留
期
間
の
範
囲
内
で

あ
れ
ば
自
由
に
安
心
し
て
活
動
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。そ
の
在
留
資
格
を
変
更
し
た
い
，在
留
期
間

を
超
え
て
在
留
し
た
い
な
ど
と
い
う
と
き
は
日
本

の
法
令
に
基
づ
い
て
入
管
で
許
可
を
受
け
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。我
が
国
は
，こ
の
よ
う
に
在
留
資

格
や
在
留
期
間
に
よ
り
，外
国
人
の
日
本
に
お
け

る
活
動
と
滞
在
を
保
証
す
る
と
同
時
に
，こ
れ
ら

の
審
査
を
通
じ
て
日
本
国
民
の
利
益
や
治
安
が
害

さ
れ
る
こ
と
が
な
い
よ
う
配
慮
し
つ
つ
，外
国
人

の
在
留
の
適
正
な
管
理
に
努
め
て
い
ま
す
。

在
留
審
査
窓
口

留
学
生
と
し
て
在
留
中
で
す
が
，

ア
ル
バ
イ
ト
は
で
き
ま
す
か
。

許
可
さ
れ
た
活
動
以
外
の
就
労
活
動（
ア
ル
バ
イ
ト
）

を
行
う
こ
と
を
希
望
す
る
場
合

資
格
外
活
動
許
可
の
申
請
を
し
て
く
だ
さ
い
。

大
学
教
授
と
し
て
在
留
中
で
す
が
、大
学
と
の
契
約
を
延
長

し
た
の
で
、引
き
続
き
日
本
で
教
え
た
い
の
で
す
が
…
。

許
可
さ
れ
た
在
留
期
間
を
超
え
て
在
留
を
希
望
す
る
場
合

在
留
期
間
更
新
の
申
請
を
し
て
く
だ
さ
い
。

ビ
ジ
ネ
ス
で
長
期
滞
在
し
て
い
ま
す
が
，

休
み
を
利
用
し
て
帰
国
し
ま
す
。

一
時
的
に
外
国
へ
旅
行
し
，再
び
同
じ
在
留
目
的
で
入
国
を
希
望
す
る
場
合

再
入
国
許
可（
※
）を
受
け
る
と
便
利
で
す
。

※「
み
な
し
再
入
国
許
可
」に
つ
い
て

　
有
効
な
旅
券
及
び
在
留
カ
ー
ド
を
所
持
す
る
外
国
人
の
方
が
出
国
す
る
際
，出
国
後
１
年
以
内
に
本
邦
で
の
活
動
を
継
続
す
る
た

め
に
再
入
国
す
る
場
合
は
，原
則
と
し
て
再
入
国
許
可
を
受
け
る
必
要
は
な
く
，こ
の
制
度
を「
み
な
し
再
入
国
許
可
」と
い
い
ま
す
。

　
み
な
し
再
入
国
許
可
に
よ
り
出
国
し
た
方
は
，そ
の
有
効
期
間
を
海
外
で
延
長
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。出
国
後
１
年
以
内（
注
）

に
再
入
国
し
な
い
と
在
留
資
格
が
失
わ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

（
注
）在
留
期
限
が
出
国
後
1
年
未
満
の
間
に
到
来
す
る
場
合
は
，そ
の
在
留
期
限
ま
で
に
再
入
国
し
て
く
だ
さ
い
。

見
本

見
本

見
本

長

見
本
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外 国 人 の 在 留 の 管 理

出
生
・
日
本
国
籍
の
離
脱
な
ど
に
よ
り
，日
本
に
お
い
て
外
国
人
と
し
て

在
留
す
る
こ
と
に
な
っ
た
場
合

在
留
資
格
を
取
得
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

日
本
に
永
住
を
希
望
す
る
場
合

永
住
許
可
の
申
請
を
し
て
く
だ
さ
い
。

就
労
資
格
証
明
書
の
申
請
を
し
て
く
だ
さ
い
。

1
6
歳
以
上
の
永
住
者
の
方
が
持
っ
て
い
る
外
国
人
登
録
証
明
書
は
，

遅
く
と
も
平
成
2
7
年
7
月
8
日
ま
で
に「
在
留
カ
ー
ド
」に
切
り
替
え
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。詳
し
く
は
P
1
5
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

日
本
の
女
性
と
結
婚
し
た
の
で
す
が
…
。

現
在
の
在
留
目
的
を
変
更
し
て
在
留
を
希
望
す
る
場
合

在
留
資
格
変
更
の
申
請
を
し
て
く
だ
さ
い
。

※
 1
6
歳
以
上
の
特
別
永
住
者
の
方
は
，お
持
ち
の
外
国
人
登
録
証
明
書
の
次
回
確
認（
切
替
）申
請
期
間
の
始
期
で
あ
る
誕
生
日
か
平
成
２
７
年
７
月
８
日
の
い
ず
れ
か
遅
い

日
ま
で
に
市
区
町
村
の
窓
口
で
特
別
永
住
者
証
明
書
に
切
り
替
え
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

私
た
ち
外
国
人
夫
婦
に
子
供
が
生
ま
れ
ま
し
た
…
。

長
く
日
本
で
生
活
し
て
き
た
の
で
，

こ
の
ま
ま
日
本
で
一
生
を
過
ご
し
た
い
…
。

就
職
し
よ
う
と
す
る
会
社
か
ら
働
い
て
も
よ
い
と
い
う

証
明
書
を
提
出
す
る
よ
う
に
言
わ
れ
ま
し
た
が
…
。

私
は
永
住
者
で
す
が
，

外
国
人
登
録
証
明
書
を
持
っ
て
い
ま
す
。

見
本

見
本

見
本

見
本

年
在
留
外
国
人
数

1
,2
8
1
,6
4
4
 人

（
1
.0
3
%
）

平
成
  
4
年

平
成
  
9
年

1
,4
8
2
,7
0
7
 人

（
1
.1
8
%
）

平
成
1
4
年

1
,8
5
1
,7
5
8
 人

（
1
.4
5
%
）

平
成
1
9
年

2
,1
5
2
,9
7
3
 人

（
1
.6
8
%
）

平
成
2
4
年

2
,0
3
3
,6
5
6
 人

（
1
.5
9
%
）

平
成
2
5
年

2
,0
6
6
,4
4
5
 人

（
1
.6
2
%
）

在
留
外
国
人
数
の
推
移

 （
各
年
末
現
在
）

（
注
）平
成
2
3
年
以
前
は
外
国
人
登
録
者
数
，平
成
2
4
年
以
降
は
中
長

期
在
留
者
に
特
別
永
住
者
を
加
え
た
在
留
外
国
人
の
数
で
あ
る
。

（
 ）
内
は
，我
が
国
の
総
人
口
に
占
め
る
割
合

国
籍
・
地
域

在
留
外
国
人
数

構
成
比（
％
）

6
4
9
,0
7
8
 人

3
1
.4
%

中
国
韓
国
・
朝
鮮

5
1
9
,7
4
0
 人

2
5
.2
%

フ
ィ
リ
ピ
ン

2
0
9
,1
8
3
 人

1
0
.1
%

ブ
ラ
ジ
ル

1
8
1
,3
1
7
 人

8
.8
%

ベ
ト
ナ
ム

7
2
,2
5
6
 人

3
.5
%

そ
の
他

4
3
4
,8
7
1
 人

2
1
.0
%

計
2
,0
6
6
,4
4
5
人

1
0
0
.0
%

国
籍・
地
域
別
在
留
外
国
人
数
 

（
注
）構
成
比（
％
）は
小
数
点
以
下
第
２
位
を
四
捨
五
入
し
，小
数
点
以
下

第
１位
ま
で
の
表
記
に
し
て
い
る
た
め
，す
べ
て
の
構
成
比
を
足
し
た

場
合
，必
ず
し
も
そ
の
合
計
が
１０
０
％
に
な
る
と
は
限
り
ま
せ
ん
。

（
平
成
2
5
年

1
2
月
末
現
在
）

（
参
考
）

見
本

10
入
管
の
仕
事
  
中
長
期
在
留
者
の
在
留
管
理
制
度

中
長
期
在
留
者
の

在
留
管
理
制
度

中 長 期 在 留 者 の 在 留 管 理 制 度

中
長
期
在
留
者
の
在
留
管
理
制
度
の
対
象
者

「
在
留
カ
ー
ド
」は
ど
う
い
う
カ
ー
ド
？

　
平
成
2
1
年
7
月
1
5
日
に
公
布
さ
れ
た「
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
及
び
日
本
国
と
の
平
和
条
約
に
基
づ
き
日
本
の

国
籍
を
離
脱
し
た
者
等
の
出
入
国
管
理
に
関
す
る
特
例
法
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
」（
平
成
2
1
年
法
律
第
7
9
号
。以

下「
平
成
2
1
年
改
正
法
」と
略
称
し
ま
す
。）
に
よ
り
，平
成
2
4
年
7
月
９
日
か
ら
，入
管
法
上
の
在
留
資
格
を
も
っ
て
本
邦
に

中
長
期
間
在
留
す
る
外
国
人（
以
下「
中
長
期
在
留
者
」と
略
称
し
ま
す
。）
を
対
象
と
し
て
，法
務
大
臣
が
在
留
管
理
に
必
要
な

情
報
を
継
続
的
に
把
握
す
る
在
留
管
理
制
度
が
施
行
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
在
留
管
理
制
度
の
対
象
者
と
な
る
中
長
期
在
留
者
と
は
，具
体
的
に
は
次
の
①
～
⑥
の
い
ず
れ
に
も
あ
て
は
ま
ら
な
い
外
国
人

で
す
。中
長
期
在
留
者
に
は
，基
本
的
な
身
分
事
項
や
在
留
資
格
な
ど
を
記
載
し
た
在
留
カ
ー
ド
が
交
付
さ
れ
ま
す
。

　
在
留
カ
ー
ド
は
，中
長
期
在
留
者
に
対
し
，上
陸
許
可
や
，在
留
資
格
の
変
更
許
可
，在
留
期
間
の
更
新
許
可
な
ど
，在
留
に

係
る
許
可
に
伴
っ
て
交
付
さ
れ
る
も
の
で
す
。在
留
カ
ー
ド
に
は
偽
変
造
防
止
の
た
め
の
IC
チ
ッ
プ
が
搭
載
さ
れ
て
お
り
，

カ
ー
ド
面
に
記
載
さ
れ
た
事
項
の
全
部
又
は
一
部
が
記
録
さ
れ
ま
す
。ま
た
，W
eb
サ
イ
ト
上
で
在
留
カ
ー
ド
番
号
の
有
効
性

を
確
認
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。

「
３
月
」以
下
の
在
留
期
間
が
決
定
さ
れ
た
人

「
短
期
滞
在
」の
在
留
資
格
が
決
定
さ
れ
た
人

「
外
交
」又
は「
公
用
」の
在
留
資
格
が
決
定
さ
れ
た
人

「
特
定
活
動
」の
在
留
資
格
が
決
定
さ
れ
た
，亜
東
関
係
協
会
の
本
邦
の
事
務
所（
台
北
駐
日
経
済

文
化
代
表
処
等
）若
し
く
は
駐
日
パ
レ
ス
チ
ナ
総
代
表
部
の
職
員
又
は
そ
の
家
族
の
方

特
別
永
住
者（
注
）

在
留
資
格
を
有
し
な
い
人

（
注
）特
別
永
住
者
に
は
，「
特
別
永
住
者
証
明
書
」が
交
付
さ
れ
ま
す
。

1 2 3 4 5 6

（
カ
ー
ド
表
面
）

（
カ
ー
ド
裏
面
）

見
本
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入
管
の
仕
事
  
中
長
期
在
留
者
の
在
留
管
理
制
度

中 長 期 在 留 者 の 在 留 管 理 制 度

中
長
期
在
留
者
の
在
留
管
理
制
度
に
関
す
る
手
続

　
中
長
期
在
留
者
は
住
居
地
を
定
め
た
場
合
又
は
住
居
地
を
変
更
し
た
場
合
に
は
，事
由
が
生
じ
た
日
か
ら
1
4
日
以
内
に
在

留
カ
ー
ド
を
提
示
し
た
上
で
市
区
町
村
の
窓
口
に
お
い
て
そ
の
旨
を
届
け
出
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
ま
た
，氏
名
等
の
在
留
カ
ー
ド
の
記
載
事
項
に
変
更
が
生
じ
た
場
合
や
有
効
期
間
を
更
新
す
る
場
合
な
ど
に
は
一
定
の
期

間
内
に
地
方
入
国
管
理
官
署
に
届
出
・
申
請
を
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
そ
の
他
就
労
資
格
や「
留
学
」等
の
学
ぶ
資
格
，配
偶
者
と
し
て
の
身
分
資
格
で
在
留
す
る
中
長
期
在
留
者
の
方
は
，そ
れ
ぞ

れ
所
属
機
関
や
婚
姻
関
係
に
変
更
が
生
じ
た
場
合
に
は
地
方
入
国
管
理
官
署
に
届
け
出
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

氏
名
，生
年
月
日
，性
別
，国
籍
・
地
域
の
変
更
届
出

（
永
住
者
・
1
6
歳
未
満
の
方
）

在
留
カ
ー
ド
の
再
交
付
申
請

在
留
カ
ー
ド
の
有
効
期
間
更
新
申
請

（
在
留
カ
ー
ド
の
紛
失
，盗
難
，滅
失
，著
し
い
毀
損
又
は
汚
損
等
を
し
た
場
合
）

所
属
機
関
・
配
偶
者
に
関
す
る
届
出

（
就
労
資
格
や「
留
学
」等
の
学
ぶ
資
格
，配
偶
者
と
し
て
の
身
分
資
格
で
在
留
す
る
方
）

所
属
機
関
・
配
偶
者
に
関
す
る
届
出
は
，イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
て
行
う
こ
と
も
で
き
ま
す
。

在
留
資
格
変
更
許
可
，在
留
期
間
更
新
許
可
等
の
際
，中
長
期
在
留
者
の
方
に
は

新
し
い
在
留
カ
ー
ド
を
交
付
し
ま
す
。

詳
し
く
は
，こ
ち
ら
の
Ｗｅ
ｂ
サ
イ
ト

を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

地
方
入
国
管
理
官
署
で

在
留
審
査

市
区
町
村
で入
国
の
審
査

住
居
地
以
外
の（
変
更
）届
出

住
居
地
の（
変
更
）届
出

検
索

h
tt
p
:/
/w
w
w
.i
m
m
i-
m
o
j.
g
o
.j
p
/n
e
w
im
m
ia
ct
_1
/i
n
d
e
x.
h
tm
l

旅
券
に
上
陸
許
可
の
証
印
を
す
る
と
と
も
に
，上
陸
許
可
に
よ
っ
て
中
長
期
在
留
者

と
な
っ
た
方
に
は
在
留
カ
ー
ド
を
交
付
し
ま
す
。

（
注
）上
陸
許
可
の
証
印
と
と
も
に
在
留
カ
ー
ド
が
交
付
さ
れ
る
の
は
，当
分
の
間
，成
田
空
港
，羽
田

空
港
，中
部
空
港
及
び
関
西
空
港
に
限
定
さ
れ
ま
す
。そ
の
他
の
空
港
・
海
港
に
つ
い
て
は
，住
居

地
の
届
出
を
行
っ
た
後
に
郵
送
に
よ
り
交
付
さ
れ
ま
す
。

出
入
国
港
で

中
長
期
在
留
者
の
在
留
管
理
制
度
に
お
け
る
手
続
の
流
れ
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12
入
管
の
仕
事
  
外
国
人
の
退
去
強
制外
国
人
の
退
去
強
制

外 国 人 の 退 去 強 制

不
法
就
労
，密
入
国
，犯
罪
…

　
外
国
人
の
一
部
に
は
，不
法
に
日
本
に
入
国
し
た
り
，在
留
許
可
の
範
囲
を
超
え
て
日
本
に
滞
在
す
る
人
た
ち
が
い
ま
す
。

そ
の
よ
う
な
外
国
人
を
法
令
に
基
づ
い
て
強
制
的
に
国
外
へ
退
去
さ
せ
，日
本
国
民
の
安
全
や
利
益
が
害
さ
れ
る
の
を
防
ぐ

の
も
入
管
の
仕
事
で
す
。ど
う
い
う
場
合
に
退
去
強
制
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
か
は
入
管
法
に
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
な
お
，平
成
2
5
年
に
送
還
さ
れ
た
外
国
人
の
数
は
次
の
と
お
り
で
す
。

　
我
が
国
に
不
法
残
留
す
る
外
国
人
の
数
は
，平
成
5
年（
約
2
9
万
9
千
人
）を
ピ
ー
ク
に
そ
の
増
加
に
歯
止
め
が
か
か
っ
た

も
の
の
，現
在
で
も
約
5
.9
万
人
に
及
び
，そ
の
大
部
分
は
不
法
就
労
し
て
い
る
も
の
と
見
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
不
法
就
労
す
る
外
国
人
の
存
在
は
，日
本
の
労
働
市
場
に
悪
影
響
を
与
え
る
だ
け
で
な
く
，風
俗
，治
安
な
ど
い
ろ
い
ろ
な

分
野
に
わ
た
っ
て
様
々
な
問
題
を
引
き
起
こ
し
て
い
る
一
方
で
，劣
悪
な
環
境
下
で
の
労
働
を
強
い
ら
れ
る
な
ど
の
被
害
に
あ

う
事
案
も
生
じ
て
い
ま
す
。

送
還
さ
れ
た
外
国
人
の
推
移

平
成
2
5
年
に
送
還
さ
れ
た
外
国
人
の
数

外
国
人
不
法
残
留
者
の
推
移

平
成
1
5
年

平
成
1
6
年

平
成
1
7
年

平
成
1
8
年

平
成
1
9
年

平
成
2
0
年

平
成
2
1
年

平
成
2
2
年

平
成
2
3
年

平
成
2
4
年

平
成
2
5
年

3
5
,9
1
1
人

4
1
,9
2
6
人

3
3
,1
9
2
人

3
3
,0
1
8
人

2
7
,9
1
3
人

2
3
,9
3
1
人

1
8
,2
4
1
人

1
3
,2
2
4
人

8
,7
2
1
人

6
,4
5
9
人

5
,7
9
0
人

平
成
1
4
年
1
月

平
成
1
5
年
1
月

平
成
1
6
年
1
月

平
成
1
7
年
1
月

平
成
1
8
年
1
月

平
成
1
9
年
1
月

平
成
2
0
年
1
月

平
成
2
1
年
1
月

平
成
2
2
年
1
月

平
成
2
3
年
1
月

平
成
2
4
年
1
月

平
成
2
5
年
1
月

平
成
2
6
年
1
月

2
2
.4
万
人

2
2
.1
万
人

2
1
.9
万
人

2
0
.7
万
人

1
9
.4
万
人

1
7
.1
万
人

1
5
.0
万
人

1
1
.3
万
人

9
.2
万
人

7
.8
万
人

6
.7
万
人

6
.2
万
人

5
.9
万
人

密
航
者
の
摘
発不
法
残
留

資
格
外
活
動
 

不
法
入
国
 

不
法
上
陸

刑
罰
法
令
違
反
等

総
数
 

3
,8
0
9
人

4
7
5
人

9
7
6
人

8
5
人

4
4
5
人

5
,7
9
0
人

許
可
さ
れ
た
在
留
期
間
を
超
え
て
滞
在
し
て
い
る
場
合
。

許
可
を
受
け
ず
に
，
与
え
ら
れ
た
在
留
資
格
以
外
の
収
入
を
伴
う
事
業

を
運
営
す
る
活
動
又
は
報
酬
を
受
け
る
活
動
を
専
ら
行
っ
た
場
合
。

旅
券
を
持
た
ず
に
，
あ
る
い
は
偽
造
さ
れ
た
旅
券
で
入
国
し
た
場
合
な
ど
。

旅
券
は
有
効
で
も
，
上
陸
許
可
を
受
け
ず
に
上
陸
し
た
場
合
。

刑
罰
法
令
に
違
反
し
て
刑
事
処
分
を
受
け
た
場
合
な
ど
。
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入
管
の
仕
事
  
外
国
人
の
退
去
強
制

外 国 人 の 退 去 強 制

　
退
去
強
制
す
る
か
否
か
の
決
定
に
際
し
て
は
，違
反
調
査
，違
反
審
査
，口
頭
審
理
等
を
通
じ
，事
実
関
係
の
ほ
か
，外
国
人

の
情
状
を
く
み
と
る
た
め
の
手
続
が
慎
重
に
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

　
退
去
強
制
事
由
に
該
当
す
る
外
国
人
に
つ
い
て
は
，退
去
強
制
手
続
を
執
る
こ
と
と
な
り
ま
す
が
，我
が
国
で
は
入
管
法
に

定
め
る
退
去
強
制
事
由
に
該
当
し
た
外
国
人
の
す
べ
て
が
国
外
へ
退
去
さ
れ
る
の
で
は
な
く
，日
本
で
の
生
活
歴
，家
族
状
況

等
が
考
慮
さ
れ
法
務
大
臣
か
ら
在
留
を
特
別
に
許
可
さ
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　
退
去
強
制
と
決
定
さ
れ
た
外
国
人
は
，速
や
か
に
そ
の
国
籍
国
な
ど
へ
送
還
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
て
い
ま
す
。直
ち
に
送
還

す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は
，送
還
で
き
る
よ
う
に
な
る
ま
で
，茨
城
県
牛
久
市
，大
阪
府
茨
木
市
及
び
長
崎
県
大
村
市
に
あ

る
入
国
管
理
セ
ン
タ
ー
に
収
容
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　
ま
た
，不
法
滞
在
者
の
自
発
的
な
帰
国
推
進
の
た
め
，入
管
法
違
反
者
の
う
ち
，一
定
の
要
件
を
満
た
す
不
法
残
留
者
に
つ

い
て
，身
柄
を
収
容
し
な
い
ま
ま
簡
易
な
手
続
に
よ
り
出
国
さ
せ
る「
出
国
命
令
制
度
」が
あ
り
，平
成
2
5
年
に
は
こ
の
制
度
の

対
象
者
と
し
て
2
,4
7
9
人
が
出
国
し
て
い
ま
す
。

　
※
出
国
命
令
に
よ
り
出
国
し
た
者
の
上
陸
拒
否
期
間
は
1
年
に
な
り
ま
す
。

※
2
0
1
5
年（
平
成
2
7
年
）1
月
1
日
か
ら
開
始
と
な
る「
船
舶
観
光
上
陸
許
可
」制
度（
P
2
1
参
照
）の
導
入
後
は
，不
法

残
留
者
だ
け
で
は
な
く
，船
舶
観
光
上
陸
許
可
に
お
け
る
帰
船
条
件
に
違
反
し
て
逃
亡
し
た
者
も
，出
国
命
令
制
度
の
対

象
に
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

退
去
強
制
手
続
の
流
れ
図

出
国
命
令
手
続
の
流
れ
図

国出

摘
発

送
還

取
調
べ

●
●

要
　
件違 反 発 覚

違 反 発 覚

違 反 調 査

出 国 命 令 に 係 る 審 査

出 国 命 令 書 交 付

違 反 調 査

収 容
違 反 審 査

口 頭 審 理

送 還
法 務 大 臣 又 は

地 方 入 国 管 理 局 長 の 裁 決

入 国 警 備 官 が 違 反 の

事 実 を 調 査 し ま す 。

入 国 審 査 官 は 退 去 強 制 事 由 に 該 当 す る か ど う か

を 認 定 し ま す 。

入 国 審 査 官 の 認 定 に 不 服 が あ る 場 合 に

は ， 特 別 審 理 官 に よ る 口 頭 審 理 を 請 求

す る こ と が で き ま す 。

特 別 審 理 官 の 判 定 に 不 服 が あ る 場 合 は

法 務 大 臣 に 対 し 異 議 の 申 出 が で き ま す 。

特 別 審 理 官 は ， 入 国 審 査 官 の 認 定 に 誤 り が な

い か ど う か を 判 定 し ま す 。

入 国 警 備 官 が 違 反 の 事 実 を 調 査 し ま す 。

出 国 命 令 制 度 に お い て

は ， 身 柄 の 拘 束 は 行 い ま

せ ん 。

入 国 審 査 官 は 出 国 命 令 対 象 者 か ど う か を 審

査 し ま す 。 審 査 は 書 面 の み で 行 い ま す 。

主 任 審 査 官 は ， 出 国 命 令 書 を 交 付 し ま す 。

出 国 命 令 制 度 の 場 合 ， 自 ら 入 国 管 理 官 署 に

出 頭 し た こ と を 指 し ま す 。

収 容

●
速
や
か
に
出
国
す
る
意
図
を
も
っ
て
自

ら
入
国
管
理
官
署
に
出
頭
し
た
こ
と

●
不
法
残
留
等
以
外
の
退
去
強
制
事
由
に

該
当
し
な
い
こ
と

●
入
国
後
窃
盗
罪
等
の
所
定
の
罪
に
よ
り

懲
役
等
に
処
せ
ら
れ
て
い
な
い
こ
と

●
こ
れ
ま
で
に
退
去
強
制
さ
れ
た
り
，
出

国
命
令
に
よ
り
出
国
し
た
こ
と
が
な
い

こ
と

●
速
や
か
に
出
国
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ

る
こ
と
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14
入
管
の
仕
事
  
難
民
の
認
定難
民
の
認
定

難 民 の 認 定

国
際
社
会
の
一
員
と
し
て
…

　
我
が
国
は
，昭
和
5
6
年
に「
難
民
の
地
位
に
関
す
る
条
約（
難
民
条
約
）」
に
加
入
し
，難
民
認
定
制
度
を
設
け
て
い
ま
す
。

　
難
民
と
は
，「
人
種
，宗
教
，国
籍
，若
し
く
は
特
定
の
社
会
的
集
団
の
構
成
員
で
あ
る
こ
と
又
は
政
治
的
意
見
を
理
由
に
迫
害

を
受
け
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
い
う
十
分
に
理
由
の
あ
る
恐
怖
を
有
す
る
た
め
に
，国
籍
国
の
外
に
い
る
者
で
あ
っ
て
，そ
の
国

籍
国
の
保
護
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
も
の
又
は
そ
の
よ
う
な
恐
怖
を
有
す
る
た
め
に
そ
の
国
籍
国
の
保
護
を
受
け
る
こ

と
を
望
ま
な
い
も
の
」を
い
い
ま
す
。

　
日
本
に
い
る
外
国
人
か
ら
難
民
認
定
の
申
請
が
あ
っ
た
場
合
に
は
，難
民
で
あ
る
か
否
か
が
審
査
さ
れ
，難
民
と
認
定
さ
れ

る
と
，そ
の
外
国
人
は
，外
国
を
旅
行
す
る
と
き
に
は「
難
民
旅
行
証
明
書
」の
交
付
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
な
ど
，条
約
に
定

め
ら
れ
て
い
る
保
護
が
与
え
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
平
成
2
5
年
に
我
が
国
に
お
い
て
難
民
認
定
申
請
を
行
っ
た
者
は
3
,2
6
0
人
で
あ
り
，過
去
最
高
の
申
請
者
数
と
な
っ
て

い
ま
す
。ま
た
，同
年
に
難
民
と
し
て
認
定
し
た
者
は
6
人（
う
ち
3
人
は
異
議
申
立
手
続
に
お
け
る
認
定
者
）で
あ
り
，難
民
と

認
定
し
な
か
っ
た
も
の
の
，人
道
上
の
配
慮
を
理
由
に
我
が
国
へ
の
在
留
を
認
め
た
者
は
1
5
1
人
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
そ
の
ほ
か
，我
が
国
で
は
，平
成
2
2
年
度
か
ら
，タ
イ
国
内
に
お
い
て
一
時
的
に
庇
護
さ
れ
て
い
る
ミ
ャ
ン
マ
ー
難
民
を
第

三
国
定
住
の
パ
イ
ロ
ッ
ト
ケ
ー
ス
と
し
て
受
け
入
れ（
平
成
2
2
年
度
：
2
7
人
，平
成
2
3
年
度
：
1
8
人
，平
成
2
4
年
度
：
1
6

人
の
来
日
が
決
定
し
て
い
た
が
，い
ず
れ
も
来
日
前
に
辞
退
，平
成
2
5
年
度
：
1
8
人
，平
成
2
6
年
度
：
2
3
人
），
定
住
支
援
を

実
施
し
て
お
り
，入
国
管
理
局
で
は
主
に
受
入
れ
難
民
の
選
考
手
続
を
担
当
し
て
い
ま
す
。

　
な
お
，我
が
国
は
，昭
和
5
3
年
に
イ
ン
ド
シ
ナ
難
民
受
け
入
れ
を
開
始
し
て
以
降
，難
民
条
約
上
の
難
民
の
ほ
か
，第
三
国

定
住
難
民
，人
道
上
の
配
慮
を
必
要
と
す
る
者
を
受
け
入
れ
て
お
り
，こ
れ
ら
を
合
わ
せ
た
数（
庇
護
数
）は
平
成
2
5
年
末
で

1
4
,2
6
1
人
と
な
っ
て
い
ま
す
。

基
本
的
な
難
民
認
定
手
続
の
流
れ

7
日
以
内

難
民
審
査
参
与
員
へ
の
諮
問

難 民 認 定 申 請

難 民 認 定 難 民 不 認 定

異 議 申 立 て

理 由 な し （ 不 認 定 ）

法 務 大 臣 の 決 定

理 由 あ り （ 認 定 ）
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近
年
の
出
入
国
管
理
政
策
　
特
別
永
住
者
証
明
書
，在
留
カ
ー
ド
へ
の
切
替
え
案
内

特 別 永 住 者 証 明 書 ， 在 留 カ ー ド へ の 切 替 え 案 内

6
切
り
替
え
て
安
心
!!

 
平
成
2
4
年
7
月
9
日
に
施
行
さ
れ
た
平
成
2
1
年
改
正
法
に
よ
り
，特
別
永
住
者
及
び
中
長
期
在
留
者
が
所
持
す
る
外
国
人

登
録
証
明
書
に
つ
い
て
は
，平
成
2
1
年
改
正
法
の
施
行
後
一
定
期
間
は
特
別
永
住
者
証
明
書
又
は
在
留
カ
ー
ド
と
み
な
さ
れ

る（
以
下「
み
な
し
特
別
永
住
者
証
明
書
等
」と
略
称
し
ま
す
。）
と
こ
ろ
，こ
の
間
に
み
な
し
特
別
永
住
者
証
明
書
等
か
ら
特
別

永
住
者
証
明
書
又
は
在
留
カ
ー
ド
へ
切
り
替
え
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

切
替
え
の
必
要
性

み
な
し
特
別
永
住
者
証
明
書
等
の
有
効
期
間
及
び
切
替
場
所

特
別
永
住
者
の
方

平
成
2
4
年（
2
0
1
2
年
）

7
月
9
日
に
1
6
歳
以
上
で

あ
っ
た
方

次
回
確
認（
切
替
）申
請
期
間
の
始
期
と
さ
れ
る
誕
生
日
が
平
成

2
7
年
(2
0
1
5
年
)7
月
8
日
ま
で
の
方（
※
）

次
回
確
認
(切
替
)申
請
期
間
の
始
期
と
さ
れ
る
誕
生
日
が
平
成

2
7
年
(2
0
1
5
年
)7
月
9
日
以
降
の
方（
※
）

平
成
2
7
年（
2
0
1
5
年
）7
月
8
日
ま
で

次
回
確
認（
切
替
）申
請
期
間
の
始
期
と
さ
れ
る

誕
生
日
ま
で

対
象
と
な
る
方

切
り
替
え
る
期
限

平
成
2
4
年（
2
0
1
2
年
）7
月
9
日
に
1
6
歳
未
満
で
あ
っ
た
方

1
6
歳
の
誕
生
日
ま
で

※
次
回
確
認（
切
替
）申
請
期
間
の
始
期
と
さ
れ
る
誕
生
日
は
，外
国
人
登
録
証
明
書
の
券
面（
上
記
見
本
の
　
　
　
　
部
分
）で
確
認
で
き
ま
す
。

永
住
者
の
方

平
成
2
4
年（
2
0
1
2
年
）

7
月
9
日
に
1
6
歳
未
満
で

あ
っ
た
方

平
成
2
7
年
(2
0
1
5
年
)7
月
8
日
ま
で
に
1
6
歳
の
誕
生
日
が

到
来
す
る
方

平
成
2
7
年
(2
0
1
5
年
)7
月
9
日
以
降
に
1
6
歳
の
誕
生
日

が
到
来
す
る
方

平
成
2
7
年（
2
0
1
5
年
）7
月
8
日
ま
で

平
成
2
7
年（
2
0
1
5
年
）7
月
8
日
ま
で

対
象
と
な
る
方

切
り
替
え
る
期
限

平
成
2
4
年（
2
0
1
2
年
）7
月
9
日
に
1
6
歳
以
上
で
あ
っ
た
方

1
6
歳
の
誕
生
日
ま
で

特
別
永
住
者
及
び
永
住
者
以
外
の
方

① 「
特
定
活
動
」の
在
留
資
格
を
決
定

さ
れ
て
い
る
方（
入
管
法
別
表
五
の

表
の
下
欄
の
イ
，ロ
又
は
ハ
の
活
動

を
指
定
さ
れ
て
い
る
方
）

② ①
以
外
の
方（
3
月
を
超
え
る
在
留

期
間
を
決
定
さ
れ
て
い
る
方
）

平
成
2
4
年（
2
0
1
2
年
）7
月
9
日
に

1
6
歳
以
上
で
あ
っ
た
方

平
成
2
4
年（
2
0
1
2
年
）7
月
9
日
に

1
6
歳
未
満
で
あ
っ
た
方

対
象
と
な
る
方

切
り
替
え
る
期
限

平
成
2
4（
2
0
1
2
年
）年
7
月
9
日
に

1
6
歳
以
上
で
あ
っ
た
方

平
成
2
4
年（
2
0
1
2
年
）7
月
9
日
に

1
6
歳
未
満
で
あ
っ
た
方

在
留
期
間
の
満
了
の
日
又
は
平
成
2
7
年（
2
0
1
5
年
）7
月
8
日
の

い
ず
れ
か
早
い
日

在
留
期
間
の
満
了
の
日
，平
成
2
7
年（
2
0
1
5
年
）7
月
8
日
又
は

1
6
歳
の
誕
生
日
の
い
ず
れ
か
早
い
日

在
留
期
間
の
満
了
の
日

在
留
期
間
の
満
了
の
日
又
は
1
6
歳
の
誕
生
日
の
い
ず
れ
か
早
い
日

1 
 み
な
し
特
別
永
住
者
証
明
書
等
の
有
効
期
間
の
満
了
日
は
下
記
の
表
の
と
お
り
で
す
。

2 
 申
請
窓
口
は
こ
ち
ら 最
寄
り
の
地
方
入
国
管
理
局
，同
支
局
及
び
こ
れ
ら
の
出
張
所（
空
港
の
み
を
管
轄
す
る
支
局
や
出
張
所
を
除
き
ま
す
。）

特
別
永
住
者
の
方

中
長
期
在
留
者
の
方

住
居
地
の
市
区
町
村
の
窓
口

在
留
カ
ー
ド

特
別
永
住
者
証
明
書

外
国
人
登
録
証
明
書

切
替
え
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国
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政
策
　
自
動
化
ゲ
ー
ト
・
イ
ン
フ
ォ
メ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー

自
動
化
ゲ
ー
ト

自 動 化 ゲ ー ト イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン セ ン タ ー

　
海
外
出
張
や
海
外
旅
行
の
際
，空
港
の
出
入
国
審
査
場
が
混
雑
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。こ
の
よ
う
な
場
合
で
も
，「
自
動
化

ゲ
ー
ト
」を
御
利
用
い
た
だ
け
れ
ば
ス
ム
ー
ズ
に
出
入
国
の
手
続
を
行
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
自
動
化
ゲ
ー
ト
を
利
用
す
る
た
め
に
は
，事
前
の
利
用
者
登
録
が
必
要
で
す
。

　
利
用
者
登
録
が
で
き
る
の
は
，有
効
な
パ
ス
ポ
ー
ト
を
持
つ
日
本
人
，ま
た
，外

国
人
の
方
は
再
入
国
許
可
や
，み
な
し
再
入
国
許
可
制
度
の
対
象
と
な
っ
て
い
る

方
で
す
。

　
自
動
化
ゲ
ー
ト
は
，成
田
空
港
，羽
田
空
港
，中
部
空
港
，関
西
空
港
に
設
置
し

て
あ
り
ま
す
。

8
イ
ン
フ
ォ
メ
ー
シ
ョ
ン

セ
ン
タ
ー

　
外
国
人
の
中
に
は
日
本
の
法
律
や
社
会
制
度
な
ど
に
不
案
内
で

あ
っ
た
り
，生
活
様
式
・
風
俗
習
慣
・
言
語
な
ど
が
異
な
る
方
も
い
る
の

で
，「
外
国
人
在
留
総
合
イ
ン
フ
ォ
メ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
」を
開
設
し
，

外
国
人
及
び
在
日
関
係
者
の
方
々
へ
の
必
要
な
案
内
を
行
っ
て
い
ま

す
。こ
の
イ
ン
フ
ォ
メ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
は
，仙
台
・
東
京
・
横
浜
・
名

古
屋
・
大
阪
・
神
戸
・
広
島
・
福
岡
の
入
国
管
理
局
・
支
局
に
設
置
さ
れ
て

お
り
，英
語
の
ほ
か
韓
国
語
・
中
国
語
・
ス
ペ
イ
ン
語
な
ど
様
々
な
言
語

で
，電
話
や
来
訪
に
よ
る
外
国
人
の
入
国
・
在
留
に
関
す
る
手
続
に
つ

い
て
の
相
談
に
応
じ
て
い
ま
す
。

　
地
方
公
共
団
体
の
相
談
窓
口
と
連
携
し
て
，入
国
・
在
留
手
続
等
の

行
政
手
続
の
ほ
か
生
活
に
関
す
る
相
談
及
び
情
報
提
供
を
行
う
た
め
，

東
京
都
新
宿
区
，埼
玉
県
さ
い
た
ま
市
及
び
静
岡
県
浜
松
市
に
設
置
し

て
い
ま
す
。自
動
化
ゲ
ー
ト
利
用
者
登
録
カ
ウ
ン
タ
ー

利
用
者
登
録
の
様
子

自
動
化
ゲ
ー
ト

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
型
相
談
セ
ン
タ
ー

イ
ン
フ
ォ
メ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー

イ
ン
フ
ォ
メ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
型
相
談
セ
ン
タ
ー
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高
度
人
材
ポ
イ
ン
ト
制

高 度 人 材 ポ イ ン ト 制

高
度
人
材
ポ
イ
ン
ト
制

9

基
礎
研
究
や
最
先
端
技
術
の
研
究
を
行
う
外
国
人
研

究
者
な
ど

該
当
例

活
動
区
分

ポ
イ
ン
ト
の
合
計
点

学
歴
・
職
歴
・
年
収
・
年
齢
の
各
項

目
，特
別
加
算
項
目（
研
究
実
績

や
資
格
，地
位
，そ
の
他
）の
ポ
イ

ン
ト
の
合
計
点
が
7
0
点
以
上

 
グ
ロ
ー
バ
ル
化
が
進
む
中
，日
本
国
内
で
も
様
々
な
分
野
で
働
く
外
国
人
が
増
え
て
い
ま
す
。日
本
経
済
を
活
性
化
し
，国
際

競
争
力
を
高
め
て
い
く
た
め
に
は
，国
内
の
人
材
を
最
大
限
に
活
用
す
る
だ
け
で
な
く
，多
様
な
価
値
観
や
経
験
，ノ
ウ
ハ
ウ
，

技
術
を
も
っ
た
海
外
の
優
秀
な
人
材
を
積
極
的
に
受
け
入
れ
，新
た
な
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
生
み
出
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で

す
。「
高
度
人
材
に
対
す
る
ポ
イ
ン
ト
制
に
よ
る
出
入
国
管
理
上
の
優
遇
制
度
」は
，そ
の
よ
う
な
諸
外
国
と
の
人
材
獲
得
競
争

が
あ
る
中
で
，優
れ
た
能
力
や
技
術
等
を
も
つ
外
国
人
の
方
々
が
，日
本
で
生
活
し
や
す
い
環
境
を
整
備
す
る
こ
と
に
よ
り
，高

度
人
材
の
我
が
国
へ
の
受
入
れ
促
進
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。

 「
高
度
人
材
に
対
す
る
ポ
イ
ン
ト
制
に
よ
る
出
入
国
管
理
上
の
優
遇
制
度
」は
，一
定
の
就
労
資
格
に
該
当
す
る
外
国
人
の
う

ち
，ご
本
人
の
希
望
に
応
じ
，特
に
優
れ
た
人
材（
高
度
人
材
）を
「
ポ
イ
ン
ト
制
」と
い
う
仕
組
み
を
通
じ
て
認
定
し
，出
入
国
管

理
上
の
優
遇
措
置
を
講
じ
る
制
度
で
す
。

　
本
制
度
で
は
，高
度
人
材
と
し
て
の
活
動
類
型
と
し
て「
高
度
学
術
研
究
活
動
」，「
高
度
専
門
・
技
術
活
動
」，「
高
度
経
営
・
管

理
活
動
」の
3
つ
を
設
け
，そ
れ
ぞ
れ
の
特
性
に
応
じ
て
，「
学
歴
」や
「
職
歴
」，「
年
収
」な
ど
の
項
目
ご
と
に
ポ
イ
ン
ト
を
設
け

て
お
り
，ポ
イ
ン
ト
の
合
計
が
一
定
点
数
に
達
し
た
場
合
に
，出
入
国
管
理
上
の
優
遇
措
置
が
与
え
ら
れ
ま
す
。

 
平
成
2
7
年
4
月
1
日
か
ら
は
，高
度
人
材
の
た
め
の
新
し
い
在
留
資
格「
高
度
専
門
職
１
号
」が
設
け
ら
れ
る
と
と
も
に
，こ
の

在
留
資
格
で
一
定
期
間
在
留
し
た
方
を
対
象
と
し
た
，活
動
制
限
が
大
幅
に
緩
和
さ
れ
在
留
期
間
が
無
期
限
の
在
留
資
格「
高

度
専
門
職
2
号
」が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

高
度
学
術
研
究
活
動

専
門
的
な
技
術
・
知
識
な
ど
を
生
か
し
て
，新
た
な
市

場
の
獲
得
や
新
た
な
製
品
・
技
術
開
発
な
ど
を
担
う

外
国
人
な
ど

高
度
専
門
・
技
術
活
動

日
本
企
業
の
グ
ロ
ー
バ
ル
な
事
業
展
開
な
ど
の
た

め
，豊
富
な
実
務
経
験
な
ど
を
生
か
し
て
企
業
の
経

営
・
管
理
に
従
事
す
る
外
国
人
な
ど

高
度
経
営
・
管
理
活
動

複
合
的
な
在
留
活
動
の
許
容

「
5
年
」の
在
留
期
間
の
付
与

在
留
歴
に
係
る
永
住
許
可
要
件
の
緩
和

配
偶
者
の
就
労

親
の
帯
同 （
一
定
の
要
件
を
満
た
す
こ
と
が
必
要
で
す
。）

家
事
使
用
人
の
帯
同

（
一
定
の
要
件
を
満
た
す
こ
と
が
必
要
で
す
。）

入
国
・
在
留
手
続
の
優
先
処
理

高
度
人
材
と
し
て
，入
国
・
在
留
が
認
め
ら
れ
た
方
は
，以
下
の
よ
う
な
出
入
国
管
理
上
の

優
遇
措
置
を
受
け
ら
れ
ま
す
。

（
高
度
専
門
職
1
号
の
場
合
）

（
高
度
専
門
職
2
号
の
場
合
）

1 2 3 4

5 6 7

a.
　
高
度
専
門
職
1
号
の
活
動
と
併
せ
て
ほ
ぼ
全
て
の
就
労
資
格
の
活
動
を
行
う
こ
と
が
で
き
る

   
  （
P
6「
在
留
資
格
一
覧
表
」を
参
照
）

b.
　
在
留
期
間
が
無
期
限
と
な
る

c.
　
上
記
③
か
ら
⑥
ま
で
の
優
遇
措
置
が
受
け
ら
れ
る
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近
年
の
出
入
国
管
理
政
策
　
人
身
取
引
対
策
・
国
際
テ
ロ
対
策

人
身
取
引
対
策

人 身 取 引 対 策 国 際 テ ロ 対 策
国
際
テ
ロ
対
策

個
人
識
別
情
報
を
活
用
し
た
上
陸
審
査

11人
身
取
引
防
止
の
た
め
の
取
組

人
身
取
引
の
撲
滅
！

　
人
身
取
引
は
，「
ト
ラ
フ
ィ
ッ
キ
ン
グ
」と
も
い
わ
れ
，他
人
を
売
春
さ
せ
て
搾
取
す
る
こ
と
や
強
制
的
な
労
働
を
さ
せ
る
こ
と
な

ど
を
目
的
と
し
て
暴
力
，脅
迫
，誘
拐
，詐
欺
，立
場
の
違
い
を
悪
用
す
る
な
ど
の
手
段
を
用
い
て
人
を
採
用・
輸
送・
売
買・
収
受
す

る
な
ど
の
行
為
を
い
い
ま
す
。こ
の
よ
う
な
人
身
取
引
は
重
大
な
人
権
侵
害
で
あ
り
，決
し
て
許
さ
れ
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
我
が
国
は
，平
成
1
2
年
1
1
月
1
5
日
に
国
連
に
お
い
て
採
択
さ
れ
た「
国
際
的
な
組
織
犯
罪
の
防
止
に
関
す
る
国
際
連
合

条
約
を
補
足
す
る
人（
特
に
女
性
及
び
児
童
）の
取
引
を
防
止
し
，抑
止

し
及
び
処
罰
す
る
た
め
の
議
定
書
」（
い
わ
ゆ
る「
人
身
取
引
議
定
書
」）

に
署
名
し
て
以
降
，内
閣
官
房
，法
務
省
，外
務
省
，厚
生
労
働
省
及
び
警

察
庁
等
に
よ
る「
人
身
取
引
対
策
に
関
す
る
関
係
省
庁
連
絡
会
議
」を
設

置
し
，一
体
と
な
っ
て
，人
身
取
引
対
策
を
推
し
進
め
て
き
ま
し
た
。

　
平
成
2
6
年
1
2
月
に
は
，昨
今
に
お
け
る
人
身
取
引
の
現
状
等
を
踏

ま
え
，「
人
身
取
引
対
策
行
動
計
画
2
0
1
4
」を
策
定
し
，関
係
府
省
庁
が

更
に
緊
密
な
連
携
を
図
り
つ
つ
，ま
た
，外
国
の
関
係
機
関
，国
際
機
関

及
び
N
G
O
と
の
関
係
を
強
化
し
て
，人
身
取
引
の
防
止
を
図
る
と
と
も

に
，潜
在
化
し
て
い
る
可
能
性
の
あ
る
人
身
取
引
事
案
を
よ
り
積
極
的
に

把
握
し
，そ
の
撲
滅
と
被
害
者
の
適
切
な
保
護
を
推
進
し
て
い
ま
す
。

日
本
の
安
全
を
守
る
た
め
に
…

　
平
成
1
3
年
9
月
1
1
日
に
米
国
で
発
生
し
た
同
時
多
発
テ
ロ

を
契
機
と
し
て
，我
が
国
で
は
，国
民
の
安
全
を
確
保
す
る
た
め
，

こ
れ
ま
で
様
々
な
対
策
を
講
じ
て
き
ま
し
た
。テ
ロ
の
犠
牲
と

な
っ
て
い
る
の
は
自
ら
を
守
る
特
別
の
手
段
を
持
た
な
い
方
々

で
あ
り
，テ
ロ
は
人
類
及
び
国
際
社
会
が
直
面
す
る
脅
威
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　
入
国
管
理
局
で
は
テ
ロ
リ
ス
ト
の
水
際
で
の
防
止
に
関
し
，

様
々
な
取
組
を
行
っ
て
お
り
，関
係
機
関
と
の
連
携
を
深
め
つ

つ
，平
成
1
9
年
1
1
月

2
0
日
か
ら
指
紋
等
の
個

人
識
別
情
報
を
活
用
し
た

上
陸
審
査
を
行
う
な
ど
テ

ロ
リ
ス
ト
の
入
国
防
止
を

厳
格
に
行
っ
て
お
り
ま
す
。

10

P
re
ve
nt
io
n

（
予
防
）

P
ro
te
ct
io
n

（
保
護
）

P
ro
se
cu
tio
n

（
訴
追
）

●
出
入
国
審
査
の
厳
格
化

●
空
港
直
行
通
過
区
域
の
監
視

●
大
使
館
等
と
の
連
携

●
帰
国
希
望
者
に
対
す
る
迅
速

　
・
円
滑
な
帰
国
協
力

●
被
害
者
に
対
し
て
は
原
則

　
在
留
特
別
許
可

●
不
法
就
労
助
長
事
案
等
に

　
対
す
る
積
極
的
取
組

テ
ロ
リ
ス
ト
の
入
国
を
未
然
に
防
止
し
，

大
部
分
の
善
良
な
外
国
人
に
対
す
る
無
用
な
警
戒
感
を
払
拭

テ
ロ
の
未
然
防
止
に
関
す
る
取
組

●
在
留
資
格
認
定
証
明
書
交
付
申
請
の
厳
格
な
審
査

●
厳
格
な
査
証
審
査
の
た
め
の
外
務
省（
在
外
公
館
）と
の
連
携

●
偽
変
造
文
書
鑑
識
の
充
実
・
強
化

●
事
前
旅
客
情
報
シ
ス
テ
ム（
A
P
IS
）の
導
入

●
上
陸
審
査
時
に
外
国
人（
特
別
永
住
者
等
を
除
く
）に
指
紋
等
の

個
人
識
別
情
報
の
提
供
の
義
務
付
け

●
テ
ロ
リ
ス
ト
の
退
去
強
制
事
由
の
整
備

●
船
舶
等
の
長
に
対
す
る
乗
員
・
乗
客
に
係
る
事
項
の
事
前
提
出

の
義
務
付
け

●
IC
P
O
紛
失
・
盗
難
旅
券
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
検
索
シ
ス
テ
ム
を
活
用

し
た
審
査
の
実
施

●
乗
客
予
約
記
録（
P
N
R
）の
取
得
を
制
度
化（
平
成
2
7
年
1
月
1

日
か
ら
実
施
）

117
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19
近
年
の
出
入
国
管
理
政
策
　
第
4
次
出
入
国
管
理
基
本
計
画

第 ４ 次 出 入 国 管 理 基 本 計 画

　
入
管
法
第
6
1
条
の
1
0
に
基
づ
き
，外
国
人
の
入
国
・
在
留
の
管
理
に
関
す
る
施
策
の
基
本
と
な
る
べ
き
計
画
で
あ
り
，①

入
国
・
在
留
す
る
外
国
人
の
状
況
，②
外
国
人
の
入
国
・
在
留
管
理
の
指
針
，③
そ
の
他
の
施
策
を
法
務
大
臣
が
定
め
る
こ
と
と

さ
れ
て
い
ま
す
。

　
第
4
次
出
入
国
管
理
基
本
計
画
は
，当
面
5
年
の
期
間
を
想
定
し
て
平
成
2
2
年
3
月
に
策
定
さ
れ
ま
し
た
。

12 出
入
国
管
理
基
本
計
画
と
は

「
活
力
あ
る
豊
か
な
社
会
」「
安
全
・
安
心
な
社
会
」「
外
国
人
と
の
共
生
社
会
」の
実
現

第
４
次
出
入
国
管
理
基
本
計
画（
平
成
２
２
年
３
月
策
定
）の
概
要

第
4
次

出
入
国
管
理
基
本
計
画

出
入
国
管
理
行
政
の
方
針

●
本
格
的
な
人
口
減
少
時
代
が
到
来
す
る
中
，我
が
国
の
社
会
が
活
力
を
維
持
し
つ
つ
，持
続
的
に
発
展
す
る
と
と
も
に
，ア
ジ
ア
地
域
の
活
力
を
取
り
込
ん

で
い
く
と
の
観
点
か
ら
，積
極
的
な
外
国
人
の
受
入
れ
施
策
を
推
進
し
て
い
く

●
我
が
国
社
会
の
秩
序
を
維
持
し
，治
安
や
国
民
の
安
全
等
を
守
る
た
め
，テ
ロ
リ
ス
ト
や
犯
罪
者
の
入
国
を
確
実
に
水
際
で
阻
止
し
，ま
た
，依
然
と
し
て

相
当
数
存
在
す
る
不
法
滞
在
者
や
今
後
増
加
が
懸
念
さ
れ
る
偽
装
滞
在
者
対
策
等
を
強
力
に
推
進
す
る
と
と
も
に
，法
違
反
者
の
状
況
に
配
慮
し
た
適

正
な
取
扱
い
を
行
っ
て
い
く

●
我
が
国
に
お
け
る
在
留
外
国
人
の
増
加
，活
動
内
容
の
多
様
化
等
に
対
応
し
，在
留
外
国
人
の
居
住
・
在
留
状
況
等
を
正
確
に
把
握
等
す
る
た
め
に
導
入

さ
れ
る
新
た
な
在
留
管
理
制
度
を
適
切
に
運
用
し
，情
報
を
活
用
し
た
適
正
な
在
留
管
理
を
行
っ
て
い
く
と
と
も
に
，地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
円
滑
な

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
実
施
に
必
要
な
情
報
の
提
供
を
行
う
な
ど
，外
国
人
の
利
便
性
の
向
上
に
努
め
て
い
く

●
国
際
社
会
の
一
員
と
し
て
，難
民
の
適
正
か
つ
迅
速
な
庇
護
を
推
進
し
て
い
く

具
体
的
施
策

我
が
国
社
会
に
活
力
を
も
た
ら
す
外
国
人
の
円
滑
な
受
入
れ

1
 経
済
成
長
に
寄
与
す
る
な
ど
社
会
の
ニ
ー
ズ
に
こ
た
え
る
人
材

の
受
入
れ

2
 日
系
人
の
受
入
れ

3
 国
際
交
流
の
一
層
の
推
進

4
 留
学
生
の
適
正
な
受
入
れ
の
推
進

5
 研
修
・
技
能
実
習
制
度
の
適
正
化
へ
の
取
組

6
 外
国
人
の
受
入
れ
に
つ
い
て
の
国
民
的
議
論
の
活
性
化

安
全・
安
心
な
社
会
の
実
現
に
向
け
た
不
法
滞
在
者
対
策
等
の
推
進

1
 厳
格
な
出
入
国
審
査
等
の
水
際
対
策
の
実
施

2
 国
内
に
不
法
滞
在
・
偽
装
滞
在
す
る
者
へ
の
対
策
の
推
進

3
 被
収
容
者
処
遇
の
一
層
の
適
正
化
に
向
け
た
取
組

4
 在
留
特
別
許
可
の
適
正
な
運
用

新
た
な
在
留
管
理
制
度
の
円
滑
な
導
入
と
同
制
度
に
基
づ
く

出
入
国
管
理
行
政
の
展
開

1
 情
報
を
活
用
し
た
適
正
な
在
留
管
理
の
実
現

2
 外
国
人
と
の
共
生
社
会
の
実
現
に
向
け
た
取
組

難
民
の
適
正
か
つ
迅
速
な
庇
護
の
推
進

1
 適
正
か
つ
迅
速
な
難
民
認
定
の
た
め
の
取
組

2
 第
三
国
定
住
に
よ
る
難
民
の
受
入
れ

詳
し
く
は
，こ
ち
ら
の
Ｗｅ
ｂ
サ
イ
ト

を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

検
索

h
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p
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w
w
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o
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g
o
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IMMIGRATION 2014 20
近
年
の
出
入
国
管
理
政
策
　
入
管
法
が
変
わ
り
ま
す

入
管
法
が
変
わ
り
ま
す

入 管 法 が 変 わ り ま す

　
平
成
2
6
年
の
通
常
国
会
に
お
い
て
，「
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」（
平
成
2
6
年
法
律
第

7
4
号
）が
可
決
・
成
立
し
，平
成
2
6
年
6
月
1
8
日
に
公
布
さ
れ
ま
し
た
。こ
の
改
正
法
は
，経
済
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
中
で
，我

が
国
の
経
済
の
発
展
に
寄
与
す
る
外
国
人
の
受
入
れ
を
促
進
す
る
た
め
，高
度
の
専
門
的
な
能
力
を
有
す
る
外
国
人
に
係
る

在
留
資
格
を
設
け
る
等
の
在
留
資
格
の
整
備
を
行
う
ほ
か
，上
陸
審
査
の
手
続
の
一
層
の
円
滑
化
の
た
め
の
措
置
等
を
講
ず

る
も
の
で
す
。

　
高
度
の
専
門
的
な
能
力
を
有
す
る
外
国
人
の
受
入
れ
の
促
進
の
た
め
の

措
置
と
し
て
，「
特
定
活
動
」の
在
留
資
格
を
付
与
し
，各
種
の
出
入
国
管
理

上
の
優
遇
措
置
を
実
施
し
て
い
た
高
度
人
材
の
方
を
対
象
と
し
た
新
た
な

在
留
資
格「
高
度
専
門
職
１
号
」を
設
け
る
と
と
も
に
，こ
の
在
留
資
格
を

も
っ
て
一
定
期
間
在
留
し
た
方
を
対
象
と
し
た
，活
動
制
限
を
大
幅
に
緩
和

し
在
留
期
間
が
無
期
限
の
在
留
資
格「
高
度
専
門
職
2
号
」を
設
け
ま
し
た
。

　
な
お
，改
正
法
の
施
行
時
点
に
お
い
て「
特
定
活
動（
高
度
人
材
）」
の
在

留
資
格
を
有
し
て
い
た
方
は
，引
き
続
き
，従
前
の
在
留
期
間
の
満
了
日
ま

で「
特
定
活
動
」の
在
留
資
格
を
も
っ
て
，従
前
と
同
じ
範
囲
の
活
動
を
行
う

こ
と
が
で
き
ま
す
。ま
た
，こ
の
よ
う
な
方
に
つ
い
て
は
，一
定
の
基
準
を
満

た
せ
ば
，「
高
度
専
門
職
1
号
」の
在
留
資
格
を
経
る
こ
と
な
く
，直
接
，「
高

度
専
門
職
2
号
」の
在
留
資
格
へ
の
変
更
許
可
申
請
を
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。

13 そ
の
１
　
在
留
資
格
を
整
備
し
ま
し
た
。

以
下
の
と
お
り
在
留
資
格
を
整
備
し
ま
し
た
。そ
の
結
果
，在
留
資
格
は
3
3
種
類
と
な
り
ま
し
た
。

高
度
人
材
の
た
め
の
新
た
な
在
留
資
格「
高
度
専
門
職
」を
創
設
し
ま
し
た
。

1

　
日
本
国
内
企
業
に
お
い
て
事
業
の
経
営
・
管
理
活
動
を
行
う
外
国
人
を

広
く
迎
え
入
れ
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
，「
投
資
・
経
営
」の
在
留
資
格
の
名

称
を「
経
営
・
管
理
」に
改
め
，こ
れ
ま
で
の
外
国
資
本
と
の
結
び
つ
き
の
要

件
を
な
く
し
ま
し
た
。こ
れ
に
よ
り
，国
内
資
本
企
業
の
経
営
・
管
理
を
行
う

こ
と
も
同
在
留
資
格
に
よ
っ
て
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

在
留
資
格「
投
資
・
経
営
」が
「
経
営
・
管
理
」へ
変
わ
り
ま
し
た
。

2

4
月
1日

ス
タ
ー
ト！

2
0
1
5
年

（
平
成
2
7
年
）

4
月
1日

ス
タ
ー
ト！

2
0
1
5
年

（
平
成
2
7
年
）

改
正
の
主
な
ポ
イ
ン
ト
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IMMIGRATION 2014

21
近
年
の
出
入
国
管
理
政
策
　
入
管
法
が
変
わ
り
ま
す

入 管 法 が 変 わ り ま す

そ
の
２
　
上
陸
審
査
の
円
滑
化
に
向
け
た
手
続
を
新
し
く
設
け
ま
す
。

　
専
門
的・
技
術
的
分
野
に
お
け
る
外
国
人
の
受
入
れ
に
関
す
る
企
業
等
の

ニ
ー
ズ
に
柔
軟
に
対
応
す
る
た
め
，業
務
に
必
要
な
知
識
の
区
分（
理
系・
文

系
）に
基
づ
く「
技
術
」と
「
人
文
知
識
・
国
際
業
務
」の
区
分
を
な
く
し
，包
括

的
な
在
留
資
格「
技
術・
人
文
知
識・
国
際
業
務
」へ
と
一
本
化
し
ま
し
た
。

在
留
資
格「
技
術
」と
「
人
文
知
識
・
国
際
業
務
」を
一
本
化
し
ま
し
た
。

3

4
月
1日

ス
タ
ー
ト！

2
0
1
5
年

（
平
成
2
7
年
）

　
学
校
教
育
の
場
に
お
け
る
，低
年
齢
か
ら
の
国
際
交
流
促
進
に
資
す
る
た

め
，中
学
生
，小
学
生
の
留
学
生
に
も
在
留
資
格「
留
学
」が
付
与
さ
れ
ま
す
。

在
留
資
格「
留
学
」が
付
与
さ
れ
る
方
の
範
囲
を
中
学
生
や
小
学
生
ま
で
広
げ
ま
し
た
。

4

1月
1日

ス
タ
ー
ト！

2
0
1
5
年

（
平
成
2
7
年
）

2
年
6
月

以
内
に

ス
タ
ー
ト！

公
布
の
日
か
ら

（
※
）施
行
日
は
政
令
で
定
め
ま
す
。

　
法
務
大
臣
が
指
定
す
る
ク
ル
ー
ズ
船
の
外
国
人
乗
客
を
対

象
と
し
て
，簡
易
な
手
続
で
上
陸
を
認
め
る「
船
舶
観
光
上
陸

許
可
」制
度
を
設
け
ま
し
た
。

　
ま
た
，航
空
機
で
入
国
し「
短
期
滞
在
」の
在
留
資
格
を
与

え
ら
れ
た
外
国
人
が
，我
が
国
か
ら
他
国
に
渡
っ
て
我
が
国

に
戻
る
航
路
の
ク
ル
ー
ズ
船
に
乗
り
，一
定
期
間
内
に
当
該

ク
ル
ー
ズ
船
で
再
入
国
す
る
場
合（
い
わ
ゆ
る
フ
ラ
イ・
ア
ン

ド
・
ク
ル
ー
ズ
の
場
合
）に
は
，原
則
と
し
て
再
入
国
許
可
を

要
し
な
い
も
の
と
し
ま
し
た
。

ク
ル
ー
ズ
船
の
外
国
人
旅
客
に
係
る
入
国
審
査
手
続
に
つ
い
て
，円
滑
化
を
図
り
ま
し
た
。

1

1月
1日

ス
タ
ー
ト！

2
0
1
5
年

（
平
成
2
7
年
）

　
自
動
化
ゲ
ー
ト
を
利
用
で
き
る
対
象
者
の
範
囲
を
，頻
繁
に
来
日
し
，我

が
国
に
短
期
間
滞
在
す
る
外
国
人
の
う
ち
，事
前
に
指
紋
等
の
個
人
識
別

情
報
を
提
供
し
て
審
査
を
受
け
，出
入
国
管
理
上
，問
題
を
生
じ
る
お
そ
れ

が
少
な
い
と
認
め
ら
れ
て
登
録
し
た
も
の
に
拡
大
し
，そ
の
外
国
人
の
上
陸

許
可
の
証
印
を
省
略
で
き
る
よ
う
に
す
る
と
と
も
に
，上
陸
許
可
の
証
印
に

代
わ
る
上
陸
許
可
の
証
明
手
段（
特
定
登
録
者
カ
ー
ド
）を
設
け
ま
す
。

信
頼
で
き
る
渡
航
者
に
つ
い
て
，出
入
国
手
続
の
円
滑
化
を
図
り
ま
す
。

2
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（ ）

個人識別情報システムの稼
働率１００％を維持する

達成度 ％

３，８１８／
１０，６６５，３５３

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

当初見込み

件数

円単位当たり
コスト

算出根拠

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

25年度

定量的な成果目標 成果指標 単位

％

0

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・個人識別情報システム
　上陸審査時に外国人本人から取得した指紋及び顔写真からなる個人識別情報（バイオメトリクス）を，当局が保有する要注意人物リストと照合することに
よって，より正確かつ迅速な要注意人物の発見が可能となる。なお，照合の結果から要注意人物と疑われる者については，慎重審査に付し，入国が認め
られない人物であることが判明した場合には，退去強制，退去命令を行うこととなる。
・自動化ゲートシステム
　個人識別情報（バイオメトリクス）の事前登録を行った日本人及び外国人については，自動化ゲートの通過時に指紋，顔写真及び旅券情報を提供するこ
とにより，通常よりも簡易な手続による出入（帰）国が可能となる。

目標最終年度

258 0

4,132

0

24年度 25年度

100

計算式

件数

322

成果実績

目標値

12,974,778

単位

100％

24年度 25年度 26年度

26年度

４，１３２／
２３，６８１，４６６

27年度見込

383
（１）バイオメトリクス取得のコスト

（執行額／バイオメトリクスの取得・照合件数）

100％100％

26年度

100

27年度活動見込

個人識別情報システムの稼
働率

8,078,190

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

・個人識別情報（バイオメトリクス）システムによる上陸審査の厳格化
　国民の生命と安全を脅かすテロリストのほか，偽変造旅券等を利用して繰り返し不法入国する者など，我が国にとって好ましくない外国人の上陸を未然
に防止することを目的とする。
・自動化ゲートシステムによる出入（帰）国手続の円滑化
　出入（帰）国手続の簡素化・迅速化を図り，日本人及び本邦に在留する外国人の利便性の向上に資することを目的とする。
・出入国管理行政をより円滑に実施するためにシステム構築・運用をしているところ，本事業は，上陸審査時に活用する個人識別情報（バイオメトリクス）シ
ステムの維持・管理に焦点を当てたものである。

前年度から繰越し 0 0

事業番号

バイオメトリクスシステムの維持・管理 担当部局庁 入国管理局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 総務課
総務課長
石岡　邦章

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
出入国の公正な管理
Ｖ－１２－（１）出入国の公正な管理

主要経費

27年度

1,341

0

百万円／
件数

0 0 0 0

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
出入国管理及び難民認定法

関係する計画、
通知等

・日本再興戦略改訂2014（平成26年6月24日）
・観光立国実現に向けたアクション・プログラム2014
（平成26年6月17日）
・「世界一安全な国日本」創造戦略（平成25年12月10日）

実施方法

387

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

0

0

3,818

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 3,896

その他の事項経費

上陸申請時における外国人本人（特別永住者や１６歳未
満の者等，一部例外を除く）及び自動化ゲートを利用す
る日本人からのバイオメトリクス（指紋及び顔写真）の取
得・照合件数
　　　　　　［うち自動化ゲート利用件数］

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト 174358

単位

17,257,266 23,681,466

終了予定なし

活動実績

活動指標

５，０２２／
１３，１２２，７３８

５，３５７／
１６，６３９，３７３

％

24年度

翌年度へ繰越し 0

計

5,119

観光立国主要政策・施策

平成２７年度行政事業レビューシート 法務省

執行額

3,843 5,237 5,377 4,132 0

5,022 5,357

執行率（％） 99% 96% 100%

平成１９年度
事業終了

（予定）年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

（２）（１）のうち自動化ゲート利用のコスト
（自動化ゲート分執行額／日本人自動化ゲート利用者

数）

単位当たり
コスト 円 63 429 126 109

計算式
百万円／件
数

６３／
１，０００，６０２

５５８／
１，２９９，７９９

２０９／
１，６６０，８２６

２１３／
１，９５０，３０６

　 0061

年度

3,456

100

100 100 100 -

チェック

10,665,353

［1,000,602］
13,122,738

［1,299,799］

16,639,373

［1,660,826］

121



27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

情報処理業務庁費 4,132

計 4,132 0

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目
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関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○
出入国審査システムの活動実績は，見込みに見合ったも
のであり，十分に活用している。

費目・使途は事業目的に即し，真に必要なものに限定して
いる。

事業名所管府省・部局名 事業番号

○

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

同上

同上

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

我が国では，自国の安全や利益を守りつつ，円滑に外国
人を受け入れるなど，公正な出入国管理を図ることが求め
られているところ，個人識別情報システムの維持・管理は，
国民や社会のニーズを反映した事業目的である。

地方自治体，民間等の独自性や主体性が発揮されるべき
業務ではない。

○

○

‐

‐

・個人識別情報システムは，平成１９年１１月からシステムを稼働し運用を開始しており，現時点において，安定的な運用がなされている。
・自動化ゲート利用者数は，前年に比べて増加しており，有効活用されている。

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

点検結果

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

当該政策を達成する上で必要不可欠な優先度の高い事業
である。

単位当たりコストの水準は妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

‐

外部有識者の所見

改善の
方向性

・個人識別情報システムは，水際対策の徹底に不可欠なものであることから，引き続き，安定的な運用することとする。
・平成２６年度公開プロセスにおいて，外部有識者の意見にあるように自動化ゲートの有効活用策も検討していく。

調達に当たっては，一般競争入札を原則としており，仕様
書の作成においては，「法務省における情報システムに係
る調達の基本方針」に基づき，競争性が確保されるよう作
成している。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善
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64

平成24年度

※平成２２年度公開プロセス対象
事業名：バイオメトリクスシステムの維持・管理（レビューシート番号：００６７）
結果：抜本的改善
とりまとめコメント：
　公開プロセスにおいては，自動化ゲート（平成２２年度：予算額３６百万円，執行額３９百万円）について費用対効果を明確にする必要があるとの指摘を受けた。
これを踏まえ，自動化ゲートについては，現状の設備で，２０１１年までの利用状況を踏まえ，利便性，コストパフォーマンス等を検証して，その後の配置計画を検
討すべきである。また，バイオ関係システム全体の保守経費の見直しを図り，経費の削減を図るべきである。

※委託調査の成果物の公表について
「バイオメトリクスシステムの処理能力向上に係る調査・研究」http://www.moj.go.jp/content/000112236.pdf
「訪日外国人２，５００万人時代における出入国審査の在り方に係る調査・研究」http://www.moj.go.jp/content/000112237.pdf

関連する過去のレビューシートの事業番号

備考

平成26年度

68平成22年度

平成25年度

67

77

平成23年度 63
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※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

法務省

5,357百万円

出入国の公正な管理に必要な物品の賃貸借及び役務の契約

【一般競争入札・随意契約】

Ａ． 日本電気株式会社ほか

5,357百万円

出入国管理業務個人識別情報システム用バイオメトリクス装置
等賃貸借ほか
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借料及び損料 個人情報識別システム装置賃貸借料

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.日本電気株式会社 E.
金　額

(百万円）
費　目 使　途費　目 使　途

3,291

金　額
(百万円）

雜役務費
個人情報識別システムのハードウエア機器
の更新に伴う改修作業

913

備品費 個人情報識別システム用機器購入 183

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4,387 計 0

C. G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

チェック
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支出先上位１０者リスト
A.

3 株式会社日立製作所

1 日本電気株式会社 個人情報識別システムの心臓部をなすサーバ群等の機器に係る賃貸借料 1 99.6％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2
ＮＥＣキャピタルソリューション
ズ株式会社

審査端末機器等に係る賃貸借料 随意契約

1 99.8％

パナソニックシステムネット
ワークス株式会社

アプリケーションプログラム改修作業等 1 100％

沖電気工業株式会社 自動化ゲートに係る撤去作業 1 97.3％

6

7

4
三井住友トラスト・パナソニック
ファイナンス株式会社

旅券自動読取装置購入 1 93.1％

5
東京センチュリーリース株式会
社

個人識別情報システムのバイオメトリクス情報の保存等を行うオープンサー
バ機器に係る賃貸借料

随意契約

アプリケーションプログラム改修作業等

株式会社日立システムズ 消耗品費 随意契約

株式会社ＪＥＣＣ 自動化ゲートシステム装置賃貸料 随意契約

8

9

10 芙蓉総合リース株式会社 自動化ゲートシステム装置賃貸料 随意契約

※括弧書き，入札者及び落札率については，支出先との契約が複数ある場合，括弧内で個別

契約中の契約金額が最も大きいものについて記載している

4387
(2414)

370
(120)

209
(93)

124
(47)

79

41
(36)

41
(17)

37

28
(19)

6
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（ ）

延人日 2,084

29

955

単位

当初見込み

延人日

達成度 ％ 99.9％ 100.5％

定量的な目標が設定できない理由

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

相手国の要請やその実情に応じて，民法・民事訴訟法等の基本法令の起草支援，法の執行機関の強化を含む法制度の運用支援，法曹実務家等の人材
育成支援等の法制度整備支援事業を行う。その手段として，本邦での各種研修の実施，相手国での現地セミナーの実施，専門家の派遣などを行う。
相手国との間の共同調査研究活動として，我が国・相手国での研究会等の開催，専門家の派遣・招へいなどを行う。

-

123

％ -

-

24年度 25年度 26年度

1,055

実績 ％

1,970

達成度 - -

100.5％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

代替目標 単位 24年度 25年度 26年度

法制度整備支援の一環とし
て行う国際研修に参加した
研修員の満足度（詳細は別
紙のとおり）

％

目標最終年度

99.5

目標値 - - - -

目標値

定性的な成果目標と24～26年度の達成状況・実績

代替指標

目標最終年度

- -

成果実績 - - - -

政府開発援助庁費

成果指標 単位 24年度 25年度 26年度

27年度活動見込

法制度整備支援に関する国際研修，諸外国の法制等に関する調査研究及
び専門家派遣並びに国際専門家会議開催を通じて，支援対象国における

立法技術向上及び法曹人材育成強化を図る。
24～26年度において，国際研修に参加した研修員の満足度は非常に高

く，目標を達成しているものと認められる。

5

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

アジア諸国を中心とする開発途上国や市場経済への移行を進める国が行う法制度整備に対する支援を推進すること，法制度の整備・運用に関する知識
や技術の諸外国との共有を推進することにより，各国による法の支配の確立と健全な成長のための法的基盤作りに寄与するとともに，我が国を含むアジ
ア地域の持続的発展，更には国際社会の平和と安全に貢献することを目的とする。

前年度から繰越し - -

事業番号

開発途上国に対する法制度整備支援の推進 担当部局庁 法務総合研究所 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 総務企画部総務課
総務企画部副部長
茂木　善樹

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
法務行政における国際化対応・国際協力
Ⅵ-13-(2)法務行政における国際協力の推進

主要経費

27年度

-

- - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

法務省設置法第４条第３７号
法務省組織令第６１条，第６２条第１項第４号

関係する計画、
通知等

法制度整備支援に関する基本方針（改訂版）（平成25年5
月）

実施方法

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

-

-

81

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 89

その他の事項経費

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

法制度整備支援活動の一環として行う国際研修に参加
した研修員の延人日

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

政府開発援助諸謝金 43

1,741 1,366 1,600

計 123 0

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

政府開発援助招へい外国
人滞在費

終了予定なし

99.4 100 100

26

政府開発援助外国人招へ
い旅費

活動実績

活動指標

法制度整備支援の効果(立法技術向上及び法曹人材育成強化)
は，単純な数値化によって明確にできるものではないため。

翌年度へ繰越し -

計

費　目

121

知的財産、ＯＤＡ主要政策・施策

平成２７年度行政事業レビューシート 法務省

執行額

90 89 121 123 0

81 112

執行率（％） 90% 91% 93%

毎年度，法制度整備支援の
一環として行う国際研修に
参加した研修員の満足度を
99.5％以上にする。

平成７年度
事業終了

（予定）年度

99.5

- 年度

99.5 99.5

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

実質的な研修経費／延人日

単位当たり
コスト 円 8,312 6,329 7,141 9,429

計算式
　　円/延人
日

14,471,167/1,741 8,645,725/1,366 11,426,184/1,600 19,651,000/2,084

　 0066

年度

20

政府開発援助職員旅費

政府開発援助情報処理業
務庁費 0

90

チェック
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‐

‐

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

本事業は，アジア諸国の市場経済化を進め，我が国を含むアジア地域の持続的発展を促進させるためには不可欠な事業であり，相手国の
ニーズを的確に把握して効果的・効率的に支援活動を行うよう，手法・範囲を精査することとしたい。

関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか

必要性を十分に検討し事業目的達成に必要なものに限定
している

事業名所管府省・部局名 事業番号

○

0069

平成24年度

外務省所管に係る独立行政法人国際協力機構が実施す
る技術協力に対し，専門家推薦，研修の企画・立案等にお
いて協力している。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

昨年度実績を大きく上回っている

研修教材等の成果物について，継続的に活用されている

予算執行にあたり，支出の妥当性，相当性を十分に検討し
コスト削減等を図っている

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

開発途上国の持続的成長を実現するために不可欠な事業
であり，国家の海外展開戦略にも資する有効なツールであ
る

世界における日本のプレゼンスの強化にもつながる施策と
して，国が実施すべき事業である

○

○

‐

0072

関連する過去のレビューシートの事業番号

近時，政府の経済政策において日本企業の海外展開の促進が重要な要素とされ，法制度整備支援事業はそのための重要かつ有効なツール
として取り上げられている。また，支援対象国の基本法令の整備や法曹等の人材育成が促進されることは，その国の発展につながるのみなら
ず，我が国の国際社会における地位向上にも貢献するものである。

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成26年度

点検結果

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

「法制度整備支援に関する基本方針(平成25年5月改訂)」
において積極的な法制度整備支援を行うこととされるなど
優先度の高い事業である

単位あたりコスト欄記載のとおり，適切な水準を維持してい
る

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

0069

0083

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度 0065

受益者との負担関係は妥当であるか。

競争性確保のため，積極的に入札を実施している

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

(独)国際協力機構運営費交付金(技術協
力)

外務省
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※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

 

○リンギスティックア
ドバイザー業務等

○翻訳謝金等 ○公務出張に係
る交通費等

○招へい専門家
の招へい等に係

る交通費等

法務総合研究所

１１２百万円

【一般競争・随意契約】 【諸謝金】 【職員旅費】 【外国人招へい旅費等】

A.個人ほか
２２百万円

B.株式会社サン・
フレアほか
４６百万円

C.職員
２７百万円

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

D.個人
１７百万円
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雑役務費 リンギスティックアドバイザー業務

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.個人Ａ E.

金　額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

5

金　額
(百万円）

B.株式会社サン・フレア F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

翻訳委託謝金 翻訳 8

計 5 計 0

C.職員Ａ G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

外国旅費等 公務出張に係る交通費等 3

計 8 計 0

計 3 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

D.個人Ｇ H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

外国人招へい
旅費等

招へい専門家の招へい等に係る交通費等 1

計 1 計 0

チェック
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支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

3
富士プリント株式会社（一般競
争入札）

1 個人Ａ（企画競争） リンギスティックアドバイザー業務 5 1 95.1％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2
株式会社国際サービス・エー
ジェンシー（少額随契）

招へいに係る国内手配等業務等 3 随意契約 -

1 89.1％

株式会社会議録研究所（少額
随契）

国際会議等テープ起こし業務 0.8 随意契約 -

株式会社紀伊國屋書店（少額
随契）

図書管理システム書誌データ入力作業等 0.7 随意契約 -

6

7

4
朝日梱包株式会社（一般競争
入札）

ICDNEWS梱包発送業務 1 2 91.1％

5
イディオリンク株式会社（少額
随契）

公務出張における車両手配業務等 1 随意契約 -

ICDNEWS印刷製本 2

株式会社紀伊國屋書店（一般
競争入札）

図書の購入 0 3 94％

富士ゼロックス株式会社（一般
競争入札）

複合機の購入 0.3 4 71.5％

株式会社映像システム（少額
随契）

国際会議室ＡＶシステム点検作業等 0.6 随意契約 -

8

9

10

11

株式会社三栄トラベル（少額随
契）

公務出張における車両手配業務等 0.6 随意契約 -

12
富士ゼロックス株式会社（一般
競争入札）

複合機の購入 0.2 4 70％

2 株式会社メディア総合研究所 翻訳 7 - -

3
アンダーソン・毛利・友常法律
事務所

調査委託 4 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 株式会社サン・フレア 翻訳 8 - -

6 麹町税務署 諸謝金に対する源泉徴収 3 - -

7 個人Ｃ 調査委託等 2 - -

4 個人Ｂ 調査委託等 3 - -

5 西村あさひ法律事務所 調査委託 3 - -

10 個人Ｆ 通訳・翻訳 2 - -

8 個人Ｄ 調査委託 2 - -

9 個人Ｅ 調査委託等 2 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 職員Ｃ 公務出張に係る交通費等 2 - -

4 職員Ｄ 公務出張に係る交通費等 1 - -

1 職員Ａ 公務出張に係る交通費等 3 - -

2 職員Ｂ 公務出張に係る交通費等 2 - -

7 職員Ｇ 公務出張に係る交通費等 1 - -

8 職員Ｈ 公務出張に係る交通費等 0.9 - -

5 職員Ｅ 公務出張に係る交通費等 1 - -

6 職員Ｆ 公務出張に係る交通費等 1 - -

9 職員Ｉ 公務出張に係る交通費等 0.9 - -

10 職員Ｊ 公務出張に係る交通費等 0.9 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人Ｇ 招へい専門家の招へい等に係る交通費等 1 - -

4 個人Ｊ 招へい専門家の招へい等に係る交通費等 0.7 - -

5 個人Ｋ 招へい専門家の招へい等に係る交通費等 0.7 - -

2 個人Ｈ 招へい専門家の招へい等に係る交通費等 0.9 - -

3 個人Ｉ 招へい専門家の招へい等に係る交通費等 0.7 - -

8 個人Ｎ 招へい専門家の招へい等に係る交通費等 0.6 - -

9 個人Ｏ 招へい専門家の招へい等に係る交通費等 0.6 - -

6 個人Ｌ 招へい専門家の招へい等に係る交通費等 0.6 - -

7 個人Ｍ 招へい専門家の招へい等に係る交通費等 0.6 - -

10 個人Ｐ 招へい専門家の招へい等に係る交通費等 0.6 - -

チェック
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別紙

法制度整備支援の一環として行う国際研修に参加した研修員の満足度

99.4%

0.6%

平成24年度

有意義であった

どちらとも言えない

100%

平成25年度

有意義であった

100%

平成26年度

有意義であった
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所
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際
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力
機
構

（
Ｊ
ＩＣ

Ａ
）

開
発
途
上
国

か
ら
の
要
請

国
際

協
力

部

開
発

途
上
国
へ
の
司
法
分
野
に

お
け
る
協
力
・
支
援
を
通
じ
て
の

国
際

貢
献

協
力

・
支

援
の

実
施

法
務

総
合

研
究

所
に
よ
る
開

発
途

上
国

に
対

す
る
法

制
度

整
備

支
援

業
務

①
基
本
法
令
の
起
草
支
援

②
制
定
さ
れ
た
法
令
を
運
用
す
る
司
法
関
係
機
関
の
制
度
整
備
支
援

③
法
曹
実
務
家
等
の
人
材
育
成
支
援

法
制

度
整

備
支

援
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（ ）

-

達成度 ％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

当初見込み

開発進捗率

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

0

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

検察庁，矯正施設，保護観察所等がそれぞれ保有する対象者の情報のうち相互利用に適する情報を共有して一元的に管理し，処遇の充実，施策の効果
検証，再犯要因等の調査研究への活用等を可能とするための刑事情報連携データベースを開発・構築して運用する。

目標最終年度

0 0

376

0

24年度 25年度

-

％

成果実績

目標値

単位

-

24年度 25年度 26年度

26年度

-

-

定量的な目標が設定できない理由

平成26年度は，専門事業者の支援を受けながら，最適なデータベースを設
計するための現状や先進事例の調査，ロードマップの作成，各種要件の確
認，よりスキルの高い事業者を選定するための仕様書，総合評価基準等

の策定等を行った。

定性的な成果目標と24～26年度の達成状況・実績

－

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

検察庁，矯正施設，保護観察所等が保有する対象者情報を共有し，一元的に管理するデータベースを構築した上で，当該情報を処遇等に活用することは
もとより，再犯リスク要因等を分析，把握した上で的確な働きかけを行うための施策等を充実させるとともに，それぞれの施策が再犯防止に真に効果があ
るかを検証し，効果的と認められる施策を重点的，集中的に展開し，もって刑務所出所者等の再犯防止を図ることを目的とする。

前年度から繰越し 0 0

事業番号

刑事情報連携データベース 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 秘書課　政策評価企画室
政策評価企画室長
福原　道雄

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
法務行政全般の円滑かつ効率的な運営
Ⅶ－14－(3)法務行政の情報化

主要経費

27年度

0

0

0 0 0 0

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

再犯防止に向けた総合対策（平成24年7月20日犯罪対策
閣僚会議決定）
「世界一安全な日本」創造戦略（平成25年12月10日閣議決
定）

実施方法

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

0

0

0

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 0

その他の事項経費

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

 　検察庁，矯正施設，保護観察所等が保有する個々の
対象者に関する情報の一元的管理及び有機的連携を可
能とする刑事情報連携データベースの開発・構築を定性
的な指標とする。

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

情報処理業務庁費 376

100

計 376 0

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算

内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

終了予定なし

活動実績

活動指標

本事業は、関係部局が行う再犯防止対策の充実のための基盤整
備を目的としているため。

翌年度へ繰越し 0

計

費　目

84

主要政策・施策

平成２７年度行政事業レビューシート 法務省

執行額

0 0 84 376 0

0 84

執行率（％） - - 100%

平成２６年度
事業終了

（予定）年度

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設

27年度活動見込

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

／

単位当たり
コスト

計算式 　　/

　 0070

年度

0

-

- - -

チェック
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関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ‐

専門業者による調査・調達支援に必要な経費を計上済。

事業名所管府省・部局名 事業番号

‐

新26－0001

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

検察庁，矯正施設，保護観察所等が個々に保有する情報
を有機的・効率的に収集・分析するためには，手作業では
実現できない。

‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

刑事手続等の各段階における広範かつ有機的な情報連携
体制を構築することは，政府全体で推進している「再犯防
止に向けた総合対策」に明記されている。

検察庁，矯正施設，保護観察所等の刑事司法関係機関が
使用するシステムの開発に係るものであり，地方自治体，
民間等への委託には馴染まない。

○

○

○

‐

関連する過去のレビューシートの事業番号

　予算要求から契約締結に至るまで，必要に応じて，外部専門家（政府ＣＩＯ補佐官）に相談するなどして，委託業務の内容が効率的かつ効果
的なものであるか第三者の視点でも検証している。
　また，企画競争による調達の実施に当たっては，調達プロセスの競争性，透明性及び公正性を担保するため，ＣＩＯ補佐官同席の下で提案業
者による提案内容の説明及び質疑応答を行う機会を設け，特定の者が有利とならないよう配慮した。

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成26年度

点検結果

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

政府全体で推進している「再犯防止に向けた総合対策」全
体の基盤となるものであり，同対策を一層推進するために
も，その優先度は高い。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

－平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－

新26－0002

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度 -

受益者との負担関係は妥当であるか。

‐

外部有識者の所見

改善の
方向性

上記取組等を引き続き推進し，経費削減に努める。

データベース開発・構築業者及びプロジェクト管理支援業
者を総合評価落札方式により決定した。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善
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※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　【企画競争契約・随意契約】

A. 株式会社インテック

８４百万円

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

法務省

８４百万円

刑事情報連携データベース構築に係
る調査・調達支援に必要な経費

刑事情報の連携方策に係るコンサル
ティング業務

147



雑役務費 コンサルティング業務

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.株式会社インテック E.
金　額

(百万円）
費　目 使　途費　目 使　途

84

金　額
(百万円）

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 84 計 0

C. G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

チェック
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支出先上位１０者リスト
A.

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

3

1 株式会社インテック コンサルティング業務 84 4 99.9％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

6

7

4

5

8

9

10

チェック
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